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Ⅰ．はじめに 

１．業務の目的 

浄化槽は、人口密度の低い地域において効率的に整備出来る分散型の生活排水処 

理施設であり、これまで地域の生活基盤としての役割を果たしてきた。さらに、少 

子高齢化・人口減少等の社会情勢の変化等の社会的ニーズを踏まえると、その役割 

は一層高まるものと考えられる。 

このようなニーズに浄化槽が応えていくためには、次世代浄化槽システムとして 

更なる環境負荷低減を図っていくことが望まれる。あわせて、そうした環境負荷低 

減効果や生活環境保全上のメリット等を住民や関係者に対して根拠に基づき分か 

りやすく示すことが重要である。加えて、我が国の2050年カーボンニュートラル宣 

言や2030年度までの温室効果ガス排出量46％削減目標を受けて、浄化槽分野におい 

ても一層の省エネ化や再生可能エネルギー導入を進め脱炭素化に貢献していくこ 

とが求められる。 

また、平成27年９月に持続可能な開発目標（SDGs）が国連で採択され、水分野に 

おいて令和12年までに未処理汚水の割合半減目標が掲げられている。この実現に向 

けて東南アジアをはじめとする途上国の生活排水対策の需要が高まっており、海外 

における浄化槽の設置基数も近年増加している。 

そこで本業務では、浄化槽システムの環境負荷低減効果や脱炭素化に関する調査 

及び海外における浄化槽の最新設置基数と浄化槽関連企業による海外向け普及促 

進の取組に関する調査を実施した。 

２．業務の内容 

２．１浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

   現状における浄化槽システムの脱炭素社会への対応状況を把握するため、環境配

慮型浄化槽の令和３年度下半期及び令和４年度上半期の出荷基数の調査を行った。

調査に当たっては環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業における省エネ基

準の妥当性を考慮した。また、中・大規模浄化槽も含めた規模別の調査も行った。  

２．２浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット等に 

関する調査 

   浄化槽整備による地域の水質改善効果や生活環境保全上のメリット等に関する

事例調査及び検討を行い、住民や関係者に対して分かりやすく説明可能な資料とし

て取りまとめた。その際、根拠に基づく内容とし、また視覚的にも理解しやすい資

料（写真や図表等を含む）となるようデザインを工夫すると共に、Web 上での閲覧

も想定した形式で作成した（関連する情報にはリンク設定を行う等）。なお、調査

及び検討に際して、その具体的な内容等については、事前に環境省担当官と調整し

た上で実施した。 

２．３浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

（１）浄化槽の海外展開に関する調査 

   浄化槽の海外設置実績について、最新の浄化槽の市場規模や設置状況（基数・輸

出額）等について調査を行った。  

（２）浄化槽関連企業による海外向け普及促進の取組に関する調査 

   浄化槽関連企業による海外における浄化槽普及促進に積極的に取り組んでいる、

具体的な取り組み内容（環境省の支援事業も含めて、セミナー、ワークショップ、

展示会等）に関して、開催都市や主体及び概要等について調査を行った。 
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３．過年度調査結果 

当協会で行った次世代浄化槽システムに関する調査検討内容について、過去３年度分

の内容を整理して以下に示す。 

３．１ 2019(令和元)年度調査 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

①浄化槽全出荷基数に占める環境配慮型の割合は下表のとおりであった。環境

配慮型が占める割合は、2016 年度に増加し 2018 年度まで横ばいとなってい

たが、性能要件が改定された 2019 年度に減少した。また、10 人槽以下では

90％以上が環境配慮型となっているが、人槽が大きくなると環境配慮型が占

める割合は減少する傾向にある。特に、51 人槽以上は 2019 年度上半期で

16.9％と環境配慮型が占める割合が小さく、省エネ化を目的とした浄化槽や

ブロワ等の開発が必要と考えられる。 

全出荷基数中に環境配慮型浄化槽が占める割合 

人槽範囲 
2015年度 

(通年) 

2016 年度 

(通年) 

2017 年度 

（通年） 

2018 年度 

（通年） 

2019 年度 

（上半期） 

5～10人槽 93.4％ 99.6％ 99.9％ 99.5％ 93.6％ 

11～50人槽 73.1％ 85.5％ 76.6％ 74.3％ 65.7％ 

51人槽以上 25.9％ 24.1％ 33.8％ 26.0％ 16.9％ 

全人槽 91.1％ 97.8％ 97.5％ 97.0％ 91.3％ 

 

    ②浄化槽システムの更なる低炭素化に向けた検討として、これまでの政策と取

り組み及び浄化槽の省エネ基準の改定について整理した。また、地球温暖化

対策計画の中期目標「2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013 年度比で 26％

減(2005 年度年度比 25.4％減)」を踏まえ、省エネ基準改定の効果と浄化槽

の温室効果ガス低減に関する研究報告から予想される最高性能の浄化槽を

普及させることにより 2013 年度比で 34％減となる試算についてまとめた。

更に、太陽光発電等の利用事例や移動脱水車の利用等、浄化槽の更なる低炭

素化に繋がる内容を調査しまとめた。 

（２）浄化槽の補修・更新工事についての整理 

   ①浄化槽法の一部を改正する法律（令和元年法律第 40 号）において、特定既

存単独処理浄化槽の措置に関して示されたことを鑑み、浄化槽の補修と更新

工事に係わる内容を整理した。浄化槽の補修を要する事象は、変形、亀裂、

破損、腐食、機器の故障など多岐にわたり、それに応じ、また部位によって

様々な対応方法があり、劣化や破損の程度や部位に応じた対応方法の事例を

工程ごとに写真や図を示し解説を加え整理した。 

    ②補修と更新工事の判断に至る一般的なフローとその体系についてまとめた。

補修工事に際しては危険を伴う場合があり、安全対策に関する情報について

まとめた。 

    ③更新工事について、単独処理浄化槽を合併処理浄化槽に更新した一般的な事

例を工程ごとに写真を示し解説を加え整理した。 

（３）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

①2019 年に海外に設置された浄化槽について、当協会の会員 16 社に調査を行

った。2019 年は 21 ヶ国に小型浄化槽（50 人槽以下）8,398 基、中大型浄化
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槽（51 人槽以上）126基、合計で 8,524 基が設置された。2018 年以前の実績

も加えると、49 ヶ国で小型浄化槽（50 人槽以下）30,604 基、中大型浄化槽

（51 人槽以上）1,189 基、合計で 31,793 基が設置された。現地化（技術移

転）の影響から 2019 年の設置基数にやや鈍化が見られるものの輸出対象国

は増えていることから、日本の浄化槽技術は発展途上国の企業に根付く段階

に来ていると言える。なお、最も多く設置されている国は中国で、次がオー

ストラリア、さらにアメリカ、ベトナム、ミャンマー等に多く設置されてお

り、2019 年の海外設置による輸出・輸送・施工の総額はおよそ 60～80 億円

と推定された。 

②2019年に海外で当協会の正会員 16社が行った普及促進に関する取組（FS 調

査や開催あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展示会など）につい

て、時期及び内容を調査し表に整理した。2011年から海外向け普及促進の取

組が次第に盛んになり、近年、さまざまな取組が各国で行われたことがわか

った。会員企業の取組が設置基数増に反映されているとの見方もできる。た

だし、環境省が実施する事業において会員企業が実施、参画したケースが最

も多く、国のバックアップが不可欠と推察された。 

３．２ 2020(令和２)年度調査 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

    ①浄化槽全出荷基数に占める環境配慮型の割合は下表のとおりであった。環境

配慮型が占める割合は、性能要件が改定され消費電力基準が厳しくなった

2019年度に減少し、2020 年度に 2018 年度以前に近づくまで増加した。各社

が新たな性能要件に対応したことがわかる。また、10～50 人槽では 90％以

上が環境配慮型となっているが、51 人槽以上は環境配慮型が占める割合が

小さく、省エネ化をコンセプトとした浄化槽やブロワ等の開発が必要と考え

られる。 

全出荷基数中に環境配慮型浄化槽が占める割合 

人槽範囲 
2016年度 

(通年) 

2017 年度 

（通年） 

2018 年度 

（通年） 

2019 年度 

（通年） 

2020 年度 

（上半期） 

5～10人槽 99.6％ 99.9％ 99.5％ 94.3％ 97.2％ 

11～50人槽 85.5％ 76.6％ 74.3％ 73.8％ 91.7％ 

51人槽以上 29.2％ 33.8％ 26.0％ 16.5％ 18.5％ 

全人槽 97.8％ 97.5％ 97.0％ 92.3％ 96.1％ 

（２）浄化槽法改正の施行による共同浄化槽の普及に向けた技術的調査 

    ①共同浄化槽は複数の家屋の汚水を１基の浄化槽で処理するものであり、市町

村が汚水処理整備を進める上で、狭小家屋が密集するなどの地域特性から汚

水をまとめて処理する方が望ましい地域は、共同浄化槽を組み合わせ柔軟か

つ効果的に整備を進めることが期待されている。本項では、共同浄化槽の適

用に関連する技術情報や留意すべき内容について整理した。 

    ②共同浄化槽の計画に関しては、汚水をまとめる区画と浄化槽規模の算定およ

び共同浄化槽に接続する管路施設の検討が必要となる。共同浄化槽の処理対

象人員算定は JIS A 3302-2000 に基づき、また、実定住人口を踏まえて検討

し、汚濁負荷量を適切なものとする。管路施設は、農業集落排水施設の指針

等を参考に機能性、経済性を有するとともに、調和のとれた合理的な汚水移
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送システムとなるよう留意する必要があり、それらの内容をまとめた。また

共同浄化槽は、農業集落排水施設よりも小さい規模であるため、浄化槽処理

促進地域内の住宅密集地の汚水をまとめるなど柔軟な対応ができ、維持管理

を一元化できるなどのメリットがある。一方、共同浄化槽を設置する用地の

確保など、これまでになかった検討が必要と考えられ、留意事項をまとめた。 

   ③共同浄化槽の施工に関しては、浄化槽本体の施工は通常の浄化槽と同様であ

り、その内容を整理してまとめた。管路施設の施工に関しては、宅地内配管

と公道下の配管があり、それらの施工に関する技術情報をまとめた。なお、

浄化槽設置前の手続等については、法改正に基づき計画段階で包括されるこ

とになる。 

④共同浄化槽の維持管理に関しては、共同浄化槽の対象となる浄化槽を(一社) 

浄化槽システム協会員の主要な型式を放流水質別に整理し、それぞれの維持

管理上のポイントをまとめた。また、共同浄化槽では管路施設を定期的に維

持管理する必要があり、それらの内容について農業集落排水施設の管路施設

を参考にポイントをまとめた。なお、共同浄化槽の管理は市町村が行うが、

共同浄化槽の利用者（住民）は、浄化槽の使用の準則等について理解する必

要があり、使用料徴収や管理状況の報告などに加えて共同浄化槽に対する意

識向上が必要と考えられた。 

⑤共同浄化槽の設置費については、Ｓ市をモデルとして設置費用を試算した。

50 世帯の共同浄化槽の施工費を試算した結果、宅内配管が 15,000 千円、管

路施設が 551.5ｍで 66,180 千円、中継ポンプが 6 か所で 90,000 千円、共同

浄化槽（100 人槽）が 19,000 千円、合計が 190,180千円の試算結果となった。

比較として、50 世帯を 5 人槽×50 基で整備した場合の施工費は、宅内配管

が 15,000千円、浄化槽（5人槽）が 41,000 千円、合計が 56,000 千円と試算

され、共同浄化槽の設置費用は個別設置に比べ 3.4 倍となった。 

  共同浄化槽については今年度からの事業であり、管路施設と中継ポンプの設

置費用等に関しては実績が少なく下水道施設を参考に試算した。共同浄化槽

の計画の際は、ⅰ）管路費用の縮減、ⅱ）住宅の配置を考慮して共同浄化槽

を複数に分ける、ⅲ）地域ごとの実績単価を積極的に採用する、など経済的

に安価となるよう柔軟に運用することが重要と考えられた。 

   共同浄化槽の維持管理費については、(一社)浄化槽システム協会員の主要な

型式を放流水質別に抽出し、それぞれの標準的な維持管理費を調査し整理し

た。 

（３）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

①2020 年に海外に設置された浄化槽について、(一社)浄化槽システム協会員

16 社に調査を行った。2020 年は 15 ヶ国に小型浄化槽（50 人槽以下）5,349

基、中大型浄化槽（51人槽以上）113基、合計で 5,462 基が設置された。2019

年以前の実績も加えると、49 ヶ国で小型浄化槽（50 人槽以下）35,953 基、

中大型浄化槽（51人槽以上）1,302 基、合計で 37,255 基が設置された。2020

年は新型コロナ（COVID-19）の影響もあり対前年比としては減少したが、現

地法人や代理店等の尽力により一程度の基数は確保されている。なお、これ

までに最も多く設置されている国は中国で、次がオーストラリア、さらにア

メリカ、ベトナム、ミャンマー等に多く設置されており、2020 年の海外設置

による輸出・輸送・施工の総額はおよそ 22～43億円と推定された。 

②2019 年に海外で(一社)浄化槽システム協会員 16 社が行った普及促進に関す

る取組（FS調査や開催あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展示会
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など）について、時期及び内容を調査し表に整理した。2020 年は 5件と 2018

年（23件）、2019 年（22件）より大きく減少した。これは新型コロナ（COVID-19）

の感染拡大による渡航制限等が影響したと考えられ、2021年からあらためて

国のバックアップを含めた活発な普及促進に関する取組が進められ、浄化槽

が海外の水環境改善・保全に貢献することが期待される。 

３．３ 2021(令和３)年度調査 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

①浄化槽全出荷基数に占める環境配慮型の割合は下表のとおりであった。環境

配慮型が占める割合は、性能要件が改定され消費電力基準が厳しくなった

2019年度に減少し、2020 年度に 2018 年度以前に近づくまで増加した。各社

が新たな性能要件に対応したことが分かる。また、5～50人槽では 90％以上

が環境配慮型となっているが、51人槽以上は環境配慮型が占める割合が小さ

く、要因について考察した。今後も、省エネ化をコンセプトとした浄化槽や

ブロワ等の開発が必要と考えられた。 

全出荷基数中に環境配慮型浄化槽が占める割合 

人槽範囲 
2017年度 

（通年） 

2018 年度 

（通年） 

2019 年度 

(通年) 

2020 年度 

(通年) 

2021 年度 

（上半期） 

5～10人槽 99.9％ 99.5％ 94.3％ 98.0％ 99.4％ 

11～50人槽 76.6％ 74.3％ 73.8％ 91.3％ 96.2％ 

51 人槽以上 33.8％ 26.0％ 16.5％ 19.0％ 21.0％ 

全人槽 97.5％ 97.0％ 92.3％ 96.8％ 98.5％ 

 

（２）浄化槽の地球温暖化ガス排出量調査 

①2020年度の浄化槽分野における温室効果ガス排出量に関し、過年度調査と同

様に、排出量算定モデルを規模別・処理方式別に設定し、出荷数の加重平均

として、浄化槽の製造から使用における各段階別に分け排出量を算出し、過

年度調査値と合わせ整理した。2020 年度の一基当たりの温室効果ガス排出量

は、対 2013 年度比 84％、対 1990 年度比は平均人槽の小型化があるものの

42％となった。一人槽当たりの温室効果ガス排出量は、対 2013 年度比 89％、

対 1990年度比では 78％となった。 

②現状までの温室効果ガス排出量の減少傾向の延長線上から、2030 年度の排出

量は、2013年度比で、5～10人槽が 62％、11～50人槽が 82％、51人槽以上

が 76％となり、2030 年度目標の削減率 46％に対して未達となる試算結果と

なった。目標達成には更なる削減施策に向けた開発等が必要と考えられた。 

（３）浄化槽システムの脱炭素化に向けた検討 

①浄化槽の脱炭素化に向けた技術の進捗について、過年度報告の内容を含め、

再度、整理・検討しまとめた。 

②槽のコンパクト化が寄与する温室効果ガスの削減は、単独転換を目標とした

コンパクト化が小型浄化槽を中心に早い段階で進められ、1990 年度比として

2011年度には、5～10人槽が 32.2％削減、11～50人槽が 24.0％削減、51 人

槽以上が 5.9％削減となった。2020 年では、5～10人槽が 43.9％削減、11～

50人槽が 30.7％削減、51人槽以上が 20.9％削減となった。 

③共同浄化槽の設置は、その設置条件にもよるが消費電力量の比較から脱炭素
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化に資することが示された。51 人以上よりも 11～50 人槽を適用する方が脱

炭素化の効果が大きく、管路が長くなり原水ポンプが設置される場合は脱炭

素化効果が低下することが示された。消費電力量以外にも脱炭素化が見込ま

れる要素があり、共同浄化槽の普及促進のために更なる調査検討が必要と考

えられた。 

④浄化槽に用いる機器の省エネ化方法について、過年度調査内容を含め再整理

しまとめた。新たに、太陽光などの再生エネルギー電力を想定し、高効率直

流モータについてまとめた。また、流量調整用ポンプの稼働時間が長く能力

が過剰となることに着目し、インバータ制御による電力量削減率を試算し、

最大で 64％の削減となった。 

⑤間欠ばっ気運転の知見、製品事例および課題について整理した。既設浄化槽

に関しては、低負荷時の過ばっ気対策として用いることが考えられるが、

様々な処理方式がある中で確立した技術ではないため実施が難しい。また、

浄化槽認定上の仕様から外れると解釈すると、制度上許容できる調整範囲と

して明確に示されていない内容は実施が難しい。また、浄化槽開発時の性能

評価試験は 100％負荷を前提としたものであり、低負荷時の調整の自由度を

含めて試験で確認することが難しいと考えられる。一方で、世帯人口が減少

傾向であることから、間欠ばっ気による過ばっ気対策と脱炭素化ができれば

よいとの期待はあるため、革新的な施策となるよう検討が必要である。 

⑥その他の技術として、浄化槽に太陽光等の再生可能エネルギーを取り入れる

方法と CO2削減の試算を示した。また、脱炭素化に向け電力会社のエネルギ

ー構成比が変化していくことや、革新的な技術として期待されるＣＣＵＳ技

術、浄化槽分野においては新たに炭化装置によるカーボンネガティブの可能

性をまとめた。様々な分野の脱炭素化が進められた 2050 年カーボンニュー

トラルを想定し、浄化槽の温室効果ガス排出量を様々な仮定を含め試算した。 

（４）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

①2021年に海外に設置された浄化槽について、(一社)浄化槽システム協会会員

16社に調査を行った。2021年は18ヶ国に小型浄化槽(50人槽以下)7,073基、

中大型浄化槽(51 人槽以上)367 基、合計で 7,440基が設置された。2020年以

前以前の実績も加えると 51ヶ国で小型浄化槽 43,026基、中大型浄化槽 1,669

基、合計で 44,695 基が設置された。2020 年は新型コロナ(COVID-19)の影響

もあり減少したが、現地法人や代理店等の尽力により一程度の基数は確保さ

れた。2021年には回復傾向となり、未だ厳しい状況が続いているが、今後に

期待が持てる結果となった。なお、これまでに最も多く設置された国は中国

で、次がオーストラリア、さらにアメリカ、ベトナム、ミャンマー等に多く

設置されており、2021 年の海外設置による輸出・輸送・施工の総額はおよそ

23～46億円と推定された。 

②2021 年に海外で(一社)浄化槽システム協会会員 16 社が行った普及促進に関

する取組（FS 調査や開催あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展示

会など）について、時期及び内容を調査し表に整理した。 
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４．検討会の設置 

４．１ 実施計画の作成 

以下の項目を含め、実施計画を作成した。 

     ・過年度調査結果の取りまとめと今年度の課題 

     ・検討会のメンバー 

     ・開催時期と各開催回における検討項目 

     ・検討会資料の準備計画（資料収集内容、資料作成計画） 

４．２ 検討会資料の作成 

    実施計画に基づき、検討会資料を作成した。資料は検討会の開催ごとに、議論 

   の内容を踏まえて更新した。 

４．３ 検討会の実施 

    実施計画に基づき検討会（Web併用）を実施した。 

（１）検討会のメンバー 

浄化槽に係る学識経験者、浄化槽技術開発の従事者、浄化槽の低炭素化技術の

専門家等 10名（別添１）を委員とする検討会を設置した。 

（２）開催回数及び開催場所 

検討会は計２回、ＡＰ浜松町にて開催した。 

（３）検討内容 

検討会では主に以下の内容を確認し、課題を抽出するとともに解決策を検討し

た。 

   １）第１回検討会 

・実施計画の妥当性 

・各調査検討項目における業務の進め方、取りまとめ方 

・資料の妥当性、整合性 

・その他関連事項 

２）第２回検討会 

・資料の妥当性、整合性 

・報告書の妥当性、整合性、取りまとめ方 

・その他関連事項 

（４）検討結果の取りまとめ 

各回において議事録をとり、意見等を資料へ反映した。 

（５）ワーキンググループの設置 

検討会を補佐する目的で、当協会の技術委員及び技術推進部会委員から浄化槽

技術開発の従事者 10 名（別添２）をワーキンググループの委員として選任し、

情報の収集及び整理を行った。ワーキンググループによる会議（Web 併用）は計

４回開催し、検討会の内容と整合しながら進めた。 
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別添１ 検討会のメンバー及び開催日時・場所 

 

 「委  員」   

   委  員  長：小川 浩 

常葉大学名誉教授 

    委   員：蛯江 美孝 

国立研究開発法人国立環境研究所  

資源循環領域 主幹研究員、企画部国際室 室長 

委   員：古市 昌浩 

       公益財団法人日本環境整備教育センター  

調査研究グループリーダー 

    委   員：山崎 宏史 

           東洋大学 理工学部都市環境デザイン学科 教授 

    委   員：足立 清和 

           アムズ㈱ 執行役員技術推進部 部長 

委   員：市成 剛 

フジクリーン工業㈱ 執行役員 水環境研究所長 

    委   員：岩橋 正修 

           ㈱クボタ 滋賀工場生産管理調達課 担当部長 

委   員：高橋 亘 

           ㈱ダイキアクシス 開発部開発一課 課長 

委   員：塚本 幸二 

㈱ハウステック 環境ビジネスユニット設計担当 主任技師  

    委   員：和田 吉弘 

           ニッコー㈱ 技術開発部長     

     

   事 務 局：岡山 健二（一般社団法人浄化槽システム協会専務理事） 

酒谷 孝宏（一般社団法人浄化槽システム協会常務理事）     

 

「開催日時」  第１回：2022年 12月 21日（水） 14:30～17:00                       

           第２回：2023年 3 月 13日（月） 14:00～17:00                            

 

 「開催場所」  第１回：ＡＰ浜松町 Ｅルーム（Web併用） 

第２回：ＡＰ浜松町 Ｅルーム（Web 併用）  
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別添２ ワーキンググループのメンバー及び開催日時・場所 

 

 「委  員」 

 委 員 長：足立 清和 

           アムズ㈱ 執行役員技術推進部 部長     

委   員：青木 道規 

           前澤化成工業㈱ 水環境部 営業技術課長 

委   員：明壁 典夫 

             大栄産業㈱ 浄化槽グループ リーダー 

    委   員：岩橋 正修 

           ㈱クボタ 滋賀工場生産管理調達課 担当部長 

委   員：敷島 哲也 

           藤吉工業㈱ 本社事業本部 設計課 専任部長 

    委   員：高橋 亘 

           ㈱ダイキアクシス 開発部開発一課 課長 

委   員：塚本 幸二 

           ㈱ハウステック 環境ビジネスユニット設計担当 主任技師 

    委   員：中村 智明 

      ㈱西原ネオ 技術統括部 部長         

委   員：山田 光之 

フジクリーン工業㈱ 第一開発部 次長 

      委   員：和田 吉弘 

             ニッコー㈱ 技術開発部長 

 

    事 務 局：岡山 健二（一般社団法人浄化槽システム協会専務理事） 

酒谷 孝宏（一般社団法人浄化槽システム協会常務理事）  

 

「開催日時」  第１回：2022年 12月 21 日（水） 14:30～17:00                      

           第２回：2023年 1 月 20日（金） 14:00～16:50 

          第３回：2023年 2 月 20日（月） 13:30～16:45   

          第４回：2023年 3 月 13 日（月） 14:00～17:00              

                       

 「開催場所」  第１回：ＡＰ浜松町 Ｅルーム（Web併用） 

第２回：ＡＰ浜松町 Ｃルーム（Web併用） 

第３回：ＡＰ浜松町 Ｃルーム（Web併用）  

第４回：ＡＰ浜松町 Ｅルーム（Web併用） 

 

   ※第３回、４回ワーキンググループ会合は環境省担当官との打合せを兼ねて開催 

した。 
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５．実施スケジュール 

  本業務は 2022(令和４)年 11月 21日から 2023(令和５)年３月 24 日まで、下記のス

ケジュールに基づき実施した。 

 

項    目 R4/11 12 R5/1 2 3 

３．１ 浄化槽システムの環境負荷低減に

関する調査 
     

３．２ 浄化槽整備による地域の水質改善

効果及び生活環境保全上のメリッ

ト等に関する調査 

     

３．３（１）浄化槽の海外展開に関する 

調査 
     

３．３（２）浄化槽関連企業による海外向

け普及促進の取組に関する調

査 

     

打合せ（環境省担当官）  ①   ② ③ 

検討会   ①    ② 

報告書の作成      
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5～50人槽 
告示区分

BOD20 BOD10
人槽 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数

５　人 4 32 0 35,324 2,563 37,923
７　人 0 31 0 8,739 1,076 9,846

 10  人 0 6 0 1,919 122 2,047
合  計 4 69 0 45,982 3,761 49,816

11～20人 9 2 0 1,131 12 1,154
21～30人 1 0 0 902 21 924
31～50人 4 0 0 754 12 770
合  計 14 2 0 2,787 45 2,848
合   計 18 71 0 48,769 3,806 52,664

性能評価型
合   計第１－１ 第１－２ 第１－３

51人槽以上
告示区分 第6 第7・8 第9・10・11

BOD20 BOD10 N･P除去 BOD20 BOD10
人槽 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数

 51～100 人 1 0 0 314 10 325

101～150 人 0 0 0 101 2 103

151～200 人 0 0 0 43 2 45

201～250 人 0 0 0 21 2 23

251～500 人 0 0 0 37 14 51

 501人以上 0 0 0 5 4 9

合  計 1 0 0 521 34 556

性能評価型
合　　計

人槽 5～10人 11～50人 51人以上 合計
10社合計 49,441 2,795 549 52,785
全社合計 49,816 2,848 556 53,220
10社の割合 99.2% 98.1% 98.7% 99.2%

Ⅱ．浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査     

１．調査対象データについて 

   現状における浄化槽システムの脱炭素社会への対応状況を把握するため、2021(令和

３)年度下半期及び 2022(令和４)年度上半期の環境配慮型浄化槽の出荷基数調査を行っ

た。調査は、(一社)浄化槽システム協会員 16 社のうち、出荷基数が比較的多い 10社（ワ

ーキンググループのメンバー会社）を対象とし、全ての処理対象人員の規模（5～10人

槽、11～50 人槽、51 人槽以上）について行った。なお、(一社)浄化槽システム協会員

会社の浄化槽出荷基数は国内ではほぼ 100％のシェアを占めている。 

環境配慮型浄化槽以外も含めた 16 社の 2021 年度下半期及び 2022 年度上半期の全出

荷基数と、これに対する調査対象 10 社の出荷割合を表１．１及び表１．２に示す。10

社の出荷割合は、2021 年度下半期および 2022年度上半期で 99％程度と高い割合を占め

たため、10 社のデータをモデルとして今回まとめた。 
 

表１．１ 2021(令和３)年度下半期浄化槽出荷基数（基） 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出荷基数は(一社)浄化槽システム協会員 16社の総計 

参考：調査対象 10社の出荷基数(基)と 16社の出荷基数 

に対する割合(2021年度下半期） 
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5～50人槽 
告示区分

BOD20 BOD10
人槽 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数

５　人 3 38 0 37,243 2,261 39,545
７　人 0 32 0 9,101 922 10,055

 10  人 0 1 0 1,893 82 1,976
小  計 3 71 0 48,237 3,265 51,576

11～20人 6 1 0 1,076 22 1,105
21～30人 5 0 0 915 32 952
31～50人 2 0 0 817 8 827
小  計 13 1 0 2,808 62 2,884
合   計 16 72 0 51,045 3,327 54,460

合   計第１－１ 第１－２ 第１－３
性能評価型

51人槽以上
告示区分 第6 第7・8 第9・10・11

BOD20 BOD10 N･P除去 BOD20 BOD10
人槽 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数 出荷基数

 51～100 人 0 0 0 320 10 330

101～150 人 0 0 0 77 9 86

151～200 人 0 0 0 42 2 44

201～250 人 0 0 0 16 2 18

251～500 人 0 0 1 37 12 50

 501人以上 0 0 0 7 2 9

合  計 0 0 1 499 37 537

性能評価型
合　　計

人槽 5～10人 11～50人 51人以上 合計
10社合計 51,182 2,829 526 54,537
全社合計 51,576 2,884 537 54,997
10社の割合 99.2% 98.1% 98.0% 99.2%

表１．２ 2022(令和４)年度上半期出荷基数（基） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出荷基数は(一社)浄化槽システム協会員 16社の総計 

参考：調査対象 10社の出荷基数(基)と 16社の出荷基数 

に対する割合(2022年度上半期） 

 

 

 

 

 

 

２．環境配慮型浄化槽の性能要件 

2017、2018 年度に実施された環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業の性能

要件について、図２．１に示す。また、2019 年度に改定され現在実施されている同事

業の性能要件について、表２．１に示す。 

2023 年３月現在、(一社)浄化槽システム協会のホームページに掲載されている環境 

配慮型浄化槽に適合する各メーカの浄化槽（5～10 人槽及び 11～50 人槽）について表

２．２にまとめた。なお、51 人槽以上は処理対象人員や建築用途ごとに適用される機

器の仕様が異なり適合機種として掲載ができないため、一覧表から除外した。 
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《環境配慮型浄化槽の性能要件》

表１　消費電力基準（通常型、BOD10mg/L以下、リン除去型）
消費電力〔Ｗ〕 消費電力〔Ｗ〕 消費電力〔Ｗ〕

（通常型） （BOD10mg/L以下） （リン除去型）
5 47 58 92
7 67 83 100

n（10人槽以上） n×8.7＋5 n×10.8＋5 n×16＋14

ア
イ

表２　浄化槽本体の大きさの基準

人槽〔人〕 総容量〔ｍ3〕
5 2.2
7 3.1

n（10人槽以上） n×0.45
ウ 　ディスポーザ対応浄化槽であること。
エ

人槽〔人〕

　浄化槽の消費電力が表１の消費電力よりもさらに10％以上低減されていること。
　浄化槽本体の大きさがコンパクト化されており、表２の総容量の基準を満たすこと。

　プラスチックを主材料とする浄化槽であって、製品全体の構成部品に含まれるプラスチッ
クの全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25％
以上、プレコンシューマ材料の場合は50％以上であること。ただし、再生プラスチックにポ
ストコンシューマ材料とプレコンシューマ材料を併せて使用する場合は、以下の式による。

　浄化槽の消費電力が表１の消費電力基準以下であり、かつ次の基準項目ア～エのいずれか１つ
以上の要件を満たすこと。

            

         
  

 

 
   
             

         
         

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考：環境配慮型浄化槽で消費電力の算定対象とする機器類》 

ブロワ：ばっ気ブロワ、流調ブロワ、逆洗用ブロワ 

ポンプ：流調ポンプ、循環ポンプ、逆洗ポンプ、消泡ポンプ、吸引ポンプ、薬注ポンプ 

スクリーン：自動微細目スクリーン、自動荒目スクリーン 

その他：攪拌機、破砕機、エジェクター、リン除去装置、電磁弁、電動弁など 

 

※消費電力の算定にあたっては稼働時間を考慮するものとし、一般的にオプショ

ンとされる原水ポンプや放流ポンプなどの機器類は除く。 

 

図２．１ 2017、2018年度の環境配慮型浄化槽の性能要件（抜粋）と消費電力の算定 

対象とする機器類 
 

 

表２．１ 2019年度以降の環境配慮型浄化槽の性能要件 

人槽［人］ 
消費電力［W］ 

（通常型） 

消費電力［W］ 

（BOD10mg/L 以下） 

消費電力［W］ 

（リン除去型） 

5 39 53 83 

7 55 75 90 

ｎ(10 人槽以上) ｎ×7.5 ｎ×10.2 ｎ×15.7 
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環境配慮型浄化槽　適合機種一覧表（通常型：BOD15又は20mg/L 以下）

BOD T-N T-P
CXP 20 － － 5,7,10
CXN2 20 20 － 5,7,10
AXZⅡ 20 20 － 5,7,10
CXU2 20 － － 14,18,21,25,30,35,40,45,50
BMM 20 － － 15,18,21,25,30,35,40,45,50
AXN 20 20 － 12,14,15,16,18,20,21,25,28,30,32,35,40,42,45,50

HS-Ⅱ 20 － － 5,7
KJ 20 20 － 5,7
KZ 20 20 － 5,7

KZⅡ 20 20 － 5,7,10
HCZ 20 20 － 12,14,15,16,18,20,21,25,28,30,32,35,40,42,45,50

SGCXⅡ 15 20 － 5,7
SGJ-A 20 20 － 5,7
SGCN 20 20 － 10,25,35,40,42
FCE 20 20 － 5,7,10
FCH 20 20 － 5,7,10

FCX-C 20 20 － 12,14,15,16,18,20,21,25,28,30,33,35,38,40,42,45,48,50
FCX-T 20 20 － 33,35,38,40,42,45,48,50
XE 20 20 － 5,7,10
XH 20 20 － 5,7,10
DSJ 15 20 － 5,7
DCX 20 20 － 12,14,16,18,20,21,25,30,35,40,42,45,50
CNZ 20 20 － 5,7

CNZⅡ 20 20 － 5,7,10
NCN-A 20 20 － 14,18,21,25,30,35,40,45,50
NCN-B 20 20 － 35,40,45,50

水創り王 20 20 － 5,7,10
NSE 15 20 － 14,30,35,40,45,50

KTG-S 15 20 － 5,7
KGRN 20 20 － 5,7,10,14,18,21,25,30,35,40,42,45,50
KRS-A 20 20 － 5,7
KRS-B 20 20 － 5,7
CA 20 20 － 5,7,10,14,18,20,21
CV 20 20 － 12,14,16,18,20,21,25,28,30,35,40,42,45,50
CE 20 20 － 25,28,30

CSLⅡ 20 － － 35,40,45,50
藤吉工業㈱ FCD-X 20 20 － 14,18,20,21,25,30,35,40,45,50
前澤化成工業㈱ VZL 20 － － 14,18,21,25,30,35,40,45,50

環境配慮型浄化槽　適合機種一覧表（BOD10mg/L 以下）

BOD T-N T-P
CXF 10 10 － 5,7,10
CXA 10 10 － 12,14,18,24,27

㈱クボタ KXF 10 10 － 5,7,10
FDR 10 10 － 5,7,10

FDNⅣ 10 10 － 14,18,21,25,28,30,35,40,45,50
㈱ダイキアクシス XC 10 10 － 5,7,10

MCB2α 10 10 － 5,7,10
MCB-b 10 10 － 14,18,21,25,28
MCB-c 10 10 － 30,35,40,45,50
MCB-d 10 10 － 14,18,21,25,28,30,35,40,45,50

浄化王NEXT 10 20 － 5,7
浄化王 10 20 － 5,7,10

浄化王χ 10 10 － 5,7,10,18
㈱ハウステック KBR1 10 10 － 5,7,10

CEN 10 10 － 5,7,10,12,14,18,20,21
CEND 10 10 － 5

CENeco 10 10 － 5,7,10
CENDeco 10 10 － 5
CENⅠ 10 10 － 25,28,30,35,40,45,50
CENⅡ 10 10 － 25,28,30,35,40,45,50

環境配慮型浄化槽　適合機種一覧表（りん除去型）

BOD T-N T-P
大栄産業㈱ FDP 10 10 1 5,7,10
㈱ダイキアクシス XF 10 10 1 5,7,10

CRX 10 10 1 14,18,21,25,30,35,40,45,50
CRXⅡ 10 10 1 5,7,10

フジクリーン工業㈱

処理水質値(mg/L)
人槽(人)

アムズ㈱

㈱クボタ

メーカー名 機種名

積水ホームテクノ㈱

㈱ダイキアクシス

㈱西原ネオ

大栄産業㈱

㈱アールエコ

㈱ハウステック

ニッコー㈱

メーカー名 機種名
処理水質値(mg/L)

人槽(人)

フジクリーン工業㈱

処理水質値(mg/L)
人槽(人)

大栄産業㈱

フジクリーン工業㈱

メーカー名 機種名

㈱西原ネオ

ニッコー㈱

アムズ㈱

表２．２ 環境配慮型浄化槽の適合機種一覧（2023年３月現在） 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社)

5～10
(計)

48,887 2,081 170 51,138 51,448 99.4%

99.7%

98.4%

99.9%

5

7

10

37,046

9,952

1,889

1,440

542

99

環境配慮型出荷基数 10社：基 

95

62

13

38,581

10,556

2,001

38,712

10,733

2,003

環境配慮型の

出荷割合   人槽(人)

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

5～10
(計)

47,442 1,821 210 49,473 49,572 99.8%

人槽(人)
環境配慮型出荷基数 10社：基 環境配慮型の

出荷割合   

5

7

10

36,214

9,199

2,029

1,282

451

88

125

60

25

37,621

9,710

2,142

37,625

9,782

2,165

100.0%

99.3%

98.9%

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

5～10
 計 

96,329 3,902 380 100,611 101,020 99.6%

10 3,918 187 38 4,143 4,168 99.4%

人槽(人)
環境配慮型出荷基数 10社：基 環境配慮型の

出荷割合   

5 73,260 2,722 220 76,202 76,337 99.8%

7 19,151 993 122 20,266 20,515 98.8%

３．環境配慮型浄化槽の出荷基数 

３．１ 5～10人槽 

（１）環境配慮型浄化槽出荷基数と出荷割合 

調査 10 社の環境配慮型浄化槽出荷基数および全出荷基数に占める環境配慮

型の割合を表３．１～３．４に示す。 

 

表３．１ 2021年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2021年度上半期のデータは令和３年度次世代浄化槽システムに関する調査 

検討業務報告書による。 

 

表３．２ 2021年度下半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．３ 2021年度通年の環境配慮型浄化槽出荷基数 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社)

5～10
(計)

49,265 1,721 95 51,081 51,182 99.8%

人槽(人)
環境配慮型の

出荷割合   

環境配慮型出荷基数 10社：基 

56

33

6

39,237

9,881

1,963

39,238

9,981

1,963

100.0%

99.0%

100.0%

5

7

10

37,953

9,434

1,878

1,228

414

79

表３．４ 2022年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境配慮型出荷割合まとめ 

     表３．１～３．４より出荷基数中に環境配慮型が占める割合について整理し、

表３．５に示す。 

 

表３．５ 出荷基数中に環境配慮型が占める割合（5～10人槽：％） 

年度 

人槽 

2018 2019 2020 2021 2022 

通年 通年 通年 通年 上半期 

5人槽  99.6  93.1  98.4 99.8 100.0  

7人槽  99.3  97.5  97.3 98.8 99.0  

10人槽  99.7  98.8  95.6 99.4 100.0 

5～10人槽  99.5  94.3  98.0 99.6 99.8  

※2018～2020年度のデータは令和元年度～３年度の次世代浄化槽システムに関す 

る調査検討業務報告書より抜粋。 

 

     表３．５より、2018 年度は出荷基数中の 99％以上が環境配慮型となってい

た。また、2019 年度は性能要件が改定され消費電力基準が厳しくなった影響

で、94.3％とやや環境配慮型が占める割合は減少したが、2020 年度には 98.0％

と増加し、2021 年度以降は 99％以上となった。各社が環境配慮型への対応を

迅速に図ったものと考えられる。 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社)

環境配慮型出荷基数 10社：基 環境配慮型の

出荷割合   

1,090 93.3%

935 96.9%

693 99.9%

2,718 96.2%

680

2,571

1,017

21～30 13 1 906

人槽(人)

11～20

892

999 16 2

692

11～50
(計)

39 5 2,615

31～50 10 2

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

26 11

6 3

14 5

人槽(人)

11～20 1,003 6 3 1,012 89.6%

910 94.4%

環境配慮型出荷基数 10社：基 

21～30 840 859

環境配慮型の

出荷割合   

1,130

31～50 745 754

11～50
(計)

2,588 2,625

755 99.9%

2,795 93.9%

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

11～50
 計 

5,159 65 16 5,240 5,513 95.0%

21～30 1,732 27 6 1,765 1,845 95.7%

31～50 1,425 16 5

人槽 人 
環境配慮型出荷基数 10社：基 環境配慮型の

出荷割合   

11～20 2,002 22 5 2,029 2,220 91.4%

1,448 99.9%1,446

３．２ 11～50人槽 

（１）環境配慮型浄化槽出荷基数と出荷割合 

調査 10 社の環境配慮型浄化槽出荷基数および全出荷基数に占める環境配慮

型の割合を表３．６～３．９に示す。 

 

表３．６ 2021年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2021年度上半期のデータは令和３年度次世代浄化槽システムに関する調査 

検討業務報告書による。 

 

表３．７ 2021年度下半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．８ 2021年度通年の環境配慮型浄化槽出荷基数 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社)

786

11～50
(計)

44 10 2,700

31～50 6 3

1,003

21～30 21 5 911

人槽(人)

11～20

885

984 17 2

777

2,646

環境配慮型の

出荷割合   

1,084 92.5%

934 97.5%

811 96.9%

2,829 95.4%

環境配慮型出荷基数 10社：基 
表３．９ 2022年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境配慮型出荷割合まとめ 

     表３．６～３．９より出荷基数中に環境配慮型が占める割合について整理し、

表３．１０に示す。 

 

表３．１０ 出荷基数中に環境配慮型が占める割合（11～50人槽：％） 

年度 

人槽 

2018 2019 2020 2021 2022 

通年 通年 通年 通年 上半期 

11～20人槽 47.2  50.5  85.3 91.4  92.5 

21～30人槽 83.6  82.0  93.2 95.7  97.5 

31～50人槽 99.6  97.2  98.1 99.9  96.9 

11～50人槽 74.3  73.8  91.3 95.0  95.4 

※2018～2020年度のデータは令和元年度～３年度の次世代浄化槽システムに関す 

る調査検討業務報告書より抜粋 

 

    表３．１０より、11～50人槽では 2019年度まで環境配慮型が占める割合は 70

数％となっていたが、2020 年度は 91.3％、2021年度以降は 95％程度と環境配慮

型が占める割合が大きく増加しており、各社が戸建住宅より規模の大きな建築用

途向けの浄化槽で省エネ化を図ったことがわかる。この要因として、浄化槽（水

深の浅い浄化槽等）の開発により、50 人槽以下で電磁式ブロワの適用が可能と

なったことが挙げられる。 
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 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

環境配慮型の
出荷割合   

11.9%

20.0%

34.0%

27.8%

63.0%

25.0%

21.0%

環境配慮型出荷基数 10社：基 

293

75

50

18

46

8

490

35

0 0 17

27

1

17

4

151～200

99

15

35

101～150 0 0 15

人槽(人)

51～100 0 0

201～250 0 1 5

103
51以上
(計)

0 4

29

501～ 0 1 2

251～500 0 2

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

1 0

6 6

1 2

2 4

0

人槽(人)

51～100 39 1 0 40

101～150 33 33

環境配慮型出荷基数 10社：基 環境配慮型の
出荷割合   

318 12.6%

103 32.0%0

51以上
(計)

113 125

9 100.0%

549 22.8%

51 54.9%251～500 22 28

501～ 6 9

151～200 7 8

201～250 6 7

1 0 45 17.8%

23 30.4%

３．３ 51人槽以上 

（１）環境配慮型浄化槽出荷基数と出荷割合 

調査 10 社の環境配慮型浄化槽出荷基数および全出荷基数に占める環境配慮

型の割合を表３．１１～３．１４に示す。 
 

表３．１１ 2021年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2021年度上半期のデータは令和３年度次世代浄化槽システムに関する調査 

検討業務報告書による。 
 

表３．１２ 2021年度下半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 20 - 

 

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

51以上
 計 

212 6 10 228 1,039 21.9%

3 11

251～500 49 2 6 57

101～150 48 0 0 48

人槽 人 
環境配慮型出荷基数 10社：基 

24 1 0 25

501以上

27.0%

151～200

7 1

環境配慮型の
出荷割合   

51～100 74 1 0 75 611 12.3%

17 64.7%

95 26.3%

201～250 10 1 1 12 41 29.3%

97 58.8%

178

 出荷基数
BOD20 BOD10 リ 除去 合計 (10社：基)

201～250 1 0 8

93
51以上
(計)

2 1

14

501～ 0 0 2

251～500 1 0

101～150 0 1 27

人槽(人)

51～100 0 0

26

36

90

13

2

6

7

151～200

環境配慮型の
出荷割合   

11.2%

31.4%

13.6%

50.0%

28.0%

22.2%

17.7%

環境配慮型出荷基数 10社：基 

321

86

44

16

50

9

526

36

0 0 6

表３．１３ 2021年度通年の環境配慮型浄化槽出荷基数 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．１４ 2022年度上半期の環境配慮型浄化槽出荷基数 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境配慮型出荷割合まとめ 

     表３．１１～３．１４より出荷基数中に環境配慮型が占める割合について整

理し、表３．１５に示す。 

表３．１５より、5～50人槽より環境配慮型が占める割合はかなり低い。 

また、2018年度に比べて2019年度以降は環境配慮型が占める割合が減少し、 

その後も大きな変化はない。これは、性能要件が改定され消費電力基準が厳し

くなった影響と、51人槽以上ではブロワ以外の機器類による電力消費量が多い

こと、必ずしも省エネ優先で浄化槽が選定されていないこと等が原因と考えら

れる。今後、さらなる脱炭素化を図るためには、ブロワおよびそれ以外の機器

を含めた省エネ型の浄化槽開発が望まれる。例えば、50 人槽以下のケースのよ

うに、電磁式ブロワの適用が可能になれば脱炭素化に寄与すると考えられる。 
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表３．１５ 出荷基数中に環境配慮型が占める割合（51人槽以上：％） 

年度 

人槽 

2018 2019 2020 2021 2022 

通年 通年 通年 通年 上半期 

51～100人槽  18.2   11.0  11.8 12.3  11.2 

101～150人槽 26.7  21.6  24.8 27.0  31.4 

151～200人槽 33.9  23.1  23.3 26.3  13.6 

201～250人槽 45.3 23.6 22.2 29.3 50.0 

251～500人槽 67.7 28.2 47.3 58.8 28.0 

501人槽以上 38.9 63.2 38.5 64.7 22.2 

51人槽以上  26.0   16.5  19.0 21.9  17.7 

※2018～2020年度のデータは令和元年度～３年度の次世代浄化槽システムに関す 

る調査検討業務報告書より抜粋 
    

４．環境配慮型浄化槽の出荷調査結果（2018～2022年度上半期） 

表４．１に 2018 年度から 2022年度上半期までに出荷された浄化槽の出荷基数中

に環境配慮型浄化槽が占める割合を整理して示す。 

 

表４．１ 出荷基数中に環境配慮型が占める割合（％） 

年度 

人槽 

2018 2019 2020 2021 2022 

通年 通年 通年 通年 上半期 

5人槽  99.6  93.1  98.4  99.8  100.0  

7人槽  99.3  97.5  97.3  98.8  99.0  

10人槽  99.7  98.8  95.6  99.4  100.0  

5～10人槽  99.5  94.3  98.0  99.6  99.8  
      

11～20人槽 47.2  50.5  85.3  91.4  92.5  

21～30人槽 83.6  82.0  93.2  95.7  97.5  

31～50人槽 99.6  97.2  98.1  99.9  96.9  

11～50人槽 74.3  73.8  91.3  95.0  95.4  
      

51～100人槽  18.2   11.0  11.8  12.3  11.2  

101～150人槽 26.7  21.6  24.8  27.0  31.4  

151～200人槽 33.9  23.1  23.3  26.3  13.6  

201～250人槽 45.3 23.6 22.2  29.3  50.0 

251～500人槽 67.7 28.2 47.3  58.8  28.0 

501人槽以上 38.9 63.2 38.5  64.7  22.2 

51人槽以上  26.0   16.5  19.0  21.9  17.7  
      

全人槽 97.0 92.3 96.8 98.6 98.8 

 

表４．１の全人槽のデータが示すように、環境配慮型が占める割合は性能要件が

改定された 2019 年度に減少し、2020 年度に 2018 年度程度となり、以降増加の以

降にある。また、5～50 人槽では 90％以上が環境配慮型となっているが、51 人槽

以上は環境配慮型が占める割合が低く、ブロワおよびそれ以外の機器を含めた省エ

ネ型の浄化槽開発（電磁式ブロワの適用含む）が望まれる。 
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基数割合 人槽割合 基数割合 人槽割合 基数割合 人槽割合 基数割合 人槽割合 基数割合 人槽割合
5～10人 99.5% 99.5% 94.3% 94.8% 98.0% 97.9% 99.6% 99.5% 99.8% 99.8%
11～50人 74.3% 82.2% 73.8% 81.1% 91.3% 93.1% 95.0% 96.2% 95.4% 96.1%
51人以上 26.0% 35.2% 16.5% 23.3% 19.0% 25.6% 21.9% 32.0% 17.7% 21.4%

全人槽 97.0% 84.2% 92.3% 79.8% 96.8% 83.9% 98.6% 88.2% 98.8% 86.7%

2022年度（上半期）
人槽範囲

2018年度（通年） 2019年度（通年） 2020年度（通年） 2021年度（通年）

《参考１》 

   参考として、表４．１を元に、出荷基数に人槽を乗じて各人槽範囲の総人槽を算

出し、全出荷浄化槽に対する割合を試算した結果を表４．２に示す。 

 

表４．２ 全出荷浄化槽中の環境配慮型が占める割合 

 

 

 

 

 
※算出にあたり、11～20 人槽など範囲表記の箇所は中央値（11～20 人槽の場合 15 人槽）

で総人槽を算出した。なお、501 人槽以上は 750人槽として試算した。 

 

   表４．２から、環境配慮型が占める人槽割合は、全人槽では 2018年度に 84.2 

    ％となっていたが、性能要件が改定され消費電力基準が厳しくなった 2019 年度に

は 79％に減少し、2020年度には 2018 年と同程度まで増加した。また、人槽範囲ご

とのデータでは、規模が大きくなるほど人槽割合は減少するが、基数割合より人槽

割合の方が高くなる傾向を示した。ただし、全人槽では基数割合に比べ人槽割合は

低く、10～13％程度の差が生じた。 

 

《参考２》 

   環境省では 2009 年度より浄化槽の省エネ化を目的とした低炭素社会対応型浄化

槽整備推進事業を（2009 年度はモデル事業として）開始し、2016 年度には環境配

慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業へとリニューアルして現在に至っている。   

各メーカは本事業に即した浄化槽の CO２削減に向けた製品開発に取り組み、特に小

規模浄化槽（50 人槽以下）で成果を得た。表４．３および図４．１に事業の要件

（消費電力基準値等）を満たす 5～10 人槽、11～50 人槽、51 人槽以上、全人槽の

出荷割合の推移を示す。 

 

表４．３ 出荷浄化槽中の低炭素社会対応型・環境配慮型が占める基数割合の推移 
年度 

2010 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 
人槽範囲 

5～10人槽  99.6% 99.2% 99.2% 93.4% 99.6% 99.9% 99.5% 94.3% 98.0% 99.6% 99.8% 

11～50人槽  82.7% － － 73.1% 85.5% 76.6% 74.3% 73.8% 91.3% 95.0% 95.4% 

51人槽以上  71.6% － － 25.9% 29.2% 33.8% 26.0% 16.5% 19.0% 21.9% 17.7% 

全人槽  98.3% － － 91.1% 97.8% 97.5% 97.0% 92.3% 96.8% 98.6% 98.8% 

          
       低炭素社会対応型     環境配慮型(その 1)          環境配慮型(その２) 

        「要件」         「要件」          「要件」 

       5人槽 52Ｗ以下      前掲 図２．１               前掲 表２．１ 

         7人槽 74Ｗ以下 

        10人槽 101Ｗ以下  

        11人槽以上 

         (人槽×9.6+4)Ｗ以下 

 
         注 1)2015 年度は低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業が継続されていたが、環境配慮 

型(その 1)の要件で調査したデータ。 

        注 2)2022年度は上半期のみのデータ。 
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年度 

注 1)2015年度は低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業が継続されていたが、 

環境配慮型(その 1)の要件で調査したデータ。 

注 2)2022年度は上半期のみのデータ。 

図４．１ 出荷浄化槽中の低炭素社会対応型・環境配慮型が占める基数割合の推移 

 

   図４．１から、2020年度以降に出荷された 50人槽以下の浄化槽は環境配慮型が 

占める割合が非常に高く、一方、51 人槽以上では環境配慮型が占める割合は低い。  

51 人槽以上で環境配慮型が占める割合が低い要因としては次のような点があげ

られる。 

   ①51 人槽以上では、ばっ気ブロワ以外の機器類も使用される（流調ブロワ、ポ 

ンプ、撹拌機など）。     

消費電力（Ｗ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
浄化槽の規模(人槽) 

図４．２ 浄化槽 (BOD20mg/L以下) の規模とばっ気ブロワの消費電力 
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浄化槽の規模(人槽) 

図４．３ 浄化槽(BOD20mg/L以下)の規模と使用機器の消費電力 

      

図４．２から、BOD20mg/L 以下の製品に使用されるばっ気ブロワの消費電力

は、ほぼ環境配慮型基準値以下となっている。一方、図４．３から、ばっ気ブ

ロワ以外の機器類も加えた消費電力は、環境配慮型基準値を超える場合が多い

（100人槽では全製品）。 

   ②51 人槽以上で使用される機器は、消費電力の観点からきめ細かい対応ができ   

    る仕様となっていない。 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．４ ブロワの吐出風量と消費電力の例 
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     例えば、図４．４から、51人槽以上の浄化槽（必要空気量 300L/分以上）で 

は、ブロワの消費電力は 0.4kW、0.75 kW、1.5kW、2.2 kW、3.7kW の製品が使 

用されており、それぞれのブロワの吐出風量の範囲は広い。したがって、浄化 

槽の必要空気量に対し、消費電力の観点から、きめ細かい対応ができる仕様と 

なっていない。ブロワ以外の機器についても同様に、消費電力の観点から、必 

ずしもきめ細かい対応ができる仕様となっていない。 

また、50人槽以下で省エネ化が図られた理由として、電磁式ブロワの適用 

が進んだことが挙げられるが、51人槽以上では 50人槽以下に比べ水深が深い 

などから、現状、電磁式ブロワが適用される浄化槽がない。 

   ③省エネ化を目的とした製品のイニシャルコストが高く受注できない。 

     間欠ばっ気方式や回分式、インバータによる回転制御等を組み込ん    

だ製品は機器類やセンサー、制御システム等にコストがかかり、浄化槽のイニ 

    シャルコストは高くなる。ランニングコストは有利でも、イニシャルコストが 

重視され、受注できないケースが多い。 

   ④51 人槽以上は 51人槽以下に比べ出荷基数が少なく、開発コストが回収できな 

いため投資ができない。 

 

   以上の点から、51 人槽以上で環境配慮型が占める割合が低いと考えられた。 
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Ⅲ．浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット等に関する

調査 

１．目的 

   浄化槽整備による地域の水質改善効果や生活環境保全上のメリット等に関する

事例調査及び検討を行い、住民や関係者に対して分かりやすく説明可能な資料とし

て取りまとめた。 

 ２．調査方法 

   水環境に関する行政や団体、有識者ならびに会員企業から、浄化槽整備による地

域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット等に関する事例について論文や

報告等を調査し収集した。 

３．取りまとめ方 

収集した事例について検討を行い、住民や関係者に対して分かりやすく説明可能 

な資料として取りまとめた。その際、根拠に基づく内容とし、また視覚的にも理解 

しやすい資料（写真や図表等を含む）となるようデザインを工夫した。 

 ４．結果 

   収集した事例について取りまとめたものを次ページ以降（P.27～75）に「浄化槽 

整備による地域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット等に関する調査事 

例集」として示す。 
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浄化槽は、人口密度の低い地域において効率的に整備できる分散型の生活排水処理施設であり、これまで地域の

生活基盤としての役割を果たしてきました。さらに、少子高齢化・人口減少等の社会情勢の変化等の社会的ニ ズを

踏まえると、その役割は一層高まるものと考えられます。 

 令和３年度の汚水処理人口普及率は、92.6  下水道 80.6 、農集排等と ミ  2.6 、浄化槽 9.4  となり、残り

933万人 7.4  が汚水処理未普及となっています。平成 12年度の汚水処理未普及人口が 3,610万人 28.6  であっ

たことを考えると、約 20年間で 21.2 が改善され、生活排水が適切に処理されるようになりました。 

その一方で、浄化槽の現状を見ると、令和３年度末時点においても、約 357万基の単独処理浄化槽が残存しており、

汚水処理未普及人口の半数以上が単独処理浄化槽の利用者であることから、政府目標である令和８年度末の汚水

処理施設整備の概成に向けては、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換 単独転換 の加速化が大きな課

題となっています。令和元年度の浄化槽法改正においては、既存単独処理浄化槽であって、そのまま放置すれば生

活環境の保 及び公衆衛生上 大な支障が生ずるおそれのある状態にあると認められる、特定既存単独処理浄化

槽に対する措置についても定められ、今後はより一層、地域住民に合併処理浄化槽への転換の必要性について、周

知する必要があります。 

本事例集では、浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保 上のメリ  等に関する調査事例や、取

り組み事例を取りまとめました。浄化槽整備がどのように水環境保 に役立てられているかということを知り、単独処

理浄化槽を合併処理浄化槽へ転換する意義について再認識するとともに、単独転換を含む浄化槽整備を検討、推進

する上での参考資 として本事例集をご活用いただければ幸いです。 
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各事例は下記のように取りまとめられています。リ  対象となっている部分を リ  することでリ  先へジャ  

し閲覧することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例集の見方 

事例番号 

タイ ル 

主体・著者など 

文章中のア ダ- イ 部分

は、Web または当該事例集

参考資 の対象先へ移動し

ます。 リ    
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本事例集で紹介している各事例を、下表に整理しています。タイ ルや事例概要および主体・著者を参考にして、事例 

を検索するときにご参照ください。 

 

 

事

例 
タイ ル 事例概要 主体・著者 頁 

1 

ダム湖集水域における高度処理浄

化槽整備の効果検証 相模湖・津久

井湖  

高度処理型浄化槽の整備が計画された相模原

市のモデル地区において、浄化槽の放流先であ

る排水路における水 水質を調査し、栄養塩類

等の汚濁負荷削減の効果を検証 

神奈川県環境科

学セ タ  
33 

2 

合併処理浄化槽の設置によるダム

湖上流河川の水質改善効果 神奈

川県河内川  

神奈川県河内川において、合併処理浄化槽が多

数整備された地域の上流と下流の水質を比較し

た調査事例 

神奈川県環境科

学セ タ  
35 

3 
単独処理浄化槽環境影響実態調査

 埼玉県内  

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換

による環境影響の調査と住民へのア ケ   

環境省 浄化槽

推進室・ (一社 )

埼玉県環境検査

研究協会 

37 

4 
浄化槽の整備による周辺水環境の

水質改善 姶良市内   

モデル地区において合併処理浄化槽の普及によ

る用水路の水質改善の検証 

 公財 鹿児島県

環境保 協会 
39 

5 
富田林市における汚水処理の取り

組み ～浄化槽ＰＦＩ事業～ 

PFI 事業等により設置した浄化槽の放流水質や

河川の水質の調査事例 
大阪府富田林市 41 

6 
会津若松市における公共下水道と

浄化槽整備による効果 

公共下水道と浄化槽による複合整備による市内

河川の水質改善効果 

福島県会津若松

市 
43 

7 
ときがわ町における浄化槽整備の

効果 

浄化槽整備の取り組み内容と町内河川の水質改

善効果 

埼玉県ときがわ

町 
45 

8 
浄化槽整備による水路の水質改善

効果 富士川町地区  

浄化槽整備による身近な水路の水質改善効果に

ついて、既報の内容と浄化槽処理区域内の水路

の水質調査事例 

常葉大学 

小川 浩 
47 

9 

単独・合併処理浄化槽処理水およ

び生活雑排水による藻類生長阻害

への影響 

単独処理浄化槽の放流水、合併処理浄化槽の

放流水、未処理の生活雑排水について、水質調

査と藻類成長阻害への影響を調査した事例 

東洋大学 

山崎 宏史ら 
49 

10 

持続可能な社会を支えるイ フ と

しての浄化槽の環境影響評価手法

の開発 

性能評価型浄化槽の放流水質の調査結果から

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ転換した

場合の水質改善効果を ミ    ョ した事例 

東北大学 西村 

修ら 
51 
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事

例 
タイ ル 事例概要 主体・著者など 頁 

11 
秩父市浦山での生活排水処理に関

する実態調査 

地域の年齢構成が高齢化する中で生活排水処

理方法の利用状況や個別の合併処理浄化槽

の設置後の維持管理を調査した事例 

岩手大学 

高田 乃倫予、 

東京大学アジア

生物資源環境研

究セ タ  

永田 信 

54 

12 
埼玉県における合併処理浄化槽へ

の転換促進について 
埼玉県の転換実績と促進策事例 

埼玉県 

原田 英一 
56 

13 
埼玉県日高市生活排水処理基本

計画 
浄化槽に関するア ケ  等の調査事例 埼玉県 日高市 58 

14 
単独処理浄化槽から合併処理浄化

槽への転換意思決定要因の評価 

社会的側面から転換への意思決定に影響を与

える要因を明らかにし、その情報を基に転換を

促す方策を検討した事例 

東洋大学 

大塚 佳臣、 

山崎 宏史 

60 

15 
単独処理浄化槽の補修と更新工事

に関する費用 
補修等の費用例 

(一社) 国浄化

槽団体連合会 
62 

16 
単独処理浄化槽から合併処理浄化

槽への転換事例 

保守点検業者による転換事例 

 以下の入替事例_1～8および写真事例_1  

(株)ハウ テ   

大川 耕平 
64 

 入替事例_1 槽割れ  65 

 入替事例_2 槽割れ及び補助金が出るので  66 

 入替事例_3 槽割れ及び補助金が出るので  67 

 入替事例_4 補助金が出るので  68 

 入替事例_5 補助金が出るので及び既設配管勾配不良  69 

 入替事例_6 老朽化  70 

 入替事例_7 転換工事をみた近所の方から  71 

 入替事例_8 水質不良 悪化   72 

 写真事例_1 設置工事事例写真一覧  73 
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ダム湖集水域における高度処理浄化槽整備の効果検証 相模湖・津久井湖  

sagamiko  

 

 

 

 

 

 

 

 

ダム湖である相模湖・津久井湖の 窒素・  リ 濃度は平成 22 年度では、それぞれ、1.3mg/L 及び 0.071mg/L、

1.3mg/L および、0.044mg/L と高く、富栄養化状態にあるため、「かながわ水源環境保 ・再生実行計画５か年計画」に

基づく県の支援事業等により、生活排水対策の一環としてダム湖集水域における高度処理型浄化槽 窒素・リ 除去型 

の整備が「県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進事業」として進められています。本事業で高度処理型

浄化槽の整備 市町村設置型 が計画された相模原市のモデル地区において調査地点を選定し、浄化槽放流水の放流

先である側溝や排水路における水 水質を調査し、栄養塩類等の汚濁負荷削減の効果が検証されています。 

 
効果検証については、 高度処理型浄化槽の整備率と側溝排水の水質との関係を調査し、相関分析※を用いて調べ、

水質項目は富栄養化の指標である窒素、リ と BODについて記載されています。 

※ 相関分析とは？：２つの項目 今回は整備率と側溝水質 の間に関係があるかを相関係数で評価します。１.0 に近い

ほど関係性があり、調査件数から“0.576 以上”または“-0.576 以下”であれば関係性があると言え

ます。 

 

１．効果検証 

 １  窒素 

平成 22年度と 23年度の水質結果を基に、高度処理型浄化槽の整備率と 窒素濃度との関係について調査していま

す。図１にあるように整備率が高くなるほど、窒素の濃度が低くなる傾向がみられました。また、整備率と窒素濃度の関

係を示す相関係数は r=-0.618 であり、関係性があることが示されました。以上のことから、側溝排水の 窒素濃度は高

度処理型浄化槽の整備率の向上に伴って低減されると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２  リ  

平成 22 年度と 23 年度の水質結果を基に、高度処理型浄化槽の整備率と リ 濃度との関係について調査していま

す。図２にあるように整備率が高くなるほど、リ の濃度が低くなる傾向がみられ、整備率とリ 濃度の関係を示す相関

係数は r=-0.738 であり、関係性があることが示されました。以上のことから、側溝排水の リ 濃度は高度処理型浄化

槽の整備率の向上に伴って、低減されると考えられます。 

 

 

 

背景 

概要 

事例 1 神奈川県環境科学セ タ  

窒素濃度が高い 

＝汚れている 

整備率が高いほど、窒素濃度

が低くなっている 

高度処理型浄化槽の 

整備率が高い 

図１ 整備率と 窒素濃度の関係 
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整備率が高いほど、リ 濃度

が低くなっている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ BOD 

平成 22 年度と 23 年度の水質結果を基に、高度処理型浄化槽の整備率と BOD 濃度との関係について調査していま

す。図３にあるように整備率が高くなるほど、BOD の濃度が低くなる傾向がみられ、整備率と BOD 濃度の関係を示す相

関係数は r=-0.653 であり、関係があることが示されました。以上のことから、側溝排水の BOD 濃度は高度処理型浄

化槽の整備率の向上に伴って、低減されると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 効果検証：側溝排水と高度処理型浄化槽放流水の水質比較 

高度処理型浄化槽の整備率 100%である調査地点の側溝排水の水質と周辺３軒から放流される高度型浄化槽放流水

質との間に水質的な差が見られるか調べた結果、 側溝排水の水質と側溝に放流する高度型浄化槽放流水質との間

に水質的な差がないと考えられました。以上のことから、今回調査した整備率 100 の側溝では、側溝排水と高度処理

型浄化槽の放流水の水質はほぼ同等であると考えられます。 

 

２．まとめ 

〇高度処理型浄化槽の整備率と側溝排水の水質との関係について相関分析を行ったところ、窒素、リ および BOD に

おいて、比較的高い負の相関を示したことから、整備率の向上に伴って、側溝排水の水質は良好になると考えられまし

た。 

〇高度処理型浄化槽の整備率が 100 の側溝排水と高度処理型浄化槽放流水との間に、水質的な差があるか調べた

ところ、同等であったことから、側溝排水を良好に保つためには高度処理型浄化槽の維持管理強化が必要であると考え

られました。 

 

神奈川県環境科学セ タ HP：環境科学セ タ  - 神奈川県ホ ムペ ジ (pref.kanagawa.jp) 

参考文献：神奈川県環境科学セ タ 研究報告 第 35 号 (2013) 

事例 1 

高度処理型浄化槽の 

整備率が高い 

BOD濃度が高い 

＝汚れている 

整備率が高いほど、BOD 濃度

が低くなっている 

図３ 整備率と BOD濃度の関係 

リ 濃度が高い 

＝汚れている 

高度処理型浄化槽の 

整備率が高い 
図２ 整備率と リ 濃度の関係 

 

 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/b4f/index.html
https://www.pref.kanagawa.jp/documents/3108/h24bull03.pdf
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神奈川県では、将来にわたり良質な水を安定的に確保するため、平成１９年度から水源環境を保 ・再生するための

総合的な事業に取り組んでいます。本報告では、合併処理浄化槽の整備促進事業の実施による河川 神奈川県河内

川 の水質への影響に着目した検討を行い、合併処理浄化槽の整備促進事業について第１期と第２期の調査結果を検

証し、事業の実施効果による河川の水質への影響を評価しています。 

 
＜対象物質の選定＞ 

 合併処理浄化槽の整備促進事業による効果が期待される物質として  

BOD、COD、 窒素、溶解性 窒素、硝酸性窒素、TOC、 リ 、溶解性

 リ 、粒子性 リ 、リ 酸態リ 、有機態リ があげられるが、これら

の物質の濃度と、濃度と流 を乗じることで算出した負荷 を検討対象と

しています。 

１． 同一年次における地点間比較  

目的：人為的負荷を受けて、下流の調査地点の水質が変化しているか  

確認します。  

方法：上流・支流の流 加 平均水質と下流の水質を比較しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜結果 1＞ 

第１期、第２期ともに、下流の方が多くの項目で濃度が上昇する傾向が確認されました。また、ＣＯＤ、窒素、リ の濃

度については統計的に確かな差があり、上流から下流の間には水質を変化させる人為的負荷が存在することが確認で

きました。 

背景 

概要 

合併処理浄化槽の設置によるダム湖上流河川の水質改善効果 

 神奈川県河内川  

 

事例 2 神奈川県環境科学セ タ  
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２． 同一地点における経年比較 

目的：人為的負荷が第１期に比べて第２期は どのように変化したかを明らかにします。 

方法①：第１期と第２期の下流の負荷 を比較しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜結果２-①＞ 

第 1期に比べ、第 2期では下流負荷 が減少している結果となりま

した。 

方法②：2-①の負荷 の減少には上流・支流の水質変動による影 

響が含まれている可能性があるため、上流・支流の負荷 合算値

の減少 と下流負荷減少 を比較しました。また、両者の差を上流

から下流にかけて存在する人為的負荷の減少 としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜結果２-②＞ 

・ ての項目で上流よりも下流の負荷減少 が多い結果となりました。 

・統計的に窒素化合物と溶解性 リ で確かな減少が確認されました。 

３．まとめ 

河内川の上流から下流の間に存在する人為的負荷が第１期に比べ第２期は減少しました。その要因の一つとして合

併処理浄化槽の整備促進事業の効果があるのではないかと考えられました。今回、統計的に確かな差が表れなかった

項目についても平均値でみると改善傾向がみられており、今後も同様の傾向が見られれば、さらに多くの項目で有意な

改善効果が表れることが期待できます。 

参考文献： 神奈川県環境科学セ タ 調査研究部報告資  平成 29年 10月 6日  

事例 2 

人為的負荷減少  

 人為的負荷減少  
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単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換した埼玉県内の戸建て住宅において、平成 28～30 年度に転換前後の

水質を調査し、また、転換した住宅において合併処理浄化槽への転換に関するア ケ  を実施しています。 

 

 
主な水質項目について、転換前 単独処理浄化槽の放流水と生活雑排水の合算値 と転換後 合併処理浄化槽の放

流水 における 1人 1日当たりの汚濁負荷 の比較を示します。 

 合併処理浄化槽への転換に伴い、BOD、SS、n-Hex、LAS、大腸菌群数は概ね 90 以上、T-Nは 56 低減し、合併処

理浄化槽への転換は水環境の改善に大きく寄与することが分かりました。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

調査内容 

調査結果 

単独処理浄化槽環境影響実態調査 埼玉県内  

事例 3 環境省 浄化槽推進室 ・  一社 埼玉県環境検査研究協会 
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合併処理浄化槽への転換に関するア ケ  の結果を記します。 

合併処理浄化槽へ転換した理由の多くは「設置に係る補助金が活用できる」、「業者から勧められた」でした。転換した

感想としては「良くなかった」との意見はなく、ほとんどの方にご満足いただいているようです。また約半数の方が友人・知

人に転換を勧めたいと思われています。 

 

問１．合併処理浄化槽に転換した理由を教えてください。 

 
 

問２．合併処理浄化槽へ転換して良かったと思いますか？ 

 
 

問３．あなたは、友人や知人に合併処理浄化槽への転換を勧めたいと思いますか？ 

 

 

参考文献：平成 29 年度 単独処理浄化槽環境影響実態調査業務 報告書 

ア ケ  結果 

事例 3 

https://www.zenjohren.or.jp/top/2018Mar/ref/20180302-tandoku-h29.pdf
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鹿児島県姶良市は下水道が整備されておらず、生活排水のほとんどを浄化槽で処理しています。また鹿児島県から

生活排水対策 点地域の指定を受け、浄化槽の整備を積極的に行っています。そこで、浄化槽整備効果の評価に適し

たモデル地区を同市内で選定し、当該地区内の用水路において浄化槽の放流水が含まれていない上流 イ  と、浄

化槽の放流水が含まれる下流 イ  で水質等を調査しています。調査は 2003年と 2022年に行っています。 

 

 
モデル地区における浄化槽の設置状況は、2003 年は単独処理浄化槽 ● が多いですが、2022 年は合併処理浄化

槽 ● が多くなっています。これは増加した世帯に設置された合併処理浄化槽も含まれますが、単独処理浄化槽や汲

み取り便所から合併処理浄化槽に入れ替わったものも多数あるためです。これにより、汚水処理人口普及率は23.5 か

ら 68.8 に大きく改善しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 姶良市内のモデル地区における浄化槽設置状況 

 

調査結果を元に、主な水質項目の汚濁負荷 を求めました。ほとんどの項目で低減しており、特に BODは 2003年に

対して 7 分の 1 にまで減っております。単独処理浄化槽や汲み取り便所を合併処理浄化槽に切り替えること 汚水処理

人口普及率を上げること で、周辺水環境に与える影響を低減できることが分かりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 主な水質項目の汚濁負荷 比較 

 

浄化槽の整備による周辺水環境の水質改善 姶良市内  

調査内容 

調査結果 

事例 4 

2003年 2020年 
●単独処理浄化槽 

●合併処理浄化槽 

汚水処理人口普及率 
23.5  

汚水処理人口普及率 
68.8  

 公財 鹿児島県環境保 協会 
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合併処理浄化槽が整備されているエリアと、単独処理浄化槽が整備されているエリアそれぞれの側溝において、外観

及び水質調査を行いました。前者は姶良市を流れる別府川に隣接する住宅地で、2005 年及び 2022 年とも合併処理浄

化槽で整備されています。後者は前頁のモデル地区下流域のエリアで、2005 年はエリア内が て単独処理浄化槽でし

たが、2022年は約半数が合併処理浄化槽に転換されています。両エリアとも×印が調査地点になります。 

合併処理浄化槽エリアは、2005年、2022年とも BODは 10mg/L以下で、側溝も放流先の川もヘドロなどが く見当た

らず、一目で非常にきれいな状態でした。 

単独処理浄化槽エリアは、2005年は BOD が 81mg/L と高く、生物膜のようなものが側溝底部に付着し、ボウフ など

の衛生害虫も発生しているという汚い状態でした。しかし 2022 年は BOD が 31mg/L に改善し、側溝底部の付着物やボ 

ウフ 等も確認できませんでした。 

水質及び外観の改善は、単独処理浄化槽からの転換を含めた合併処理浄化槽の普及が大きく寄与しているものと考

えられます。 

 

 2005年 2022年 

合
併
処
理
浄
化
槽
エ
リ
ア 

  

単
独
処
理
浄
化
槽
エ
リ
ア 

  

参考文献：第 10回アジアにおける分散型汚水処理に関するワ   ョ  講演資  

外観及び水質改善事例 

事例 4 

 て合併処理浄化槽

で整備 

約半数が合併処理

浄化槽に転換 

 て合併処理浄化槽

で整備 

 て単独処理浄化槽

で整備 

BOD 7.6mg/L BOD 5.3mg/L 

BOD 81mg/L BOD 31mg/L 
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富田林市では、生活排水処理の推進を図るため、平成 16 年に下水道一辺倒の施策を見直し、下水道事業と浄化槽

事業を両輪にした生活排水対策を進めています。これにより、最も整備が遅くなるはずであった東条地区で、既にほとん

どの家庭が水洗化され、あわせて地域を流れる側溝や水路がすっかりきれいになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・浄化槽事業の実績 

第一期浄化槽事業 東条地区 では、平成17年か 

ら 23年までの実質 6年間で 454基の浄化槽を設置

しました。これは当初目標の 450 基を超え、設置対

象家屋 550軒の 82.5 に達しました。下水道整備地

区での水洗化率 概ね 90  よりやや低いものの、

既に多くの家庭で浄化槽による水洗化が実現してい

ます。 

・ＰＦＩ事業 

富田林市の浄化槽事業は、民間企業の能力を十

分に活用して、効率的かつ効果的に浄化槽を設置し、

低廉かつ良好なサ ビ を提供できるように「民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に

関する法律 に基づくＰＦＩ事業として実施していま

す。 

富田林市における汚水処理の取り組み ～浄化槽ＰＦＩ事業～ 

背景 

事例 5 大阪府富田林市 
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本事業を行うために設立された民間企業 株式会社ＦＪＳ が、各家庭への案内・相談、工事調整、各種申請手続き、

浄化槽設置工事及び保守管理 有期限 を実施しています。この浄化槽ＰＦＩ事業は本市のほか、 国 14 市町が実施し

ていますが、当初の設置目標を達成し第二期事業に着手したのは富田林市のみです。 平成 25年度  

  

・浄化槽の管理 

 保守点検は法律の定めにより、株式会社ＦＪＳの浄化槽管理士 法定資格 が浄化槽本体、   、送風ブロワなど関

連施設の点検、調整、塩素剤の補充などを年 4 回計画的に行っています。法定検査は法律の定めにより、浄化槽の管

理が適正に行われているかを確認するため、法定検査機関である一般社団法人大阪府環境水質指導協会が年 1 回計

画的に行っています。 

また、個々の浄化槽の一律管理を見直し良好な状態の浄化槽について清掃頻度を調整する 法改正又は特区認
定が必要 事で管理費の節減を図り、節減した財源を、基準水質を上回る浄化槽に集中投資することで基準外放流の根

絶を目指しています。市が包括管理する利点を生かし、限られた財源を個々の浄化槽間で融通し、浄化槽をフ キ ブ

ルに管理し地域 体の水質向上を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富田林市浄化槽 HP： 浄化槽事業の推進について - 富田林市公式ウェブサイ  (tondabayashi.lg.jp) 

参考文献： 20101117-s06.pdf (env.go.jp) 

 

事例 5 

https://www.city.tondabayashi.lg.jp/soshiki/49/2267.html
https://www.env.go.jp/recycle/jokaso/policy/committee/kentoukai/pdf/20101117-s06.pdf
https://www.env.go.jp/recycle/jokaso/policy/committee/kentoukai/pdf/20101117-s06.pdf
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会津は「山紫翠明の地」といわれますが、本市 

は決して水が豊富というわけではありません。河川

の上流部に位置し、山間部からの湧き水のような

小さな流れが集まり河川となっているのが現状で、

主要河川である湯川や不動川なども水 は多いと

は言えません。 

農業用水利用時は、猪苗代湖や阿賀川からの

取水により住宅地の側溝を流れるなど維持用水や

修景用水の役目も果たしています。事業場排水や

生活排水の影響を受けやすく、秋から冬にかけて

は側溝や河川の水 が減少する特徴があります。 

 1 生活排水処理の整備構想 

図１は下水道整備基本構想図 令和 2年 です。 

生活排水の処理は公共下水道と浄化槽の両方で

複合的に行っています。  

①市街化区域： 公共下水道 市内３ヶ所  

②一般農村部： 農業集落排水 集合型浄化槽  

 市内７か所、緑色箇所  

③市街化調整区域：家庭ごとに合併処理浄化槽 

 市町村設置型 1,133基を含む、水色箇所  

 

 2 公共下水道と浄化槽の整備状況 

公共下水道は生活排水処理の中心となる施設

であり、浄化槽は公共下水道を補完する施設と位

置付けています。浄化槽の中には、集合型の農業

集落排水施設と家庭ごとに処理する施設があり、

家庭ごとに処理する施設は、市町村設置型と個人

設置型とに分けられます。 

公共下水道・浄化槽水洗化率の推移を図２に示

します。平成 27年度は公共下水道で 55.8 でした

が、令和３年度には 61.4 になりました。浄化槽

 農業集落排水、市町村設置型、個人設置型 は

15.8 から 16.6 になりました。 

 

 

 

 

 3 広報活動  

環境施策の実績をまとめた「会津若松市の環境」を毎年発行しており、水環境の状況についても公表しています。また、

環境生活課のホ ムペ ジでは、「河川の環境保 の取り組み」として特集を組み、写真や動画を使って水質や生物の

解説を行っています。 

令和３年度版「会津若松市の環境」を発行しました | 会津若松市 (city.aizuwakamatsu.fukushima.jp) 

河川の環境保 の取り組み －復活！川の生き物－ | 会津若松市 (city.aizuwakamatsu.fukushima.jp) 

会津若松市における公共下水道と浄化槽整備による効果 

背景 

図１ 下水道整備基本構想図 

図２ 水洗化率の推移 

事例 6 福島県会津若松市 

　　　　　　　　＊；単独浄化槽は含まない

水洗化率＝
(公共下水道+浄化槽＊)水洗化人口

住民基本台帳人口

0

20

40

60

80

100

H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03

水洗化率   
浄化槽 公共下水道

https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2021122000028/
https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2014070300012/
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会津若松市では、毎月１回主要河川で水質調査を実施しています 調査地点により１，２月は除く 。平成 10 年 1988

年 代より水質は徐々に改善され、最近は市街地の狭い水路でもザリガニや小魚が泳ぐ姿が、湯川の中流域 市街部 

でもホタルが見られるようになってきています。 

令和３年の調査結果では、主要河川の湯川・旧湯川については環境基準を超えることなく、いずれも水質はおおむね

良好でした。会津若松市では、公共下水道と市町村設置型浄化槽の複合整備を実施しています。公共下水道は供用開

始が早く、整備区域も広く進んでいます。河川の上流域は浄化槽整備地域となっていますが、公共下水道や浄化槽の普

及により、さらに水質の改善が図られると考えています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
会津若松市では会津若松市生活排水基本計画等により、公共下水道及び市町村設置型浄化槽による生活排水処理

に取り組んでいます。その結果、河川の水質は改善されつつありますが、引き続き、公共下水道の充実強化を図ると共

に、公共下水道の計画区域外の地域では、市町村設置型浄化槽の整備を進め、環境保 及び公衆衛生向上に努めて

います。 

また、下水道や浄化槽の目的、効果等を市民により分かりやすく伝え、生活排水が身近な環境問題であると再認識し

ていただけれるよう活動しています。 

水質改善効果 

今後の課題・展望 

図３ 水質調査地点と BODの変化 

事例 6 
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背景 

 

 

 

 

 

ときがわ町は平成 18 年２月１日に合併し、埼玉県の中部に位置しています。町内に住宅が分散しているという実態を踏

まえ、生活排水による公共用水域の汚濁を防止するため、旧都幾川村では平成 15年度より、旧玉川村では平成 17年度よ

り、村設置型 市町村整備推進事業 の浄化槽整備、及び単独処理浄化槽・汲み取り式便槽からの転換の推進を進めてき

ました。 

図１は合併処理浄化槽設置基数の推移です。平成 15年から令和４年度までの 20年間で 1,092基の合併処理浄化槽

を設置しました。そのうち約半数の 575 基が単独処理浄化槽・汲み取り式便槽からの転換になります。汚水処理人口普

及率は令和３年度で 76.7 となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ときがわ町では浄化槽整備促進において、町民への啓発事業が特に 要と考えており、広報誌等を利用した活動を

行っています。 

・合併処理浄化槽の効果 

毎月発行する町広報誌「広報ときがわ」で、単独処理浄

化槽と合併処理浄化槽の違いや浄化槽設置に伴う補助

等について定期的に掲載しています 図２ 。 

・カ  モデルの展示 

  浄化槽は地下に埋設されているため、その構造を目に

する機会は多くありません。 ロナ禍前の事例になります

が、「木のくに ときがわまつり」では浄化槽のカ  モデル

を展示しており 写真１ 、浄化槽の整備方法、構造や処理

の仕組み、使用上の注意点等を直接説明することで、不

明点・疑問点を解消する機会としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ときがわ町における浄化槽整備の効果 

取り組み内容 啓発事業  

事例 7 埼玉県ときがわ町 

写真１ 浄化槽カ  モデルの展示 図２ 広報誌掲載例 令和４年６月  

図１ 町設置型浄化槽設置基数の推移 
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町内を流れる主要河川には、都幾川、雀川、氷川があります。主要河川 下記①～⑤ では年に４回、町内小河川 下

記⑥～⑨ では年に１回水質調査を行い、調査結果を広報誌及びホ ムペ ジ上で公開しています。 

- 埼玉県ときがわ町 -令和４年度に実施した、町内河川の水質調査を報告します - 埼玉県ときがわ町 - (tokigawa.lg.jp) 

図３は令和４年度の結果です。主要河川の水質は環境基準をすべて リアしています。 

図４は玉川橋下流 採水地点③ と雀川合流点下流 採水地点⑤ の BOD値の経年変化です。今まで未処理だった生

活排水が浄化槽によって下水道の処理水と同等の水質まで浄化されて放流されるようになったため、近年はほぼ１

mg/L以下で推移しており、町内を流れる都幾川の水質が改善されました。 

町内には、木のむらキャ  場、三波渓谷、川の広場バ ベキ  場など、清流で川遊びができる親水エリアが充実

しており 写真２ 、貴 な観光資源となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ときがわ町では、町内の小河川の中には環境基準を超えている箇所があり、今後の課題と捉えています。更なる水質

改善を図るため、現在、ホ ムペ ジや広報誌への掲載回数の増加や内容の見直し、町情報配信メ ルやSNSの活用、

PR   の 戸配布による周知、転換対象世帯に対する啓発訪問の件数増加等を実施しています。 

 

 

水質改善効果 

今後の課題・展望 

図３ 町内採水地点と水質 

図４ 町内 2地点の水質経年変化 写真２ 木のむらキャ  場 都幾川  

地点 BOD ｐH SS

① ＜0.5 7.8 ＜1.0

② ＜0.5 7.8 1.0

③ ＜0.5 7.9 ＜1.0

④ ＜0.5 7.7 1.0

⑤ ＜0.5 7.8 ＜1.0

⑥ 0.6 7.4 5.1

⑦ 12 7.6 17

⑧ 2.0 7.7 3.9

⑨ 4.5 7.9 23

町
内
小
河
川

主
要
河
川

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

BOD mg/L 
③玉川橋下流

⑤雀川合流点下流

▽環境基準

事例 7 

https://www.town.tokigawa.lg.jp/Info/2671
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イ フ 整備は我々の社会生活にとって欠かせないものであり、下水道は都市の持続的かつ健 な発展、公衆衛

生の向上および公共用水域の水質の保 に寄与することを目的に整備が進められてきました。しかし、その整備率は

整備環境や財政事情により、都道府県市町村の間で大きな差が生じています。もうひとつの生活排水処理イ フ で

ある浄化槽は当初は下水道未整備地区の イ の水洗化を目的に整備されましたが、現在は イ 以外の生活雑排

水も併せて処理する合併処理浄化槽となり、生活排水処理  テムの一手法として位置づけられました。下水道と並

ぶ公共用水域の水質保 に寄与する施設として適正な配置が進められています。 

浄化槽に残されている課題として水環境における浄化槽による水質改善効果の評価と、残存する単独処理浄化槽

の合併処理浄化槽への転換があります。2010年の調査報告では調査対象の浄化槽の高い割合で BOD20mg/L を超

過し、浄化槽整備地区の水路は不十分な水質改善状況であったと報じられました。 

小川は長期間にわたる小河川・水路の水質調査が行われていた富士市内旧富士川町地区について調査地区の浄

化槽整備状況調査と水質調査を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月２～３回の頻度で生活排水 がピ  となる

午前10時前後に調査地点の採水を行い、水質分析

を行いました。なお、雨水の影響を避けるために雨

天時を除いて１年間調査しました。 

10年前までの実測デ タでは BOD10mg/Lを超

過し、変動も著しく 28mg/Lを記録したこともありまし

たが、今回の調査ではいずれも 10mg/L以下を維持

し、平均 5.8mg/Lの良好な水質が１年にわたり維持

され、水路の水質改善が認められました。 図３  

 

 

 

浄化槽整備による水路の水質改善効果 富士川町地区  

背景 

取り組み内容 

事例 8 常葉大学 小川 浩 
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富士川町の単独/合併処理浄化槽の設置基数推移、整備率を調べた結果、図４及び図５のようでした。 

この地区では 2009年度は 戸数 2,262戸のうち、汲み取

り便所および単独処理浄化槽が 1,279戸 両者内訳不明 、

合併処理浄化槽 983戸でしたが、2018年度は前者が 892戸、

後者が 1,473戸となりました 図４ 。 

また、この地区を含む旧富士川町では図５に示す通り合併

処理浄化槽の設置基数が 体の 7 から 56 に増加してお

り、約 10年間にわたって未処理雑排水対策が講じられたこと

も水質改善に影響していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水路から富士川へ流下する BOD、T-N、T-P

負荷 について試算したところ、BOD削減率

37 、T-N88 、T-P62 と、特に T-Nが著しい

削減効果を発揮しました。 

本調査では、生活排水および雨水以外の排

水が流下しない水路において、10年前と直近 1

年間にわたる水質の変化を追跡した結果、合併

処理浄化槽の普及が身近な水環境の水質改善

に著しく寄与することが明らかになりました。すな

わち、単独処理浄化槽が多い地区では、合併処

理浄化槽への転換を促進させることが、下水道

の普及と同様に水環境保 に極めて効果的で

あることが立証されました。 

 

 

    参考文献：浄化槽整備による水路の水質改善効果 用水と廃水 Vol.64 No.9  2022  

 

 

 

 

事例 8 
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単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水には、様々な化学物質が含まれていますが、その内、「環境基準」や

「排水基準」で規制されている物質は、ごく一部となっています。そのため、規制されていない化学物質やこれらの化学物

質間による複合作用が水生生物に及ぼす影響が懸念されています。 

ここでは、単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水が、水生生物の中でも生産者と位置付けられる藻類の生

長に及ぼす影響について、研究された事例を紹介します。 

 
１．方法 

浄化槽は、主に各家庭の敷地内に設置されているため、各家庭の居住人員、 イフ タイル等により、浄化槽への流

入水 や水質もバ つきが生じます。さらに、浄化槽は、微生物の浄化機能により生活排水を処理するため、冬季と夏

季では水温の違いから、処理能力が異なることも知られています。そのため、この研究では、戸建住宅の単独・合併処

理浄化槽処理水および生活雑排水をそれぞれ 20件程度、冬季 12月～2月 と夏季 7月～9月 に分けて採水しました。

採取した各排水を藻類 ム ミカヅキモ に曝露し、4,000 lx の人工照射の中で、72 時間培養し、藻類の生長が阻害され

るかを検討しました。 

 

２．結果 

(1) 冬季・夏季における単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水の平均水質 

冬季・夏季における単独・合併処理浄化槽処理

水および生活雑排水の採水をそれぞれ 20件ずつ

行い、水質分析を行いました。その水質分析結果

を表 1に示しました。 

この水質分析結果から、合併処理浄化槽処理

水の BOD濃度は、平均値として、冬季 12 mg/L、

夏季 7.7 mg/L と、浄化槽の技術上の基準である

BOD 20 mg/L を下回っていました。また、単独処

理浄化槽処理水、生活雑排水では、合併処理浄

化槽処理水と比較して BOD 濃度は高く、特に、生

活雑排水の BOD 濃度は極めて高いことが明らか

となりました。一方、窒素成分、リ 成分は、主に 

イ 排水に含まれることから、生活雑排水での窒

素成分、リ 成分の濃度は低く、合併処理浄化槽

処理水、単独処理浄化槽処理水と順に高くなる傾

向が確認されました。 

 

 

(2) 冬季・夏季における単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水の藻類生長阻害試験結果 

図 1～3 は、冬季・夏季における合併処理浄化槽処理水、単独処理浄化槽処理水、生活雑排水を対象にした藻類生長

阻害試験結果をそれぞれ示しています。この藻類生長阻害試験では、藻類の生長に必要な栄養 20  に、各排水を 80 %

添加し、藻類個体数の増減を観察しました。これを各排水の代わりに蒸留水を 80 %添加したものと比較し、藻類生長阻害

率として示しました。すなわち、藻類生長阻害率 0 %とは、各排水を添加したとしても、蒸留水を添加した場合と同様に藻類

が生長したものを指し、藻類生長阻害率が   に高い程、その排水は、藻類生長に影響を及ぼすと考えられます。 

 

 

 

 

単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水による藻類生長阻害への影響 

背景 

概要 

東洋大学 山崎 宏史ら 事例 9 

表 1 冬季・夏季における単独・合併処理浄化槽処理水、 

生活雑排水の平均水質 
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図１の合併処理浄化槽処理水を対象とした藻

類生長阻害試験では、平均値として、冬季 13.7 %、

夏季 6.9 %の藻類生長阻害率となりました。一般に、

特定施設からの排水に適用される「排水基準」と

公共用水域に適用される「環境基準」の差は概ね

10 倍の濃度差があります。これを参考に、仮に、

合併処理浄化槽処理水が河川水で 10倍に希釈さ

れるとすると、一概には言えませんが、この合併

処理浄化槽処理水は放流後、河川と合流すること

により、藻類生長への影響はかなり少ないものに

なると考えられます。 

 

 

図２の単独処理浄化槽処理水を対象とした藻

類生長阻害試験では、平均値として、冬季 44.0 %、

夏季 46.0 %の藻類生長阻害率となりました。この

藻類生長阻害率は合併処理浄化槽処理水と比較

してかなり高い値となりました。表 1 で示した水質

分析結果では、単独処理浄化槽処理水の NH3-N、

PO4-P 濃度は、合併処理浄化槽処理水より、かな

り高い値を示しています。NH3-N、PO4-P は、それ

ぞれ 0.147 mg/L、3.1 mg/Lの濃度でム ミカヅキ

モの生長に阻害が現れるという報告もあります。 

 

 

図３の生活雑排水を対象とした藻類生長阻害

試験では、平均値として、冬季 34.4 %、夏季 39.0 %

の藻類生長阻害率となりました。この藻類生長阻

害率も、合併処理浄化槽処理水と比較してかなり

高い値となりました。表 1で示した水質分析結果で

は、生活雑排水には窒素成分、リ 成分がほとん

ど含まれておらず、一方で、BOD 濃度がかなり高

い値を示しています。この BOD濃度の高さが藻類

の生長に影響を及ぼしたとは一概には言えません

が、生活雑排水には洗剤などが含まれており、こ

れが未処理で放流されると水生生物の生長に影

響を及ぼすことが報告されています。 

 

 

これらの結果から、単独処理浄化槽が設置されている戸建住宅では、単独処理浄化槽処理水および生活雑排水が水

環境中に放流されるため、水生生物の中でも生産者と位置付けられる藻類の生長に影響を及ぼす可能性が考えられま

す。そのため、水生生物多様性の観点からも、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への早期転換が求められます。 

 

 

参考文献：Evaluation of Algal Growth Inhibition of Effluents for Treated Water from Tandoku-syori and Gappei-syori 

Johkasou Using the WET Method，Journal of Water and Environment Technology  accepted ， 公社 日本

水環境学会 

 

 

  

図１ 合併処理浄化槽処理水 G における藻類生長阻害率 

図２ 単独処理浄化槽処理水 T における藻類生長阻害率 

図３ 生活雑排水 Z における藻類生長阻害率 

事例 9 
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戸建住宅に設置される浄化槽は、家族構成や使用人員により生活排水 、流入負荷が異なり、また生活パタ  

により流入水質・水 は変動し、常に安定した放流水質になりにくい状況にあります。しかし、浄化槽の処理性能は進

化し続けており、従来の認定方式である構造例示型浄化槽から性能評価型浄化槽に変わり、2000 年頃からは窒素

やリ 除去が可能な高度処理型浄化槽も普及が進んでいます。したがって浄化槽の放流水質も改善し、浄化槽整備

事業の水環境改善効果が高まっていることが期待されますが、その実態は明らかにされていません。 

また、温室効果ガ の削減に向けた早急な対策は浄化槽にも求めれられている中、高度処理を進めるほどに温室

効果ガ を増加させることが分かっており、水質改善と温室効果ガ 低減の両立が課題となっています。 

浄化槽放流水の消毒は塩素系の薬品による消毒法が主流になっています。塩素の残留性により長時間の消毒効

果が期待されていますが、一方で リハロメタ や有機ハロゲ 化合物が検出される事例があり、放流先の生態系へ

の影響が懸念されています。 

本研究は、「浄化槽整備事業の水環境改善効果については十分把握できていない」という課題、および浄化槽分野

の温室効果ガ 排出抑制を推し進めるために次に掲げる内容を研究し、まとめたものです。 

・ 現在普及している浄化槽の処理水質の実態および処理水質の良否と浄化槽構造の関係を定 的に評価 

・ 浄化槽からの温室効果ガ の排出 と放流水質の関係を解析 

・ 浄化槽における大腸菌群の除去性について実態調査を行い、衛生学的な観点から浄化槽を評価 

・ 浄化槽処理水の生態学的な観点からの評価を行うために新たな藻類試験を開発して放流水の毒性を評価。、

放流水排出先の水路における藻類への影響、および残留塩素が巻貝の行動に及ぼす影響を解析。 

これらの成果を基にして、浄化槽の水環境への影響について河川水質モデルを用いてケ   タディ を行い、流

域特性をふまえた浄化槽に求められる BOD、大腸菌群の処理 ベルを明らかにし、循環型社会形成のためのイ フ

 としての浄化槽の適正普及方策をまとめています。 

 

 

 

持続可能な社会を支えるイ フ としての浄化槽の環境影響評価手法の開発 

背景 

取り組み内容 

サブテーマ１ 浄化槽放流水質の実態

浄化槽の構造、

使用実態、

維持管理状況

の調査解析

事例 10 東北大学 西村 修 
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サブテーマ３ 浄化槽の大腸菌群数除去特性及び藻類増殖阻害影響

・放流水中の塩素は藻類増殖阻害能高い

・塩素に頼らない大腸菌群除去技術開発

・BOD除去型では残塩が高くても大腸菌の検出有り

・窒素リン除去型で極めて良好な大腸菌群数

サブテーマ２ 浄化槽からの温室効果ガス排出と処理水質の関係

浄化槽普及地域の環境負荷発生量経年解析

温室効果ガスと水質はトレードオフ（現場データ） 運用段階で(汚泥処理)で浄化槽システムとして

温室効果ガス発生抑制

ＧＨＧ排出量(kg-ＣＯ2/(基･年))

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

サブテ  ４へ 

 

・性能評価型浄化槽のBOD基準適合率70％程度 ・特定の構造をもつ浄化槽の適合率はほぼ100％

・このような実態が浄化槽に対する信頼を損ねている ・良好な浄化槽の普及によって浄化槽の信頼性UP⤴

サブテーマ２，３

法定検査結果を基に、現場で発生している問題を把握し、技術・システム改善を図る。

法定検査結果の活用による浄化槽実態の把握

事例 10 
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研究成果の実現可能性 

本研究によって、環境保 上健 な水循環の構築および循環型社会の形成に資する浄化槽の技術開発の方向性

が示され、実際に社会に実装されている浄化槽の一部は極めて優れた処理性能を有していることを明らかにできまし

た。この成果を実現していくためには、法定検査によって収集されている浄化槽の実証結果を基に客観的に実証し、

浄化槽の適正技術開発・普及を推進する仕組みを作ることが有効です。すなわち環境技術実証事業の枠組みを整備

し、優れた浄化槽を地方公共団体、企業、消費者等のエ ドユ ザ が安心して使用することができるよう情報の活

用を図るべきであります。法定検査率はいまだ低い地域も多く、これを高めていくことなど既存の  テムを改善する

ことが必要となりますが、新たに費用が発生する部分は少なく、実現可能性は高いと考えられます。 

    

    参考文献：平成 24年度環境研究総合推進費補助金研究事業 総合研究報告書 

 

 

 

サブテーマ４ 河川水質モデルによる水環境影響解析適正普及方策の提案

浄化槽の放流水質の

バラツキや、放流先

の自浄能力の分布等

をきめ細やかに考慮

できるQUAL2Kは有力

なツール

⇒下流域も一体とし

て捉えた水環境改善

効果の把握を可能と

する必要がある浄化槽の実態を考慮したシミュレーションを実現

人口

浄化槽普及

汚泥発生量

浄化槽の特徴を活かした持続可能な社会の形成

（小規模・分散・オンサイト処理）

アウトカム

「今後の浄化槽の在り方に関する「浄化槽ビジョン」について」平成19年1月15日

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会　浄化槽専門委員会

社会状況 浄化槽の特徴

優れた浄化槽を地方公

共団体、企業、消費者

等のエンドユーザーが

安心して使用すること

ができるよう、環境技

術実証事業のシステム

を適用し、法定検査結

果を基に客観的に実証

し、浄化槽の適正技術

開発・普及を推進する

仕組みづくり

１．持続的発展が可能な社会の構築

(ア)循環型社会及び脱温暖化社会の形成

(イ)環境保全上健全な水環境の構築

２．環境の保全に対する技術の向上

３．汚水処理施設の普及の進捗状況

４．人口減少及び高齢化の進展等

・処理水使用、汚泥再利用が可能

・処理水排出先の水量変化小

・自然の水環境に近い状況の創出

・低人口密度地域において効率的

・設置に地形や地質の影響を受けにくい

・環境保全効果を身近に体験

・処理対象人口の減少に対応容易

事例 10 

https://www.env.go.jp/policy/kenkyu/suishin/kadai/syuryo_report/pdf/K2409.pdf
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合併処理浄化槽の普及に関わる課題 

水資源を作り出す森林の水源涵養 かんよう 機能の働きへの注目が高まる中で、森林管理の促進や林業振興は 

要性を増しています。水源涵養 かんよう 機能を高めるための森林整備の 要性が高まる一方で、清らかな河川の水

質維持のためには上流部に住む山村の住民の生活排水処理も大きな役割を果たしています。 

河川の下流部の住民がきれいな上水道を利用するためには、河川の上流部に住む山村の住民の生活排水処理を行い

河川の水質を維持することが 要です。 

個別の合併処理浄化槽の利用は下水道の利用より使用 や清掃などの利用者が負担する維持管理費は高い傾向

にあります。 

水源地であり地形的条件から合併処理浄化槽の設置が主流である山村では高齢化が進んでおり、現在は年金という

世帯が多くなっています。 

本調査では、地域の年齢構成が高齢化する中で生活排水処理方法の利用状況や個別の合併処理浄化槽の設置後

の維持管理を調査しその上で課題を検討しています。 

 
本調査では、振興山村である秩父市内の浦山を対象としています。 

ダム建設に対して賛成、反対という浦山の住民を二分する状況が続いていましたが、反対住民もダム建設を受け入れ、

上水道用水・洪水調節•河川維持用水・発電を目的とした浦山ダム建設が始まり、1999年に浦山ダムが完成しました。 

水源地域対策特別措置法に基づく補償により、2000年度までダム周辺整備事業によって道路舗装や水道、合併処理浄

化槽など生活環境や観光客誘致施設が整備され、ダム周辺地域は合併処理浄化槽が半ば強制的に整備されました。 

中心的な産業としては従来、木炭生産が木 伐採と同様に盛んでしたが、現在は秩父市市街地などでの第２次産業

や第３次産業の雇用労働が多く、現在65歳以上の人口が総人口の約52 を占めており、主要所得を年金とする世帯が

多くなっています。1953年に 23集落あった集落は2014年には９集落となり、200戸以上あった世帯も 52戸となっており、

人口減少が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秩父市浦山での生活排水処理に関する実態調査 

背景 

概要 

調査結果 

事例 11 岩手大学 高田 乃倫予、東京大学アジア生物資源環境研究セ タ  永田 信 

表-1　年収別清掃費及び保守点検費に対する意識

高いと
思う

少し高い
と思う

どちらで
もない

それほど
高いと
思わない

 く高い
と思わ
ない

高いと
思う

少し高い
と思う

どちらで
もない

それほど
高いと
思わない

 く高い
と思わ
ない

年収 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 年収 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯

 万円  戸  戸  戸  戸  戸  万円  戸  戸  戸  戸  戸 

100未満 2 2 1 1 0 100未満 0 1 1 0 1

100～200 2 1 1 2 0 100～200 1 0 3 2 0

200～300 0 2 1 0 0 200～300 0 1 0 0 0

300～400 0 0 1 3 0 300～400 0 1 0 2 0

400～500 0 0 0 1 2 400～500 0 0 0 2 1

500～600 0 0 0 0 0 500～600 0 0 0 0 0

600～700 0 1 0 0 0 600～700 0 1 0 0 0

N/A 0 4 4 1 0 N/A 2 2 3 0 0

清掃 保守点検

意識 意識
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表-2　世帯人数別清掃費及び保守点検費に対する意識

高いと
思う

少し高い
と思う

どちらで
もない

それほど
高いと
思わない

 く高い
と思わ
ない

高いと
思う

少し高い
と思う

どちらで
もない

それほど
高いと
思わない

 く高い
と思わ
ない

世帯人数 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯人数 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯

 人  戸  戸  戸  戸  戸  人  戸  戸  戸  戸  戸 

1 1 4 4 3 0 1 0 3 1 1 1

2 2 2 0 3 1 2 1 0 1 4 0

3 0 3 1 1 0 3 1 2 2 1 0

4 0 1 2 0 1 4 0 1 2 0 1

5 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0

6 1 0 0 0 0 6 1 0 1 0 0

保守点検

意識

清掃

意識

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本調査の結果、浦山では合併処理浄化槽の普及率が 6割程度に過ぎないことが明らかになりました。 

浄化槽は使用人数に比べて処理槽が大きすぎても、浄化作用のための菌類にとって好ましくないため、BOD 生物的

酸素要求  は低下するものの清掃回数が減ることで化学的酸素要求 (COD)と総窒素(T-N)の濃度が高まっている恐

れがあり、世帯人数が減少することで生じる浄化槽の不具合が問題視されています。世帯人数に合わせた浄化槽設置

の提案もなされていますが、山村の場合、お盆や正月など親族が滞在するという場合もあって、清掃回数を減らす対策

は今後も取られ続けるとのことです。 

 2 年収との関係 

単独処理浄化槽、合併処理浄化槽に限らず浄化槽の清掃費用に対して年収の低い世帯ほど「高い」と感じる傾向が

ありました。一方、保守点検では年収や浄化槽の種類によって「高い」と感じるような傾向は生じていないようでした。１年

に１回の清掃を行うのが基本ですが、１世帯当たりの人数が減少した山村では浄化槽の大きさは設置当時のままで使

用しているため、清掃の頻度も低くなり、したがって清掃費も年単位で考えれば安くなっており住民負担は軽減されてい

るようです。実際、 国の費用平均と比較しても低くなっており、浦山の平均額で５年後まで換算すると 国平均の費用

よりも合併処理浄化槽では８万円以上の差が出てくることから、浄化槽の費用の低価格化によって生活費への影響を小

さくできているとのことです。 

浦山でも年収100万円未満の世帯は貧困線以下にあたり、そのため、合併処理浄化槽を使用する低所得世帯への補

助対策ができる仕組みの検討が必要です。本調査で明らかになったように、浄化槽の維持管理費の中で特に清掃費に

ついては年収の低い者ほど「高い」と感じる傾向があり、補助対策が求められていると言えます。 

参考文献：東京大学農学部演習林報告,142,1-15 2020  

まとめ 

事例 11 

表-3　処理方式別の清掃費及び保守点検費に対する意識

高いと
思う

少し高い
と思う

どちらで
もない

それほど
高いと
思わない

 く高い
と思わ
ない

高いと
思う

少し高い
と思う

どちらで
もない

それほど
高いと
思わない

 く高い
と思わ
ない

年収 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯 年収 世帯 世帯 世帯 世帯 世帯

 万円  戸  戸  戸  戸  戸  万円  戸  戸  戸  戸  戸 

合併 3 6 4 4 1 合併 2 3 4 4 1

単独 1 2 3 3 1 単独 1 1 3 2 1

汲み取り 0 1 1 1 0 汲み取り 0 1 0 0 0

保守点検

意識

清掃

意識
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埼玉県には、荒川や利根川をはじめ 161 もの一級河川があり、この河川の面積は県土の 3.9パ セ  を占めていま

す。また、荒川 鴻巣市～吉見町間 の川幅は 2,537 メ  ルで日本一となっています。生活の身近に川の存在があり、

埼玉県はまさに「川の国」です。 

一方、川の水質を見ると、生活排水などの流れ込みなどから、改善を図る必要のある川がまだ残っている状況です。

そこで、県民誰もが川に愛着を持ち、ふるさと埼玉を実感できる「川の国埼玉」を名実ともに実現するため、埼玉県では、

生活排水処理施設の整備をはじめ、川の再生に力を入れています。 

 
1.埼玉県の浄化槽整備事業補助制度と転換実績※令和元年度時点での制度です。現行の制度とは異なります。 

埼玉県では、生活排水による公共用水域の汚濁を防止し、水質改善を図るため、浄化槽の整備に係る補助金を市町

村・一部事務組合に交付しています。補助内容は次の通りです。 

 1 補助制度の概要 

①市町村整備型 

市町村整備型を実施する市町村に対し、市町村負担分の本体・工事費の一部、個人負担分の配管費及び処分費に

対して補助 

・１基当たり補助単価：緊急生活排水対策 点地域 50万円、通常地域 40万円 

②個人設置型 

合併処理浄化槽に転換する住民に対して直接補助を行う市町村に、本体・工事費の一部、配管費及び処分費に対し

て補助 

・１基当たり補助単価：緊急生活排水対策 点地域 25万円、通常地域 20万円、 

環境保 特別転換地区 ※ 50万円 

 ※ 希少野生動植物の保護等を目的として地区を指定 

 2 補助制度の特長 

埼玉県では、補助制度の効果が十分発揮されるよう次のような工夫をしています。 

○配管費補助 

国において令和元年度から宅内配管費補助が創設しましたが、埼玉県では、個人負担の低減を目的に、平成 23年度

から配管費への補助を導入しています。 

○定額制の導入  

本体・工事費、配管費及び処分費それぞれに上限を設けて補助していたものを、平成 28年度から、市町村の状況、ニ

 ズに十分な対応ができるよう、合算した額に対し上限を設けた定額制としています。 

○市町村整備型への補助を強化 

個人負担の低減に繋がる市町村整備型による浄化槽整備を図るため、個人設置型よりも手厚い補助単価としていま

す。本年度からは、国庫助成対象額では賄いきれず、これまで個人が負担していた難工事に係る経費に対し１基当たり

20万円の上乗せ補助を行っています。 

 

 

埼玉県における合併処理浄化槽への転換促進について 

背景 

取り組み内容 

事例 12 埼玉県 原田 英一 
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 3 補助による転換実績 

平成 21年度以降の補助による転換実績の推移は図 1の通りです。

平成 22年度までは合併処理浄化槽の新規設置や下水道計画区域に

おける補助も行っていましたが、平成 23年度に大きく見直しを行い、こ

れらを廃止するとともに、転換促進を 点的に進めるため市町村整備

型への補助や、個人負担のネ  となっていた配管費への補助を開

始しました。この結果、転換実績が大幅に上がりました。 

2.市町村整備型の導入促進 

今後、生活排水処理施設の整備を進めていく中で、人口減や財源

確保の観点から下水道整備が困難となる区域については、浄化槽整備区域への切り替えが必要となる場合があります。

この場合、代替手法として、公共下水道と同様、市町村が整備し、維持管理も実施できる市町村整備型による公共浄化

槽整備が適していると考えられます。 

国が制度化した「公共浄化槽」の仕組みは、これまでの原則である戸別設置から複数戸に１基設置を可能にする画期

的なものであり、浄化槽設置に係る  タル   の削減が期待できるものです。これに併せ、浄化槽処理水を「共同放

流管」で放流する場合の補助を今年度から創設しています。 

市町村整備型の導入に当たっては、設置、維持管理、 金徴収などの業務を担う市町村の事務負担や、財政負担が

大きいなどの課題があります。このため、平成 30年度から、市町村整備型を導入するに当たり新たに生じる使用 徴収

事務や必要な調査 ＰＦＩ導入可能性調査、浄化槽処理水の排水先調査 に対して補助を創設し、導入を支援していま

す。 

3.戸別訪問による転換促進 

合併処理浄化槽への転換が進まない要因として、単独処理浄化槽も水洗 イ であり一定の生活を送る上で支障が

ないため転換する必要性が感じられないことがあります。生活排水が身近な川を汚していることを知らない、転換で身近

な川をきれいにできることが知られていないということが原因として考えられています。 

このため、特に単独処理浄化槽の割合が多い地域を対象に各戸を訪問して転換の必要性を説明する普及啓発を行う

とともに、地域ぐるみで転換を行うことで、以前生息していた生き物が戻ってくることを理解していただく取組をモデル的に

実施しています。 

戸別訪問では、県職員と浄化槽関係業者が一緒に各戸を訪問し、県からは、転換に係る費用や補助金について、業

者からは、おおよその見積金額、工事期間について説明し理解を深めています。 

また、地元小学校と連携した生き物調査や水質モニタリ グ調査の結果を住民説明会や回覧板で周知し、地域の現

状を理解して頂いています。 

これらの取組を短期集中で実施し、成功事例を単独処理浄化槽の割合が多い地域等に展開していくことを考えていま

す。  

4．今後の取り組み 

浄化槽法が改正され、老朽化による破損・漏水などにより公衆衛生に悪影響を与える恐れのある単独処理浄化槽の

除却勧告等が可能になりました。これをきっかけに、浄化槽の適正な維持管理と単独処理浄化槽から合併処理浄化槽

への転換の必要性について周知徹底を行い、単独処理浄化槽の一掃を図る ャ  と捉え、合併処理浄化槽への転換

促進にさらに取り組んでいます。 

これからも市町村の協力を得ながら、転換による水質改善を図り「川の国埼玉」の実現を目指しています。 

    参考文献：一般社団法人浄化槽  テム協会,令和元年度版浄化槽普及促進ハ ドブ   県市町村事例 

 

事例 12 

図 1.転換実績の推移 



  

   

 

 

- 58 - 

 

 

 

 
日高市は埼玉県南西部に位置し、東京都心から約 40

ｋｍ圏内に位置しています。本市を流れる高麗川は埼

玉県を代表する清流であり、その流れが作り出した巾着

田は、曼珠沙華の群生地として 国的にも有名となり、

本市の  ボルの一つとなっています。 

 市 体の生活排水処理は、計画を策定した平成 25年

度の市 域の生活排水処理の内訳は公共下水道

58.2 、合併処理浄化槽 16.4%で生活排水処理率は

89.8%でした。 

 

 

 

 
・ア ケ   日高市生活排水処理基本計画 Ⅱ.生活排水処理より  

基本計画の策定にあたり、公共下水道 体計画区域、農業集落排水事業区域を除く浄化槽整備区域で単独処理浄

化槽または汲み取り便槽使用世帯 1,536 世帯に対し「浄化槽に関するア ケ  」を実施しています。 

  

 

 

 

 

 

 

「埼玉県日高市生活排水処理基本計画」における浄化槽に関するア ケ   

背景 

概要 

事例 13 埼玉県 日高市 
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「問３ 補助金を活用し、浄化槽を設置したいと思いますか。」に対し「ぜひ設置したい」「できれば設置したい」が合わせ

て 57.4%を占め、「問４ 設置したいと思わないのは、どのような理由ですか。」に対しては「現在のし尿や生活排水の処理

のやり方に不便を感じない」が 24/9%、「設置にお金がかかるから」が 30.5%、「問 10 現在、合併処理浄化槽への転換に

かかわる補助金の上乗せを検討しています。それについてどう思いますか。」に対しては「補助金を増額してもらいたい」

が 55.9%を占めた。また、一方で「放流先の確保をしてもらいたい」も 22%と地域の事情も伺えます。 

 

 

日高市生活排水処理基本計画：日高市生活排水処理基本計画／日高市ホ ムペ ジ (hidaka.lg.jp) 

 

 

事例 13 

https://www.city.hidaka.lg.jp/soshiki/shiminseikatsu/kankyo/seikatsukankyo/seikatsukankyo/keikaku/1034.html
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単独処理浄化槽 以下、単独槽 から合併処理浄化槽 以下、合併槽 への転換は、国や各県、各自治体が助成金制

度等を設けて推進していますが、転換の必要性の説明においては、居住地 地域 の生活・衛生環境 悪臭、害虫の発生

等 の改善や公共用水域の水質改善の効果を住民に訴えるというア ロ  が多く取られています。 

昨今、環境問題意識は環境教育等の効果により１つの社会常識となり、特別に意識しない概念となります。 

特に、水質汚濁については、水質改善が進み、日常生活で悪影響を実感できる ベルで無くなったことから、これ以上

の環境改善に対して住民は価値を見い出しにくくなっています。 

ここでは、環境的側面だけでなく、社会的側面から転換への意思決定に影響を与える要因を明らかにし、さらにその

結果をもとに転換促進の意思を促す方策を提案しています。 

 

 
本研究では、転換が滞っている埼玉県と進んでいる岩手県を対象地域として浄化槽使用者に対するア ケ  調査を

行い、転換済み世帯および未転換世帯を抽出し、両世帯の回答デ タをもとに、社会的側面に着目して転換への意思

決定に影響を与えている要因を明らかにすることを目的としています。 

１．調査 

 １ 調査方法と内容 

調査はイ タ ネ  調査会社の登録モニタ に回答を依頼する方式となっています。 

本方式では個人に回答を依頼する形になるため、最初に評価対象地域における下水道使用世帯以外の世帯を抽出

するための  リ ニ グ調査を行い、次に抽出された対象者について調査を行っています。 

 ２ 調査の方法と概要 

調査は 株  ロ ・  ケティ グの埼玉県および岩手県在住モニタ に対して、2022年 6月21日〜24日に実施し、

有効回答数は 1,200 埼玉県：1,000、岩手県 200 でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果 

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換意思決定要因の評価 

背景 

概要 

東洋大学 大塚 佳臣、山崎 宏史 事例 14 

図１ 転換した/する理由の選択率 図２ 転換していない理由の選択率 
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転換をした／する理由として、リフォ ムや浄化槽の修理といった物理的要因以外では、行政・業者の勧めが上位に

あり、転換推進の上では、対象世帯への継続的な働きかけが有効との結果でした。 

転換を決断できる状況として、自治会等で方針が決まれば転換するという世帯が多くなっています。 

現在、特に困っておらず転換の意義も見出せないという状況にあって、地域で自主的に組織的な方針を示す、あるい

はその支援を行うことは転換推進の上で有効なア ロ  と見なされます。 

転換の意思決定については、環境問題意識の多寡と関連がなく、地域活動に主体的に活動するといった地元への愛

着の強さが影響を与えています。 

転換を推進する上では、水質汚濁防止といった環境側面より、地域の価値向上といった社会側面の意義の認識を高

めるべく、地域の活動に気軽に参加できる仕組みを作り、参加を促進することで、地域の問題を自分事として捉え、その

解決に向けた行動ができる住民を増やすことが肝要であると考えられます。 

また、転換された方の個人の人生観として、自身の将来に対する展望の明るさ、他者からの評価を 視するという意

識の強さが転換意識に影響を与えています。 

将来展望の明るさが、転換支出の決断に繋がっており、また転換によって地域環境へ貢献していること、あるいは高

度な排水処理を選択していることにより、社会的評価が高まるという期待感から転換の決断に繋がった可能性があると

の結果で、転換することが地域住民としての役割を うすることになり、その決断が地域社会として高く評価されるような

価値観・地域文化の醸成が必要であると考えられます。 

 

参考文献：一般社団法人浄化槽  テム協会,令和４年度版浄化槽普及促進ハ ドブ   特別寄稿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結論 

事例 14 

 

図３ 転換を決断できる状況の選択率 図４ 地域・隣人への意識 Ｑ６ の因子分析結果 
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浄化槽の使用は、きわめて長い年月にわたるものであり、浄化槽の正常な機能を維持するためには、保守点検、清掃

及び法定検査が正常に実施されなければなりません。そのため、特に単独処理浄化槽については、老朽化による変形・

破損等の補修が必要となります。また、場合によっては、合併処理浄化槽への転換 更新 が必要です。 

 
一般社団法人 国浄化槽団体連合会で調査した単独処理浄化槽５人槽  ばっ気型と平面酸化型 の補修費用の結

果の事例を表１に示します。 

表１ 単独処理浄化槽(５人槽)の補修費用例 

項 目  ばっ気型 平面酸化型 備 考 

補修費 内部設備含む  150,000円 250,000
円 

ＦＲＰ補修ほか 

汲み取り処分・洗浄費 20,000円 50,000
円 

 

安 対策費 65,000円 150,000
円 

換気、測定、足場など 

上部   リ  工事 － 550,000
円 

破砕・再生工事 

合 計   235,000円 1,000,000円  

※１：一般社団法人 国浄化槽団体連合会：2019年度改正浄化槽法推進検討特別委員会 
ＷＧ調査によるものです。 

※２：平面酸化型の補修費用は槽内発生ガ による腐食や安 確保の面から上部   リ  を 
破砕・再生する必要があったケ  となります。 

 

補修費用に関しては、下記のような事項が考えられます。 

 １ 補修費用は破損等の程度や設置状況により様々です。 

 ２ 槽内部を補修する場合は、通常、補修費用の他、汲み取り処分及び洗浄費、酸素欠乏等に対する安 対策費が 

必要です。 

 ３ 浄化槽の掘り起こしや再埋設が現地業者で対応できない場合には、遠隔地からの出張費加算などもあるため、補 

修費用は、案件ごとの見積もりが必要です。 

 ４ 破損の原因が不明の場合、修理しても再発の恐れがあるため、合併処理浄化槽に転換する方が経済的に有利な 

場合があります。 

 

 

 

 

 

単独処理浄化槽の補修と更新工事に関する費用 

背景 

補修と更新工事に関する費用 

事例 15 (一社) 国浄化槽団体連合会 事例 15 
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転換 更新 に関する参考費用を表２に示します。 

表２ 浄化槽設置整備事業の基準額 ５人槽  

項 目 基準額 

合併処理浄化槽設置工事費 332,000円 

単独処理浄化槽撤去費 90,000円 

宅内配管工事費 300,000円 

合 計 722,000円 

                ※各市町村の補助金額は上記基準額を基にしているが、市町村により 

補助金額が異なる場合があります。 

 

表２は、環境省が定める浄化槽設置整備事業の基準額で、各市町村では、この基準額をベースに合併処理浄

化槽設置に関する補助制度が設けられています。 

また、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換に際し、単独処理浄化槽の撤去や宅内配管工事に補助

金を上乗せしている市町村も多数あり、この補助制度を活用することで、老朽化補修を繰り返す場合がある

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換で発生する費用を抑えることが可能となります。 

 
 

参考として、 ばっ気型及び平面酸化型の概略図を示します。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参考文献：一般社団法人 国浄化槽団体連合会：2019年度改正浄化槽法推進検討特別委員会ＷＧ調査資 など 

 

 

 ばっ気型 昭和 40年代前半頃まで  平面酸化型 昭和 50年代後半頃まで  
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合併処理浄化槽の設置基数は、令和元年度末で３８２万基と初めて単独処理浄化槽の設置基数を上回り、令和２年

度末で３８８万基となりましたが、未だ３６４万基の単独処理浄化槽が設置されています。 

単独処理浄化槽は、し尿処理における汚泥負荷の除去率が低く、生活雑排水を未処理で放流するため、公共用水域

の保 における大きな障害となっていますので、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が喫緊の課題となって

います。 

 

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ転換されるケ  としては、単独処理浄化槽の破損や保守点検業者の活動

による場合があり、それらによって合併処理浄化槽へ転換した事例について、きっかけから工事完了までを苦労した点

を交え一覧表で紹介します。また、工事の現場の写真についても紹介します。 

転換事例一覧 

NO. 事例 都道府県 転換事例 No. 

１ 槽割れ 茨城県 １ 

２ 槽割れ及び補助金が出るので 愛媛県 ２ 

３ 槽割れ及び補助金が出るので 三 県 ３ 

４ 補助金が出るので 茨城県 ４ 

５ 補助金が出るので及び既設配管勾配不良 愛媛県 ５ 

６ 老朽化 茨城県 ６ 

７ 転換工事をみた近所の方から 茨城県 ７ 

８ 水質不良 悪化  兵庫県 ８ 

単独処理浄化槽と同じ場所に合併処理浄化槽を設置した事例写真一覧 

NO. 写真 写真事例 No. 

１ 建築物と塀の間への設置 

９ ２ 既存設置単独処理浄化槽の撤去 

３ 新設配管の設置 

 

     参考文献：既存単独処理浄化槽の合併転換事例について 第一報,月刊浄化槽2022年6月号,No.554 

既存単独処理浄化槽の合併転換事例について 第二報,月刊浄化槽2022年7月号,No.555 

 

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換事例 

 
背景 

事例 16 (株)ハウ テ   大川 耕平 
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Ｎｏ．１ 【単独処理浄化槽 転換事例】  茨城県 

事例 槽割れ 

（１）キッカケ 

    ～の流れ 

①キッカケ：点検時、浄化槽のばっ気室が水位低下しており漏水と判断して、管理者に

立会って頂きました。浄化槽のカットモデルにより浄化槽の仕組みや漏水の可能性があ

ることを説明しました。水位低下を再確認するため、ばっ気室に正常な位置まで水張り

したことを管理者に確認して頂き、翌日、水位の確認にお伺いすることを約束して帰り

ました。 

②導入経過：次の日、水位低下の確認に伺いし、お客様立会のもと点検を実施。 

やはり、水位低下が見られましたので、水位低下の原因となる箇所を確認することを目

的に清掃の手配をしました。清掃時に立会い原因を探りましたが、目視では確認出来無

かったため、浄化槽に入り亀裂個所を写真撮影して、お客様に確認頂きました。亀裂を

修理した場合と入替した場合の費用を提示しました。その時に亀裂箇所の修理を行なっ

ても再発の恐れがあることや他の箇所も老朽化により亀裂が入ることを説明。その結

果、合併処理浄化槽へ入替することになりました。 

③転換の決め手：修理しても再発の恐れがあること、立会点検で老朽化が進んでいるこ

とを説明したこと。ボルトの欠落を直ぐに修理するのではなく、管理者に確認してもら

ってから直していたことが、老朽化に対する管理者への理解につながった。 

④管理者の要望：短期間で工事を要望。 

⑤特に注意･苦労した点：修理と入替の２通りの方法の提案から転換の意志を決定させ

たこと。 

⑥今後の改善点、案：浄化槽管理者が、使用している浄化槽がどの様な状態になってい

るかを理解して頂くために、保守点検の立会を求めています。浄化槽に興味を持っても

らう事が、維持管理への理解と解約防止になる。特に、単独処理浄化槽においては、立

会点検が お客様の興味や理解を頂く近道であります。 

（２）環境保全 
①お客様の認識：（ 特に強い ： 強い ： 普通 ： あまり無い ： まったく無い ） 

特記事項： 

（３）転換前浄化槽 単独処理浄化槽（５人槽） 

（４）転換後浄化槽 合併処理浄化槽（５人槽） 

（５）ポンプ槽 （ 付き ： 無し ） 

（６）排水先 
①宅内処理  ②道路側溝（ フタ： 有り 、 無し ） 

③用水路    ④その他（              ） 

（７）補助金 ③補助金：（ 有り ： 無し ） 金 額：（  384，000 円） 

（８）設置場所 
①単独槽と同じ場所に設置   単独撤去 90,000 円プラス 

②別の場所に設置      

（９）工事で 

   苦労した点 
無し 

（１０）付帯工事 
（ 有 ： 無 ）  

有りの場合の内容：   

（１１）工事期間 （ ５ ）日間 特記事項： 

 

 

 

 

転換事例 1 
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Ｎｏ．２ 【単独処理浄化槽 転換事例】  愛媛県 

事例 槽割れ及び補助金が出るので 

（１）キッカケ 

    ～の流れ 

①キッカケ：浄化槽保守点検時に槽本体の破損を確認し、その旨を管理者に説明。 

②導入経過：浄化槽入替の補助金が出る地域だったので、修理と転換の２種類の提案を

実施 

 管理者には・・・(ｲ)転換した場合は、補助金が出ること。 

         (ﾛ)既設浄化槽は、トイレの水処理しか出来ていないこと。 

         (ﾊ)将来、下水がつがらない地区であることを説明し、環境を考慮

した合併処理浄化槽への入替へをお勧めしました。 

③転換の決め手：工事にある程度の補助金が出ること、将来的にも下水道につながらな

いこと。 

④管理者の要望：浄化槽位置の変更と工事費用がかからないようにしてほしい。 

⑤特に注意･苦労した点：仕事をされていて不在が多い管理者でしたので打ち合わせの

時間が取りにくかった。 

⑥今後の改善点、案：今回は、浄化槽の破損がきっかけで転換につながったが、破損し

ていない単独処理浄化槽を転換出来ることを考えていきたい。 

（２）環境保全 
①お客様の認識：（ 特に強い ： 強い ： 普通 ： あまり無い ： まったく無い ） 

特記事項： 

（３）転換前浄化槽 単独処理浄化槽（７人槽） 

（４）転換後浄化槽 合併処理浄化槽（５人槽） 

（５）ポンプ槽 （ 付き ： 無し ） 

（６）排水先 
①宅内処理  ②道路側溝（ フタ： 有り 、 無し ） 

③用水路    ④その他（              ） 

（７）補助金 ③補助金：（ 有り ： 無し ） 金 額：（  532，000 円） 

（８）設置場所 
①単独槽と同じ場所に設置 

②別の場所に設置     

（９）工事で 

   苦労した点 

カーポート下での掘削・本体搬入の為、据付に時間がかかりました。 

（１０）付帯工事 
（ 有 ： 無 ）  

有りの場合の内容：   

（１１）工事期間 （ ５ ）日間 特記事項： 
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Ｎｏ．３ 【単独処理浄化槽 転換事例】  三重県 

事例 槽割れ及び補助金が出るので 

（１）キッカケ 

    ～の流れ 

①キッカケ：浄化槽内の水位が低下していたため、単独処理浄化槽の内部に入り確認。

その結果、補修で対応できないことが判明したことから転換を提案。 

②導入経過：補助金が２年前よりも出るようになったことを説明したところ、管理者も

回覧板で見たことがあり、打ち合わせを実施して入替となった。 

③転換の決め手：補助金の交付が受けれたこと。 

④管理者の要望：設置場所が裏口の近くであり、階段等の現状復帰をしっかり行うこと。 

⑤特に注意･苦労した点：設置場所の横にブロック５段の塀があったこと。 

⑥今後の改善点、案：なし。 

（２）環境保全 
①お客様の認識：（ 特に強い ： 強い ： 普通 ： あまり無い ： まったく無い ） 

特記事項： 

（３）転換前浄化槽 単独処理浄化槽（７人槽） 

（４）転換後浄化槽 合併処理浄化槽（５人槽） 

（５）ポンプ槽 （ 付き ： 無し ） 

（６）排水先 
①宅内処理  ②道路側溝（ フタ： 有り 、 無し ） 

③用水路    ④その他（              ） 

（７）補助金 ③補助金：（ 有り ： 無し ） 金 額：（  332，000 円） 

（８）設置場所 
①単独槽と同じ場所に設置 

②別の場所に設置  

（９）工事で 

   苦労した点 
設置場所が狭く、湧水があったこと。 

（１０）付帯工事 
（ 有 ： 無 ）  

有りの場合の内容：   

（１１）工事期間 （ ３ ）日間 特記事項： 

 

 

 

 

 

 

 

入替事例 3 
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Ｎｏ．４ 【単独処理浄化槽 転換事例】  茨城県 

事例 補助金が出るので 

（１）キッカケ 

    ～の流れ 

①キッカケ：２年におよぶ保守点検の期間において、単独処理浄化槽に小さな不具合は

あったものの、雑排水の漏れ等の大きな問題はなかった。そのような中、点検の立会時

に補助事業を利用した合併処理浄化槽への転換を管理者に勧めていたが、「特に困るこ

とはないので、このままでいいよ」との返事でした。 

ある時、雑排水が単独処理浄化槽に逆流しており、管理者に現状を報告したところ、今

までは、祖父が毎朝、浸透桝の汚水を裏山に捨てていたとのことであった。 

②導入経過：管理者の祖父が腰痛のため、２～３日間浸透桝から汚水を汲みだしていな

かったことが、逆流の原因だった。毎日の汲みだしは非常に大変な作業となるため、合

併処理浄化槽にすれば、毎日の汲みだしが必要なくなることを説明し、管理者に理解い

ただいた。また、補助金制度（金額等）についても説明させていいただいた。 

③転換の決め手：毎日の浸透桝からの汲みだしの大変さを解消できることが決めてとな

った。 

④管理者の要望：年配の方がいるので、トイレが使えないと困るため、仮説トイレを用

意してほしい。 

⑤特に注意･苦労した点：汚水の汲みだしの大変さを共有し、合併処理浄化槽に転換後

の良さを説明したところ。 

⑥今後の改善点、案：  

（２）環境保全 
①お客様の認識：（ 特に強い ： 強い ： 普通 ： あまり無い ： まったく無い ） 

特記事項： 

（３）転換前浄化槽 単独処理浄化槽（７人槽） 

（４）転換後浄化槽 合併処理浄化槽（７人槽） 

（５）ポンプ槽 （ 付き ： 無し ） 

（６）排水先 
①宅内処理  ②道路側溝（ フタ： 有り 、 無し ） 

③用水路    ④その他（              ） 

（７）補助金 ③補助金：（ 有り ： 無し ） 金 額：（  342，000 円） 

（８）設置場所 
①単独槽と同じ場所に設置 

②別の場所に設置     単独撤去 90,000 円プラス    

（９）工事で 

   苦労した点 
設置場所が玄関の横になったため、臭いが出ないように建物の裏に臭突口を設けた。 

（１０）付帯工事 
（ 有 ： 無 ）  

有りの場合の内容：   

（１１）工事期間 （ １０ ）日間 特記事項： 

 

 

 

 

転換事例 4 
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Ｎｏ．５ 【単独処理浄化槽 転換事例】  愛媛県 

事例 補助金が出るので及び既設配管勾配不良 

（１）キッカケ 

    ～の流れ 

①キッカケ：保守点検時に、生活雑排水用排水管の勾配不良を報告し、配管修理を提案。 

②導入経過：保守点検時に、既設排水管（生活雑排水と雨水用の配管）が地盤沈下が原

因と想定される勾配不良を、管理者立会いのもと確認していただき、今後も不具合が発

生する可能性があることを説明。 

費用について懸念されていたため、単独処理浄化槽からの転換工事に補助金制度がある

ことを説明した。 

③転換の決め手：排水管の不具合発見と管理者に対して問題の改善策を提案したこと。

ならびに、申請～施工～管理までの業務を一貫して行うことを説明して、管理者から信

頼を得たこと。 

④管理者の要望：仮設トイレは使用したくない（夜遅くに使うこともあるため）。 

⑤特に注意･苦労した点：設置場所や配管経路を検討し、短時間でトイレ含む配管工事

を実施したこと。 

⑥今後の改善点、案：排水不良がキッカケで管理者にご理解していただいたが、管理者

との会話が重要となるため、今後はさらにコミュニケーション力をつけていきたい。 

（２）環境保全 
①お客様の認識：（ 特に強い ： 強い ： 普通 ： あまり無い ： まったく無い ） 

特記事項： 

（３）転換前浄化槽 単独処理浄化槽（５人槽） 

（４）転換後浄化槽 合併処理浄化槽（５人槽） 

（５）ポンプ槽 （ 付き ： 無し ） 

（６）排水先 
①宅内処理  ②道路側溝（ フタ： 有り 、 無し ） 

③用水路    ④その他（              ） 

（７）補助金 ③補助金：（ 有り ： 無し ） 金 額：（  700，000 円） 

（８）設置場所 
①単独槽と同じ場所に設置 

②別の場所に設置   

（９）工事で 

   苦労した点 
合併処理浄化槽の設置場所の関係で、人力掘削が発生したこと。 

（１０）付帯工事 
（ 有 ： 無 ）  

有りの場合の内容：   

（１１）工事期間 （ １０ ）日間 特記事項： 

転換事例 5 
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Ｎｏ．６ 【単独処理浄化槽 転換事例】  茨城県 

事例 老朽化 

（１）キッカケ 

    ～の流れ 

①キッカケ：５年ほど前から、管理者の保守点検への理解を深めていただきくため、保

守点検の立会を依頼し浄化槽の構造や水質の状況を確認していただいております。 

今回の単独処理浄化槽は、全ばっ気方式であり、槽本体のゆがみや越流セキの水平不良

によるスカムの流出が見られ、こうした現象がなぜ発生するのかを説明してきました。 

②導入経過：槽本体のゆがみや放流先を見ていただきながら、不具合箇所やスカム流出

状況を説明し、少しずつ現状を理解していただき、転換への理解を深めていった。 

さらに、補助金制度の情報提供と合併処理浄化槽の工事写真を使用した提案も実施し

た。 

③転換の決め手：提案期間中に、近隣で合併処理浄化槽への入れ替え工事を実施したこ

とと、管理者に対して保守点検の立ち合いをお願いし、立ち合っていただいていたこと。 

④管理者の要望：なし。 

⑤特に注意･苦労した点：単独と合併の処理水質の説明や、雑排水による角桝への油脂

などの付着を見てもらうまでに苦労した。 

そして、放流汚濁物が側溝から川に流れるところを直接見ていただき、理解を得ること

ができた。 

⑥今後の改善点、案：雑排水の角桝に溜まった汚れを見ていただく。上流の角桝から水

を流して汚れが流れていくのを見ていただくことが効果的。 

（２）環境保全 
①お客様の認識：（ 特に強い ： 強い ： 普通 ： あまり無い ： まったく無い ） 

特記事項： 

（３）転換前浄化槽 単独処理浄化槽（７人槽） 

（４）転換後浄化槽 合併処理浄化槽（５人槽） 

（５）ポンプ槽 （ 付き ： 無し ） 

（６）排水先 
①宅内処理  ②道路側溝（ フタ： 有り 、 無し ） 

③用水路    ④その他（              ） 

（７）補助金 ③補助金：（ 有り ： 無し ） 金 額：（  422，000 円） 

（８）設置場所 
①単独槽と同じ場所に設置 

②別の場所に設置   

（９）工事で 

   苦労した点 
特に無し 

（１０）付帯工事 
（ 有 ： 無 ）  

有りの場合の内容：   

（１１）工事期間 （ ６ ）日間 特記事項： 

転換事例 6 
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Ｎｏ．７ 【単独処理浄化槽 転換事例】  茨城県 

事例 転換工事をみた近所の方から 

（１）キッカケ 

    ～の流れ 

①キッカケ：工事中には、必ず「工事中ご迷惑をおかけします」の看板を掲げ、近隣住

民の方に工事期間や作業内容をわかりやすくなるよう工夫し、工事前には近隣住民への

挨拶まわりも実施している。 

転換工事前の挨拶や工事中に看板をみた近隣の方が、合併処理浄化槽へ転換したいと事

務所に訪れたことが、きっかけ。 

②導入経過：事前の挨拶や工事期間中の看板提示、そして通行者への配慮に感心された

とのことで、声をかけていただきました。 

管理者宅は、まだ、汲み取り式であったが知り合いの業者もいなく、「水洗化にしませ

んか？」と訪問業者が来るのでなんとかしたかったとのこと。 

③転換の決め手：ご近所さんからの口コミ。 

④管理者の要望：なし。 

⑤特に注意･苦労した点：管理者が植木をいためないよう、重機が通る場所を指定した

こと。 

⑥今後の改善点、案：  

（２）環境保全 
①お客様の認識：（ 特に強い ： 強い ： 普通 ： あまり無い ： まったく無い ） 

特記事項： 

（３）転換前浄化槽 汲み取り式 

（４）転換後浄化槽 合併処理浄化槽（５人槽） 

（５）ポンプ槽 （ 付き ： 無し ） 

（６）排水先 
①宅内処理  ②道路側溝（ フタ： 有り 、 無し ） 

③用水路    ④その他（              ） 

（７）補助金 ③補助金：（ 有り ： 無し ） 金 額：（  294，000 円） 

（８）設置場所 
①単独槽と同じ場所に設置 

②別の場所に設置   

（９）工事で 

   苦労した点 
特に無し 

（１０）付帯工事 
（ 有 ： 無 ）  

有りの場合の内容：トイレ床張替、便器取り付け。 

（１１）工事期間 （ ８ ）日間 特記事項： 

転換事例 7 
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Ｎｏ．８ 【単独処理浄化槽 転換事例】  兵庫県 

事例 水質不良（悪化） 

（１）キッカケ 

    ～の流れ 

①キッカケ：浄化槽の駆動部の軸受けが破損し異臭が発生した。修理部品が廃盤で正規

の修理はできないが、ブロワーを使用した応急処置を行った。 

この浄化槽は、浄化槽法上、単独処理浄化槽であることを説明したことがキッカケとな

った。 

②導入経過： 

１）管理者がみた広報誌に環境問題が掲載され、合併処理浄化槽が載っていた。 

２）単独処理浄化槽の位置づけについて、管理者が知っていたこと。 

３）管理者がご近所のお付き合いを気にされる方で、浄化槽の放流水質が気になってい

たこと。 

４）次回点検時に浄化槽のカタログを要求された。 

５）保守点検時にカタログで合併処理浄化槽を説明。転換工事の見積を希望される。 

６）見積書持参時に、工事内容及び補助金の説明を行ったところ、転換工事を決心して

頂いた。 

③転換の決め手：保守点検契約している業者が、補助金の説明や工事内容を含めて、わ

かりやすく管理者に説明できたこと。 

④管理者の要望：工事の時にご近所に迷惑が掛からないようにしてほしい。 

⑤特に注意･苦労した点：見積内容の説明。 

⑥今後の改善点、案：近隣の管理者の方々へ、転換事例の提案を継続して行うこと。 

（２）環境保全 
①お客様の認識：（ 特に強い ： 強い ： 普通 ： あまり無い ： まったく無い ） 

特記事項： 

（３）転換前浄化槽 単独処理浄化槽（１０人槽） 

（４）転換後浄化槽 合併処理浄化槽（７人槽） 

（５）ポンプ槽 （ 付き ： 無し ） 

（６）排水先 
①宅内処理  ②道路側溝（ フタ： 有り 、 無し ） 

③用水路    ④その他（              ） 

（７）補助金 ③補助金：（ 有り ： 無し ） 金 額：（  500，000 円） 

（８）設置場所 ①単独槽と同じ場所に設置 

②別の場所に設置    

（９）工事で 

   苦労した点 
無し 

（１０）付帯工事 
（ 有 ： 無 ）  

有りの場合の内容：温水洗浄便座取り付け、外部手洗い場の新設。 

（１１）工事期間 （ １５ ）日間 特記事項： 

 

 

 

 

 

転換事例 8 
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単独処理浄化槽と同じ場所に合併処理浄化槽を設置した事例 

No. 写真 コメント 

１ 

    
 

・建築物と塀の間に設置した例 

２ 

    
 

・単独処理浄化槽設置場所 

・浄化槽設置場所の脇に設置され

ているコンクリートブロック

の一時撤去 

３ 

    
 

・新設配管の設置 

・１階と２階の排水管の接合 

・一時撤去したコンクリートブロ

ックの再設置 

写真事例_1 
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本事例集は、浄化槽整備による地域の水質改善及び生活環境保 上のメリ  等に関する直近 10年以内の文献

等を調査し、取りまとめました。これらの事例には、汲み取り イ や単独処理浄化槽を使用し雑排水を垂れ流すより、

浄化槽 合併処理浄化槽 を設置した方が環境に与える汚濁負荷は小さく、地域の河川等の水質が大きく改善される

ことが、わかりやすく記されています。したがって、生活環境の改善に浄化槽の普及が役立つことが、あらためて認識

していただけるものと考えております。 

また、ア ケ  を実施した事例では、単独処理浄化槽から浄化槽 合併処理浄化槽 へ転換を実施した多くの方が、

「転換してよかった」と感じており、転換によって地域環境へ貢献していること、あるいは高度な排水処理を選択してい

ることにより、社会的評価が高まるという期待感から転換の決断に繋がった可能性があるとの結果も示されています。

これらから、今後の単独転換推進へのヒ  を読み取ることもできます。 

本事例集をご覧いただくことで、多くの方々が浄化槽に関わり、調査研究や普及に向け、真摯に取り組んでいること

をご理解いただき、今後、さらなる浄化槽の適正普及に向けた、様々な啓発活動の参考となれば幸甚です。 

なお、掲載にあたっては主体・著者等のご了承をいただきました。ご協力に感謝します。 
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５．Web 上での閲覧を想定した事例集 

以上の資料の中から下記の表中の事例について、Web 上での閲覧も想定した内容 

  で取りまとめたものを「Ⅵ．添付資料 ３．」に示す。 
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Ⅳ．浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

１．浄化槽の海外展開に関する調査 

2022 年（令和４年）に海外に設置された浄化槽※について、当協会の会員 16 社に

調査を行った。2022年は 20ヶ国に小型浄化槽（50 人槽以下）5,173 基、中大型浄化

槽（51 人槽以上）313 基、合計で 5,486 基が設置された。2021 年以前の実績も加え

ると、51ヶ国で小型浄化槽（50人槽以下）48,325 基、中大型浄化槽（51人槽以上）

1,856 基、合計で 50,181 基が設置されている。設置実績の推移を図１．１に示す。

2015 年以降設置基数は急激な伸びを見せたが、2020 年は新型コロナ（COVID-19）の

影響もあり、減少した。しかし、浄化槽メーカや現地代理店等の尽力により一程度の

基数は確保されており、今後に期待が持てる結果となっている。なお、これまでに最

も多く設置された国は中国で、次がオーストラリア、さらにアメリカ、ベトナム、ミ

ャンマー等に多く設置されている。 

※2022年１～12月中に海外で設置されたもので、国内で生産し輸出した浄化槽（ノックダウン 

方式を含む）、および当協会の会員の海外工場で生産した浄化槽。 
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         西暦（年） 

※グラフ内の数値は累積の設置基数。括弧内は当該年の設置基数。 

図１．１ 浄化槽の海外設置実績の推移 

 

設置実績調査結果の詳細を、表１．１から表１．８および図１．２と図１．３に示

す（国名は 50音順）。 

また、2022年の海外設置による輸出・輸送・施工の総額はおよそ 14～28億円と推

定された（ノックダウン方式を含む国内で生産し輸出した浄化槽による事業の総額で、

海外で製造した浄化槽による事業は除く）。 
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設置基数

（基）

－ 2010 3 5人槽 住宅

－ 2011 4 　5人槽 住宅

－ 2012 3 　5人槽 住宅

－ 2013 3 　5人槽 住宅

－ 2014 25 5人槽 住宅

－ 2015 61 5～30人槽 住宅,寄宿舎

－ 2016 104 5～30人槽 住宅,寄宿舎

東海岸地域 2017 219 5～30人槽 住宅

－ 2018 181 5～30人槽 －

東部地域 2018 80 5～21人槽 －

東部地域 2019 478 5～21人槽 住宅,店舗

－ 2019 400 5～30人槽 住宅,店舗

－ 2019 2 23m3/日 住宅

－ 2020 809 5～30人槽 住宅,店舗

－ 2020 6 23m
3
/日 住宅,店舗

－ 2021 1,523 ～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2021 6 10m3/日以上 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 2,658 ～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 5 10m
3
/日以上 住宅,店舗 出荷数

ドバイ市 2017 1 30人槽 寄宿舎

アブダビ市 2017 2 50人槽 寄宿舎

－ 2022 1 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2017 1 600m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2018 3 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2019 4 20m3/日以上 住宅,事務所 受注

－ 2019 4 5人槽 住宅

－ 2020 18 5～10人槽 住宅

－ 2021 28 ～2m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 7 ～10m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

フィレンツェ市 2002 1 25人槽 ホテル 前処理RC

－ 2004 10 10人槽 住宅

－ 1983 1 25m3/日 工場

－ 2021 1 3,600m3/日 仮設

7 イラン テヘラン市 2018 1 5人槽 －

－ 2016 6 ～15m3/日 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2017 15 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2017 4 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2018 10 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2018 9 20m
3
/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2019 20 ～20m3/日 住宅,事務所 受注

－ 2019 16 20m
3
/日以上 住宅,事務所 受注

－ 2020 50 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 21 20m
3
/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2021 109 ～25m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 6 30m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 49 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 33 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 4 ～15m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 42 ～25m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 21 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 87 30m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

7,155 － － －

イタリア

国　　　名 州・県・市 設置年 規模 建築用途 備　考

アメリカ

イギリス

アラブ首長国

連邦

インド

No.

5

小計

3 アルジェリア

6 イラク

1

4

2

8

表１．１ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2022年 12月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の箇所は 2022年の実績 

 

 

 



 

- 78 - 

設置基数

（基）

－ 1982 1 20m
3
/日 工場

東カリマンタン州 1991 1 250m3/日 空港 RC製

ボゴール市 1993 5 5,6人槽 住宅 モデル設置

チレボン市 1996 1 4.3m3/日 事務所 モデル設置

ジャカルタ市 2011 4 5,7人槽 住宅 モデル設置

ジャカルタ市 2012 1 15m3/日 共同住宅 モデル設置

ジャカルタ市 2013 1 　5人槽 －

スマラン市 2013 1 71m
3
/日 工場

ダナン市 2015 1 5人槽 事務所

メダン市 2016 2 7人槽 － JICA

－ 2016 62 ～20m3/日 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2016 34 20m3/日以上 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2017 42 ～20m3/日 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2017 30 20m
3
/日以上 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2018 62 ～20m3/日 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2018 22 20m
3
/日以上 商業施設，事務所，工場，病院

－ 2018 1 2,725m3/日 LNGプラントキャンプ

－ 2019 108 ～20m
3
/日 住宅,事務所 受注

－ 2019 38 20m3/日以上 住宅,事務所 受注

－ 2020 48 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 18 20m
3
/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2021 13 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 15 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 17 ～15m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 13 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

10 エジプト － 1986 1 10m3/日 工場

－ 2010 18 　5人槽 住宅

－ 2011 29 　5人槽 住宅

－ 2012 33 　5人槽 住宅

－ 2013 35 　5人槽 住宅

－ 2014 361 　5～50人槽 住宅,寄宿舎,工場

ブリスベーン市 2014 4 5,7人槽 住宅

－ 2014 2 50m
3
/日 空港

メルボルン市 2014 4 50人槽 共同住宅,工場

シドニー市 2014 1 50人槽 共同住宅

－ 2015 429 5～30人槽 住宅,寄宿舎,キャンプ場

－ 2015 2 51人槽 キャンプ場,サービスエリア

ブリスベン市 2015 14 25,50人槽 住宅,事務所

－ 2016 456 5～30人槽 住宅,寄宿舎

－ 2016 9 25,50人槽 住宅,事務所 受注

－ 2016 1 51人槽 キャンプ場

－ 2016 1 100人槽 キャンプ場／学校

－ 2017 537 5人槽

－ 2017 12 7人槽 受注

ｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州ほか 2017 21 21,30人槽 寄宿舎

ｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州ほか 2017 10 18～50人槽 事務所等 受注

ｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州ほか 2017 2 100人槽 寄宿舎,サービスエリア

－ 2018 589 5,21人槽 －

ｸｲｰﾝｽﾞﾗﾝﾄﾞ州ほか 2018 9 25～50人槽 事務所等 受注

西ｵｰｽﾄﾗﾘｱ州ほか 2018 4 ～100m
3
/日 事務所等 受注

－ 2019 973 5～30人槽 住宅,店舗

－ 2019 23 25～50人槽 事務所等 受注

4,121 － － －

No.

住宅

小計

国　　　名 州・県・市 設置年 規　模 建築用途 備　考

9 インドネシア

11 オーストラリア

表１．２ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2022年 12月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の箇所は 2022年の実績 
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設置基数

（基）

ﾆｭｰｻｳｽｳｴｰﾙｽﾞ州 2019 2 10m
3
/日 キャンプ場

北部準州 2019 7 20m3/日 キャンプ場

－ 2019 1 ～100m
3
/日 事務所等 受注

－ 2020 970 5～30人槽 住宅,店舗

－ 2020 6 20,23m3/日 住宅,店舗

－ 2020 11 25～50人槽 事務所等 受注

－ 2020 5 ～100m3/日 事務所等 受注

－ 2021 6 25～50人槽 事務所等 受注

－ 2021 4 ～100m
3
/日 事務所等 受注

－ 2021 1,475 ～10m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2021 1 10m3/日以上 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 1,801 ～10m3/日 住宅,店舗,事務所等 出荷数

－ 2022 3 10m3/日以上 住宅,店舗,工場,事務所 出荷数

マスカット市 2015 21 5,7人槽 住宅

マスカット市 2017 11 5,7人槽 住宅

マスカット市 2018 10 5人槽 －

マスカット市 2019 10 5人槽 住宅

－ 2019 33 5～50人槽 住宅,事務所等

－ 2020 59 5～50人槽 住宅,事務所等 受注

－ 2021 60 5～10人槽 住宅 受注

－ 2022 39 5～50人槽 住宅,事務所等 出荷数

13 韓国 － 1994 1 40m3/日 処理施設

エーゲ海諸島 2001 6 5人槽 公衆トイレ

－ 2005 4 5,7人槽 住宅

15 クウェート － 2021 2 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

16 グレナダ ゴーブ地区 2010 1 5.95m3/日 水産加工施設

ナイロビ市 2012 5 5人槽 住宅

ナイロビ市 2014 48 5人槽 住宅

－ 2015 4 5,30人槽 住宅

－ 2016 2 5,30人槽 住宅

ナイロビ市ほか 2017 25 5,7人槽 住宅

－ 2017 1 25人槽 住宅

－ 2017 5 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2017 1 60m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

ナイロビ市 2018 12 5人槽 住宅

ナイロビ市 2018 1 25人槽 －

－ 2018 1 30人槽 －

ナイロビ市ほか 2019 9 5,10,25人槽 住宅

－ 2019 14 18～50人槽 住宅

－ 2019 4 ～100m3/日 事務所等

ナイロビ市 2020 4 5,30人槽 住宅,店舗

－ 2020 6 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 8 5～50人槽 住宅,事務所等 受注

－ 2021 3 14～50人槽 事務所等 受注

－ 2021 2 ～50m3/日 事務所等 受注

－ 2022 14 5人槽 住宅 出荷数

18 コスタリカ － 2008 2 5人槽 住宅

ラービグ市 2007 1 － － 受注

－ 2015 1 10人槽 住宅

－ 2018 1 5人槽 －

リヤド市 2019 4 7～14人槽 住宅

20 シリア・アラブ バニアス 1988 1 19m3/日 工場

4,728 － － －

建築用途 備　考

17 ケニア

小計

19 サウジアラビア

No. 国　　　名 州・県・市 設置年 規　模

14 ギリシャ

11 オーストラリア

12 オマーン

表１．３ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2022年 12月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の箇所は 2022年の実績 
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設置基数

（基）

－ 1980 1 30m
3
/日 －

－ 1981 1 40m3/日 －

－ 2017 1 20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2019 1 20m3/日以上 住宅,事務所

－ 2010 3 5,7,10人槽 ダム建設現場

－ 2017 98 5,7,10人槽 住宅 受注

－ 2017 3 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

コロンボ市 2018 30 5,10人槽 住宅 受注

コロンボ市ほか 2018 4 18～50人槽 事務所等 受注

－ 2018 2 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2018 10 20m3/日以上
大学,住宅,公共・商業施設，

工場,事務所

－ 2019 54 5～50人槽 住宅,事務所等 受注

コロンボ市ほか 2019 4 5～25人槽 住宅,工場

2019 22 1,2m3/日 住宅 受注

－ 2019 9 ～20m3/日 住宅 受注

－ 2019 3 20m3/日以上 住宅 受注

コロンボ市 2020 2 7,10人槽 住宅

－ 2020 18 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 16 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 5 14～50人槽 事務所等 受注

－ 2021 20 5～10人槽 住宅 受注

－ 2021 5 14～50人槽 事務所等 受注

－ 2021 3 ～25m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 27 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 33 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 5 ～10m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 50 ～10m
3
/日 住宅,店舗,事務所等 出荷数

－ 2022 14 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 74 ～25m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 30 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2015 1 20m3/日 工場

バンコク市 2015 2 26,130m3/日 工場

－ 2022 1 60m3/日 工場 出荷数

24 タンザニア ザンジバル 2019 1 20m3/日 漁港 受注

北京市 1986 1 30m3/日 ゴルフ場

無錫市 1996 1 6m3/日 工場

無錫市 1997 1 6m
3
/日 ホテル モデル設置

北京,武漢,義鳥,重

慶,桂林の各市
1998 19 10～30人槽 共同住宅,事務所,ホテルほか モデル設置

山東省 2001 1 7m3/日 工場

2001 1 20m
3
/日 工場

2001 2 10人槽 工場

深セン市 2001 3 10人槽 別荘

2001 2 10人槽 住宅 JICA

2001 2 100人槽 集合住宅 JICA

大連市 2002 1 35m3/日 ホテル

香港 2002 1 10人槽 住宅

旅順口区 2002 1 10人槽 別荘

大連市 2002 1 200m3/日 工場 RC製

太湖 2002 4 100人槽 集合住宅 JICA

上海市 2012 4 5～10人槽 住宅 モデル設置

江蘇省 2012 2 50人槽 住宅 モデル設置

安徽省 2012 1 　　　5人槽 住宅,事務所

601 － － －小計

備　考No. 国　　　名 州・県・市 規　模 建築用途設置年

21 シンガポール

22 スリランカ

25 中国

23 タイ

大連市

貴州省

表１．４ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2022年 12月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の箇所は 2022年の実績 
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設置基数

（基）

貴州省 2013 1 　　 10人槽 工場

江蘇省 2013 1 　　 10人槽 工場

大連市 2013 8 　　　5人槽 住宅

常熟市 2014 54 　　　5人槽 住宅 モデル設置

遼寧省栄口市 2015 2 5人槽 住宅,事務所 モデル設置

江蘇省 2015 39 　　　5人槽 住宅

－ 2015 562 5～21人槽 住宅 受注,モデル設置

－ 2016 2,316 5人槽 住宅 受注,モデル設置

－ 2016 3 10～40人槽 －

江蘇省 2016 42 5,14人槽 住宅

上海 2016 1 21人槽 －

2017 4,923 5,7,10人槽

2017 190 14～50人槽 住宅 受注

上海ほか 2018 7,443 5人槽 住宅 受注,ノックダウン

天津市 2018 1 10人槽 住宅

－ 2018 1,620 14～50人槽 住宅 受注,ノックダウン

江蘇省 2019 2 30人槽 住宅

－ 2019 5,904 5～50人槽 住宅 受注,ノックダウン

－ 2020 3,087 5～50人槽 住宅 受注,ノックダウン

－ 2021 3,050 5人槽 住宅 受注,ノックダウン

－ 2021 752 14～50人槽 住宅 受注,ノックダウン

香港・各地 2022 275 5～50人槽 住宅・事務所 出荷,ノックダウン

－ 2022 8 30,50m3/日 住宅 出荷,ノックダウン

台北市 1981 1 120m3/日 －

－ 1990 1 － 研究施設

北西部地域 2018 8 5,7人槽 －

北西部地域 2019 64 5,7人槽 住宅

北西部地域 2020 76 5,7人槽 住宅

－ 2021 108 ～2m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 114 ～2m3/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2009 9 1.4,2m3/日 －

－ 2010 6 5,7m3/日 －

－ 2010 1 30人槽 工場

－ 2018 2 20m
3
/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 1 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2022 2 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

イスラマバード市 2018 3 5人槽 －

－ 2018 1 25人槽 －

－ 2022 1 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

31 パナマ パナマ市 2016 1 150m3/日 病院 JICA

32 パプアニューギニア ラエ市 2021 1 ～50m
3
/日 空港ターミナル ODA案件

－ 2017 6 ～50人槽 住宅,店舗 受注

－ 2019 2 18～50人槽 事務所等 受注

－ 2019 1 ～50m3/日 事務所等 受注

－ 2020 4 14～50人槽 事務所等 受注

－ 2020 2 ～50m3/日 事務所等 受注

－ 2021 1 5～10人槽 事務所等 受注

－ 2022 4 21人槽 事務所等 出荷数

34 パレスチナ ガザ市 1999 1 5人槽 学校 モデル設置

35 ハンガリー セントキライ村 2017 3 7人槽 住宅 環境省事業

30,708 － － －

備　考

27 ドイツ

29 ネパール

30 パキスタン

33

規　模 建築用途国　　　名 州・県・市 設置年

26 台湾

28 ナイジェリア

江蘇省,貴州省他
25 中国

No.

パラオ

小計

表１．５ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2022年 12月末まで） 
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設置基数

（基）

－ 2019 4 ～20m
3
/日 住宅,事務所 受注

－ 2021 16 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 13 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 2 ～15m3/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 11 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 1989 1 15m
3
/日 事務所

ブトゥアン市 2015 2 7,14人槽 事務所

－ 2015 4 21～40人槽 寄宿舎,バス・空港ﾀｰﾐﾅﾙ

ボホール市 2016 1 100人槽 旧庁舎

マニラ、ダバオ市 2019 14 7,25人槽 住宅,店舗

マニラ市 2020 7 25人槽 住宅,店舗

－ 2021 2 2～10m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2021 2 10m
3
/日以上 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 7 ～10m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2022 1 10m3/日以上 住宅,店舗 出荷数

－ 2013 320
25～1,000

m
3
/日

病院

ハノイ市 2011 480 　　　5人槽 住宅

ハノイ市 2012 1 5m3/日 工場 モデル設置

－ 2013 3 1～6m3/日 －

ハノイ市 2014 80 　5人槽 住宅

ハノイ市 2014 1 　100人槽 幼稚園 経産省事業

－ 2014 26 5～21人槽 病院

－ 2014 1 10m
3
/日 病院

－ 2014 2 25～200m3/日 病院

－ 2014 33 25～800m3/日 病院

－ 2015 11 25～500m
3
/日 病院

ハノイ市 2015 11 5～35人槽 住宅,寄宿舎

ホーチミン市 2015 1 40人槽 工場

－ 2015 9 7～50人槽 病院

－ 2015 58 25～800m3/日 病院,工場

ハノイ市 2016 1 5人槽 展示会用 モデル設置

2016 2 21,30人槽 寄宿舎

2016 2 51,75人槽 寄宿舎,学校

－ 2016 23 25～500m3/日 病院,工場 受注

ハノイ市 2017 30 7人槽 住宅

－ 2017 14 10人槽 病院,事務所 受注

2017 9 18～50人槽 住宅,事務所,工場等 受注

2017 2 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

2017 16 ～500m
3
/日 病院 受注

ハノイ市,ホーチミ

ン市
2018 15 5,7人槽 －

－ 2018 22 10人槽 病院,事務所 受注

ハノイ市,ホーチミ

ン市ほか
2018 8 14～50人槽 病院等 受注

ハノイ市,ホーチミ

ン市
2018 2 12,30m

3
/日 工場

ハノイ市ほか 2018 33 ～500m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

ホーチミン市 2019 8 5,7,10人槽 住宅

－ 2019 45 10人槽 病院,事務所 受注

ハノイ市 2019 1 30人槽 病院 受注

ハノイ市 2019 3 20,100m
3
/日 工場､病院

－ 2019 8 ～500m3/日 病院 受注

1,368 － － －小計

州・県・市 設置年

ホーチミン市

ハノイ市,ホーチミ

ン市ほか

36 バングラディシュ

37 フィリピン

38 ベトナム

備　考規　模国　　　名No. 建築用途

表１．６ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2022年 12月末まで） 
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設置基数

（基）

ハノイ市,ホーチミ

ン市,ニンビン省
2020 12 5～30人槽 住宅,店舗

ハノイ市,ホーチミ

ン市,ニンビン省
2020 1 20m

3
/日 住宅,店舗

－ 2020 20 14～50人槽 病院,事務所 受注

－ 2020 11 ～500m3/日 病院 受注

クアンビン省 2021 2 25人槽 事業所

－ 2021 17 14～50人槽 工場,事務所 受注

－ 2021 4 ～10m
3
/日 住宅,店舗 出荷数

－ 2021 2 10m3/日以上 住宅,店舗 出荷数

ハノイ市,各地 2022 108 ～10m3/日 住宅,店舗,工場,事務所 出荷数

－ 2022 2 10m3/日以上 住宅,店舗,工場 出荷数

39 ホンジュラス － 2011 1 35人槽 託児所

40 マリ バマコ市 2012 1 30人槽 工場

41 マレーシア クアランプール市 2006 1 25人槽 工場 モデル設置

－ 2011 2 30人槽 －

－ 2013 1 30人槽 工場

－ 2013 2 50人槽 －

－ 2014 12 14～50人槽 住宅

－ 2015 3 14,30人槽 寄宿舎

－ 2016 8 14～50人槽 共同住宅,寄宿舎

－ 2017 11 14～50人槽 寄宿舎

－ 2018 2 18人槽 －

ケープタウン市 2018 4 25,30人槽 －

2014 25 10～50人槽 共同住宅,工場,ホテル

2014 5 10～50m3/日 ホテル,マンション,商業施設

2014 12 20～150m
3
/日 共同住宅,マンション,工場,病院

ヤンゴン市 2015 1 18人槽 ホテル

－ 2015 12 10人槽 住宅

－ 2015 47 21～40人槽 ホテル

－ 2015 16
12.5～100

m3/日
ホテル

ヤンゴン市 2016 2 5,10人槽 住宅,事務所

－ 2016 36 10～50人槽 住宅,事務所,ホテル 受注

－ 2016 15 15～200m3/日 ホテル 受注

－ 2016 10 ～15m3/日 商業施設,事務所,工場,病院

－ 2016 3 20m3/日以上 商業施設,事務所,工場,病院

ヤンゴン市他 2017 74 10～50人槽 住宅,工場,事務所,ホテル 受注

－ 2017 37 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

－ 2017 9 20m
3
/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

－ 2017 20 15～200m
3
/日 ホテル,マンション 受注

ヤンゴン市ほか 2018 152 5～50人槽 住宅,病院等 受注

－ 2018 42 ～20m3/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

－ 2018 22 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所 受注

ヤンゴン市 2019 3 5,14人槽 住宅,作業所

－ 2019 93 5～10人槽 住宅 受注

－ 2019 62 18～50人槽 事務所,ホテル 受注

ヤンゴン市 2019 1 50人槽 住宅 受注

－ 2019 24 ～20m
3
/日 住宅,事務所

－ 2019 10 20m3/日以上 住宅,事務所

－ 2019 26
15～200

m3/日
ホテル,マンション 受注

986 － － －

ベトナム

No. 国　　　名 州・県・市 規　模 建築用途 備　考設置年

42 南アフリカ

小計

43 ミャンマー

ヤンゴン市

38

表１．７ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2022年 12月末まで） 
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設置基数

（基）

－ 2020 16 ～20m
3
/日 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 17 20m3/日以上 住宅,公共・商業施設，工場,事務所

－ 2020 118 5～50人槽 住宅,事務所,ホテル 受注

－ 2020 10 15～200m3/日 ホテル,マンション 受注

－ 2021 21 ～15m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 6 20m
3
/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2021 10 18～50人槽 事務所,ホテル 受注

－ 2021 4 15～200m
3
/日 ホテル,マンション 受注

－ 2022 20 5～50人槽 住宅,事務所,ホテル 出荷数

－ 2022 39 ～15m
3
/日 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2022 10 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

－ 2011 1 　　 10人槽 工場

－ 2012 1 　　　5人槽 住宅

－ 2014 4 14～35人槽 住宅

－ 2016 3 18～35人槽 寄宿舎

－ 2017 3 18,30人槽 工場,寄宿舎

－ 2019 3 14,18人槽 住宅,寄宿舎

45 モザンピーク － 2011 1 30人槽 ショールーム

46 モーリシャス － 2016 1 5人槽 住宅

－ 2017 5 5～25人槽 住宅

アンマン市 2018 1 5人槽 －

ビエンチャン市 2016 1 10人槽 空港 JICA

ビエンチャン市 2016 1 200m3/日 空港 JICA

ビエンチャン市 2017 1 50m
3
/日 空港 JICA

ビエンチャン市 2019 2 2,60m
3
/日 病院 受注

－ 2022 1 20m3/日以上 住宅,オフィス,公共・商業施設，工場等

ミスラタ市 1981 2 30,80m3/日 工場

－ 1981 1 242m3/日 工場

－ 2002 2 5人槽 住宅

－ 2003 9 5,10人槽 住宅

－ 2004 13 5人槽 住宅

－ 2005 28 5,10人槽 住宅

－ 2006 27 5,10人槽 住宅

－ 2007 34 5,10人槽 住宅

－ 2008 45 5,10人槽 住宅

－ 2009 51 5,10人槽 住宅

51 ロシア連邦 ナホトカ市 1991 2 10人槽 住宅 モデル設置

514 － － －

50,181

備　考

44 メキシコ

47 ヨルダン

43 ミャンマー

No. 国　　　名 州・県・市 設置年 規　模 建築用途

49 リビア

50 ルーマニア

小計

総計 　－

48 ラオス

表１．８ 浄化槽の海外設置実績調査結果（2022年 12月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※緑色の箇所は 2022年の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 85 - 

図
１
．
２
浄
化
槽
海
外
設
置
実
績

20
22

.1
2末
ま
で

(一
社

)浄
化
槽
 
 
テ
ム
協
会
調
べ

ベ
 
ナ
ム

小
型

93
0基
，
中
大
型

53
0
基

オ
 
 
 
 
リ
ア
小
型

7,
83

2基
，
中
大
型

39
基

イ
 
ド
ネ
 
ア

小
型

20
0基
，
中
大
型

34
1基

米
国
小
型

6,
55

1基
，
中
大
型

19
基

ギ
リ
 
ャ

小
型

10
基

ロ
 
ア

小
型

2基

韓
国

中
大
型

1基

メ
キ
 
 
小
型

15
基

ケ
ニ
ア
小
型

15
7基

中
大
型

12
基

ﾎ
ﾝ
ｼ
ﾞｭ
ﾗ
ｽ
小
型

1基

 
 
タ
リ
カ

小
型

2基

ﾀ
ﾝ
ｻ
ﾞﾆ
ｱ
中
大
型

1基

 
 
 
 
ア

小
型

1基

ｼ
ﾝ
ｶ
ﾞﾎ
ﾟｰ
ﾙ

中
大
型

4
基

フ
ィ
リ
ピ
 

小
型

36
基

中
大
型

5基

南
ア
フ
リ
カ
小
型

45
基

 
リ
小
型

1基

台
湾
小
型

1基
，
中
大
型

1基

ﾅ
ｲ
ｼ
ﾞｪ
ﾘ
ｱ
小
型

16
基

リ
ビ
ア

中
大
型

3基

ﾊ
ﾟﾚ
ｽ
ﾁ
ﾅ
小
型

1基

 
リ
ア

中
大
型

1基

イ
 
 

中
大
型

2基

オ
 
 
 
小
型

24
3基

注
 
小
型
浄
化
槽
 5

0人
槽
以
下
 ：

48
,3

25
基

中
大
型
浄
化
槽
 
51
人
槽
以
上
 ：

1,
85

6基
計

50
,1

81
基

(一
社

)浄
化
槽
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
協
会
員
が

20
22
年
末
ま
で
に

海
外
 5

1ヶ
国
 に
設
置
し
た
浄
化
槽
の
基
数

※
黄
色
は

10
0基
以
上
設
置
し
た
国

ミ
ャ
 
 
 
小
型

75
6基
，
中
大
型

27
4
基

タ
イ

中
大
型

4基

エ
ジ
 
 
小
型

1基

ｻ
ｳ
ｼ
ﾞｱ
ﾗ
ﾋ
ﾞｱ
小
型

6基
中
大
型

1基

ア
 
ブ

小
型

3基
中
大
型

1基

中
国
小
型

30
,3

14
基
，
中
大
型

18
基

パ
キ
 
タ
 
小
型

4基
中
大
型

1基

パ
ナ
 

中
大
型

1基

グ
 
ナ
ダ

小
型

1基

ﾓ
ｰ
ﾘ
ｼ
ｬ
ｽ
小
型

1基

 
オ
 
小
型

2基
，
中
大
型

4基

ｽ
ﾘ
ﾗ
ﾝ
ｶ
小
型

37
0基

中
大
型

17
4基

ア
ル
ジ
ェ
リ
ア

中
大
型

8基

パ
 
オ
小
型

17
基
，
中
大
型

3基

ハ
 
ガ
リ
 
小
型

3基

ル
 
 
ニ
ア
小
型

20
9基

イ
タ
リ
ア

小
型

11
基

ヨ
ル
ダ
 

小
型

6基

イ
 
 

小
型

1基

ド
イ
ツ

小
型

37
0基

ﾊ
ﾞﾝ
ｸ
ﾞﾗ
ﾃ
ﾞｨ
ｼ
ｭ
小
型

22
基
，
中
大
型

24
基

イ
 
ド
小
型

12
3基
，
中
大
型

37
9基

イ
ギ
リ
 

小
型

57
基

ﾓ
ｻ
ﾞﾝ
ﾋ
ﾞ-
ｸ
小
型

1基

ネ
パ
 
ル
小
型

1基
,中
大
型

4基

 
ウ
ェ
 
 
小
型

2基

パ
 
ア
ニ
 
 
ギ
ニ
ア

中
大
型
１
基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 86 - 

図
１
．
３
浄
化
槽
海
外
設
置
実
績
 
２
０
基
以
上
 

2
0
2
2
.1

2
末
ま
で

(一
社

)浄
化
槽
 
 
テ
ム
協
会
調
べ

ベ
 
ナ
ム
小
型

93
0基

,中
大
型

53
0基

オ
 
 
 
 
リ
ア
小
型

7
,8

3
2基

,中
大
型

3
9
基

イ
 
ド
ネ
 
ア

小
型

2
0
0
基

,中
大
型

3
4
1
基

米
国
小
型

6
,5

5
1基

,中
大
型

1
9
基

ケ
ニ
ア

小
型

1
5
7
基

中
大
型

1
2
基

フ
ィ
リ
ピ
 
小
型

3
6
基

中
大
型

5基

南
ア
フ
リ
カ
小
型

4
5
基

オ
 
 
 

小
型

2
4
3
基

※
(一
社

)浄
化
槽
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
協
会
員
が

2
0
2
1
年
末
ま
で
に
浄
化
槽
を

2
0
基
以
上
設
置
し
た
国
 1

5
ヶ
国
 
の
設
置
基
数

ミ
ャ
 
 
 
小
型

7
5
6
基

,中
大
型

2
7
4
基

中
国

小
型

3
0
,3

1
4基
，
中
大
型

1
8
基

ｽ
ﾘ
ﾗ
ﾝ
ｶ

小
型

3
7
0
基

中
大
型

1
7
4
基

ル
 
 
ニ
ア
小
型

2
0
9
基

ド
イ
ツ

小
型

3
7
0
基

イ
 
ド

小
型

1
2
3
基

,中
大
型

3
7
9
基

イ
ギ
リ
 

小
型

5
7
基

バ
 
グ
 
デ
ィ
 
 

小
型

2
2
基

中
大
型

2
4
基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 87 - 

２.浄化槽関連企業による海外向け普及促進の取組に関する調査  

   2022年に海外で当協会の会員 16社が行った普及促進に関する取組（FS調査や開催

あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展示会など）について、時期及び内容

を調査した。2021 年以前の調査結果とあわせて表２．１から表２．５に示す。 

   なお、掲載は歴年順で、各年の中では国名のアイウエオ順としている。また、主体

は次の内容とした。 

  

※「主体」の内容 

日本国環境省･･･環境省が実施する事業において会員企業が実施、参画したケ 

ース 

    JICA      ･･･(独)国際協力機構が実施する事業において会員企業が実施、

参画したケース 

JSA      ･･･(一社)浄化槽システム協会が実施する事業において会員企業 

が実施、参画したケース 

        自社      ･･･会員企業が自ら、あるいは代理店等と実施、参画したケース 
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

1
日
本

大
阪

2
0
0
3

展
示
会

第
3
回
世
界
水
フ
ォ
 
 
ム

日
本
国
環
境
省

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

2
メ
キ
 
 

メ
キ
 
 
 
テ
ィ

2
0
0
5

展
示
会

第
4
回
世
界
水
フ
ォ
 
 
ム

日
本
国
環
境
省

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

3
日
本

大
分

2
0
0
7

展
示
会

第
1
回
ア
ジ
ア
・
太
平
洋
水
サ
ミ
 

 
日
本
国
環
境
省

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

4
中
国

北
京

2
0
1
0

展
示
会

中
国
緑
色
産
業
和
緑
色
経
済
高

科
技
国
際
博
覧
会

自
社

日
本
独
自
の
農
村
分
散
型
汚
水
処
理
 
 
テ
ム
向
け
技
術
と
し
て
浄
化

槽
を
P
R

5
イ
 
ド
ネ
 
ア

ジ
ャ
カ
ル
タ

2
0
1
1

F
S
調
査

イ
 
ド
ネ
 
ア
ジ
ャ
カ
ル
タ
特
別
州

浄
化
槽
試
験
設
置
に
よ
る
水
質

改
善

日
本
国
環
境
省

日
本
式
浄
化
槽
を
戸
建
住
宅
や
公
団
住
宅
に
設
置
し
、
水
 
、
放
流
水

質
、
汚
泥
発
生
 
等
の
推
移
を
モ
ニ
タ
リ
 
グ
調
査

6
中
国

上
海

2
0
1
1

展
示
会

I-
F
A
T
 C

h
in

a
自
社

日
本
独
自
の
農
村
分
散
型
汚
水
処
理
 
 
テ
ム
向
け
技
術
と
し
て
浄
化

槽
を
P
R

7
中
国

北
京

2
0
1
1

展
示
会

北
京
水
博
覧
会

自
社

日
本
独
自
の
農
村
分
散
型
汚
水
処
理
 
 
テ
ム
向
け
技
術
と
し
て
浄
化

槽
を
P
R

8
中
国

常
熟

2
0
1
1

ワ
 
 
 
ョ
 
 
日
中
分
散
型
汚
水
処
理
ワ
 
 

 
ョ
 
 

J
IC

A
日
中
両
国
の
分
散
型
汚
水
処
理
技
術
に
関
す
る
会
議
及
び
現
地
視
察

9
中
国

上
海
、
北
京
等

2
0
1
2

F
S
調
査

平
成
2
4
年
度
し
尿
処
理
 
 
テ

ム
国
際
普
及
推
進
業
務

日
本
国
環
境
省

中
国
の
研
究
機
関
、
汚
水
処
理
メ
 
カ
 
を
訪
問
し
、
中
国
に
お
け
る
分

散
処
理
の
最
新
情
報
を
入
手
し
、
日
本
の
浄
化
槽
の
中
国
へ
の
適
用
可

能
性
を
探
る
と
も
に
、
浄
化
槽
技
術
仕
様
書
に
関
す
る
意
見
を
収
集

1
0

日
本

東
京

2
0
1
3

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
1
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

オ
 
サ
イ
 
汚
水
処
理
の
政
策
や
行
政
と
し
て
の
取
り
組
み
と
課
題
、
分

散
型
汚
水
処
理
の
制
度
や
規
格
に
つ
い
て
発
表
・
意
見
交
換

1
1

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
3

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ベ
 
ナ
ム
の
排
水
処
理
や
汚
泥

の
 
ネ
 
ジ
メ
 
 
に
関
す
る

ワ
 
 
 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

両
国
の
事
例
発
表
を
通
じ
て
、
ベ
 
ナ
ム
に
お
け
る
排
水
処
理
や
汚
泥
処

理
の
現
状
と
今
後
の
課
題
に
つ
い
て
議
論
。

1
2

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
3

展
示
会

M
ya

n
W

at
e
r2

0
1
3

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

1
3

タ
イ

バ
 
 
 

2
0
1
4

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
2
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

オ
 
サ
イ
 
汚
水
処
理
の
政
策
や
行
政
と
し
て
の
取
り
組
み
と
課
題
、
分

散
型
汚
水
処
理
の
制
度
や
規
格
に
つ
い
て
発
表
・
意
見
交
換

1
4

日
本

埼
玉

2
0
1
4

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

1
5

日
本

東
京

2
0
1
4

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
3
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

1
6

フ
 
 
 

リ
 
ル

2
0
1
4

展
示
会

フ
 
 
 
の
浄
化
槽
業
界

自
社

フ
 
 
 
国
内
で
販
売
さ
れ
て
い
る
小
規
模
汚
水
処
理
 
 
 
 
の
展
示

会
に
出
展

1
7

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
4

展
示
会

M
ya

n
W

at
e
r2

0
1
4

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

1
8

日
本

埼
玉

2
0
1
5

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

1
9

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
5

展
示
会

M
ya

n
W

at
e
r2

0
1
5

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

2
0

モ
 
ゴ
ル

ウ
 
 
バ
 
 
ル

2
0
1
5

セ
ミ
ナ
 

水
環
境
対
策
日
蒙
セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

浄
化
槽
の
法
体
系
や
管
理
体
制
、
技
術
の
紹
介
と
意
見
交
換

2
1
イ
 
ド
ネ
 
ア

ジ
ャ
カ
ル
タ

2
0
1
6

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
4
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

2
2

日
本

埼
玉

2
0
1
6

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

１
）
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

2
3

ハ
 
ガ
リ
 

ブ
ダ
ペ
 
 

2
0
1
6

ワ
 
 
 
ョ
 
 
中
東
欧
地
域
に
お
け
る
分
散
型

生
活
排
水
処
理
 
 
テ
ム
普
及

推
進
業
務

日
本
国
環
境
省

中
東
欧
地
域
環
境
セ
 
タ
 
を
通
じ
て
日
本
の
浄
化
槽
の
中
東
欧
に
お

け
る
普
及
可
能
性
に
つ
い
て
照
会
が
あ
り
、
浄
化
槽
の
歴
史
、
法
制
度
、

技
術
な
ど
に
つ
い
て
の
情
報
を
発
信

2
4

 
 
 
 
ア

－
2
0
1
6

F
S
調
査

 
 
 
 
ア
に
お
け
る
浄
化
槽
整

備
に
よ
る
生
活
排
水
処
理
事
業

日
本
国
環
境
省

 
 
 
 
ア
で
の
浄
化
槽
実
証
実
験

2
5

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
6

展
示
会

M
ya

n
W

at
e
r2

0
1
6

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

2
6

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
6

F
S
調
査

適
正
技
術
と
し
て
浄
化
槽
を
用
い

た
水
環
境
改
善
事
業
案
件
化
調

査
J
IC

A
左
記
モ
デ
ル
事
業
向
け
に
浄
化
槽
を
提
供

2
7

ル
 
 
ニ
ア

ブ
カ
 
 
 

2
0
1
6

ワ
 
 
 
ョ
 
 
中
東
欧
地
域
に
お
け
る
分
散
型

生
活
排
水
処
理
 
 
テ
ム
普
及

推
進
業
務

日
本
国
環
境
省

中
東
欧
地
域
環
境
セ
 
タ
 
を
通
じ
て
日
本
の
浄
化
槽
の
中
東
欧
に
お

け
る
普
及
可
能
性
に
つ
い
て
照
会
が
あ
り
、
浄
化
槽
の
歴
史
、
法
制
度
、

技
術
な
ど
に
つ
い
て
の
情
報
を
発
信

2
8

イ
 
 

テ
ヘ
 
 

2
0
1
7

セ
ミ
ナ
 

日
イ
 
 
テ
 
ニ
カ
ル
セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

浄
化
槽
の
法
体
系
や
管
理
体
制
、
技
術
の
紹
介
と
意
見
交
換

2
9

日
本

神
奈
川

2
0
1
7

展
示
会

Ａ
Ｄ
Ｂ
年
次
総
会
展
示

Ｊ
Ｓ
Ａ

浄
化
槽
の
実
大
カ
 
 
モ
デ
ル
や
ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
、
パ
ネ
ル
等
を
用

い
、
ア
ジ
ア
各
国
を
中
心
に
世
界
1
0
1
ヶ
国
に
向
け
浄
化
槽
を
Ｐ
Ｒ

3
0

日
本

埼
玉

2
0
1
7

工
場
見
学

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

3
1

ハ
 
ガ
リ
 

セ
 
 
キ
 
イ

2
0
1
7

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を

含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推

進
化
事
業

日
本
国
環
境
省

ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を
含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推
進
化
事

業
実
施
に
伴
う
、
現
地
講
習
会
お
よ
び
ワ
 
 
 
ョ
 
 

3
2

ベ
 
ナ
ム

ホ
 
 
ミ
 

2
0
1
7

展
示
会

浄
化
槽
ミ
ニ
 
 
 
ア
展
示

自
社

浄
化
槽
の
商
品
説
明

3
3

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
7

展
示
会

浄
化
槽
ミ
ニ
 
 
 
ア
展
示

自
社

浄
化
槽
の
商
品
説
明

3
4

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
7

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
5
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

3
5
モ
ザ
 
ビ
 
 

 
 
 

2
0
1
7

セ
ミ
ナ
 

T
IC
A
D
閣
僚
会
合
サ
イ
ド
イ
ベ
 

 
「
ア
フ
リ
カ
の
き
れ
い
な
街
 

 
 
 
フ
ォ
 
ム
」

日
本
国
環
境
省

2
0
3
0
年
ま
で
に
、
ア
フ
リ
カ
諸
国
が
き
れ
い
な
街
と
健
康
な
暮
ら
し
を
実
現

し
、
廃
棄
物
管
理
に
関
す
る
S
D
G
sを
達
成
を
目
標
と
す
る
セ
ミ
ナ
 
参
画

3
6

イ
 
ド

イ
 
ド
 
ル

2
0
1
8

フ
ォ
 
 
ム

E
ig

h
th

 r
e
gi

o
n
al

 3
R
 f

o
ru

m
 i
n

A
si
a 
an
d　
th
e
 p
ac
if
ic

日
本
国
環
境
省

各
国
に
お
け
る
3
R
 
ロ
ジ
ェ
 
 
実
施
へ
の
支
援
の
促
進
、
３
Ｒ
推
進
に
役

立
つ
情
報
の
共
有
、
関
係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
化
等
を
進
め
る
た
め
の

フ
ォ
 
 
ム
参
画

3
7

イ
 
ド

 
ェ
 
ナ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

2
0
1
8
 T

e
c
h
n
ic

al
 S

e
m

in
ar

 f
o
r

W
as

te
w

at
e
r 

T
re

at
m

e
n
t 

an
d

H
yg

ie
n
e
 M

an
ag

e
m

e
n
t 

to
w

ar
d

A
c
h
ie

ve
m

e
n
t 

o
f 

S
D

G
s

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

3
8

イ
 
ド

 
ェ
 
ナ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

3
9

イ
 
ド

ム
 
バ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

4
0

イ
 
ド

ム
 
バ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

災
害
に
強
い
環
境
イ
 
フ
 
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

4
1
イ
 
ド
ネ
 
ア

バ
リ
 
パ
パ
 

2
0
1
8

F
S
調
査

イ
 
ド
ネ
 
ア
国
に
お
け
る
既
設

セ
 
テ
ィ
 
 
タ
 
 
を
活
用
し
た

生
活
排
水
処
理
の
高
度
化

日
本
国
環
境
省

既
設
セ
 
テ
ィ
 
 
タ
 
 
を
活
用
し
つ
つ
、
不
足
す
る
排
水
処
理
能
力
を

補
う
浄
化
槽
技
術
を
利
用
し
た
排
水
処
理
ユ
ニ
 
 
を
増
設
し
、
排
水
基
準

を
達
成
す
る
ビ
ジ
ネ
 
モ
デ
ル
を
確
立
す
る
た
め
、
実
証
試
験
を
行
う
と
共

に
、
ビ
ジ
ネ
 
展
開
の
可
能
性
に
つ
い
て
確
認

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

２
）
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

4
2

カ
 
ボ
ジ
ア

 
ノ
 
ペ
 

2
0
1
8

F
S
調
査

途
上
国
に
お
け
る
集
合
型
汚
水

処
理
 
下
水
道
 
と
分
散
型
汚
水

処
理
 
浄
化
槽
 
の
包
括
的
導
入

に
よ
る
水
質
改
善
及
び
同
取
組

へ
の
協
力
可
能
性
に
係
る
基
礎

情
報
収
集
・
確
認
調
査

J
IC

A
 
ノ
 
ペ
 
都
を
対
象
と
し
て
、
集
合
型
処
理
と
分
散
型
処
理
の
包
括
的

導
入
、
そ
の
水
質
改
善
の
効
果
及
び
同
取
組
へ
の
協
力
可
能
性
の
検
討

に
係
る
情
報
収
集
・
確
認
調
査
を
実
施
。

4
3

中
国

南
京
市

2
0
1
8

展
示
会

中
国
水
処
理
展
示
会

自
社

水
処
理
に
関
係
の
あ
る
装
置
や
素
 
の
展
示
会

4
4

ド
イ
ツ

ミ
 
 
ヘ
 

2
0
1
8

展
示
会

IF
A
T

自
社

環
境
に
関
す
る
展
示
会

4
5

日
本

埼
玉

2
0
1
8

工
場
見
学

浄
化
槽
の
工
場
見
学
、
説
明

J
IC

A
浄
化
槽
生
産
工
程
の
説
明
、
カ
 
 
モ
デ
ル
の
説
明

4
6

日
本

東
京

2
0
1
8

展
示
会

IW
A
世
界
会
議
・
展
示
会

自
社

実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
を
行
い
浄
化
槽
を
P
R

4
7

日
本

東
京

2
0
1
8

展
示
会

IW
A
世
界
会
議
・
展
示
会

日
本
国
環
境
省

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
、
実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
等
に
よ
り
浄
化
槽
を
Ｐ
Ｒ

4
8

日
本

東
京

2
0
1
8

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
6
回
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型

汚
水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 

 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。

4
9

日
本

東
京

2
0
1
8

展
示
会

世
界
湖
沼
会
議

Ｊ
Ｓ
Ａ
・
自
社

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
、
実
機
展
示
 
小
型
浄
化
槽
 
、
浄
化
槽
に
関
す
る
発

表
、
水
環
境
及
び
生
態
系
保
護
に
つ
い
て
の
意
見
交
換

5
0

ハ
 
ガ
リ
 

セ
 
 
キ
 
イ

2
0
1
8

F
S
調
査

ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を

含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推

進
化
事
業

日
本
国
環
境
省

ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を
含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推
進
化
事

業
実
施
に
伴
う
、
現
地
講
習
会
お
よ
び
ワ
 
 
 
ョ
 
 

5
1

ハ
 
ガ
リ
 

ブ
ダ
ペ
 
 

2
0
1
8

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を

含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推

進
化
事
業

日
本
国
環
境
省

ハ
 
ガ
リ
 
国
に
お
け
る
し
尿
を
含
む
生
活
排
水
の
分
散
処
理
推
進
化
事

業
実
施
に
伴
う
、
現
地
講
習
会
お
よ
び
ワ
 
 
 
ョ
 
 

5
2

ベ
 
ナ
ム

ダ
ナ
 

2
0
1
8

F
S
調
査

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

調
査
検
討
お
よ
び
セ
ミ
ナ
 
開
催

支
援
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
と
し
て
浄
化
槽
を
設
置
す
る
に
あ
た
り
P
re
-
F
/
S
を
実

施
、
課
題
や
問
題
点
の
抽
出
を
実
施
。

5
3

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
8

展
示
会

浄
化
槽
ミ
ニ
 
 
 
ア
展
示

自
社

浄
化
槽
の
商
品
説
明

5
4

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

災
害
に
強
い
環
境
イ
 
フ
 
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

5
5

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

5
6

ミ
ャ
 
 
 

 
 
ダ
 
 

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

災
害
に
強
い
環
境
イ
 
フ
 
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

5
7

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論

5
8
モ
ザ
 
ビ
 
 

 
 
 

2
0
1
8

セ
ミ
ナ
 

ア
フ
リ
カ
の
き
れ
い
な
街
 
 
 
 

フ
ォ
 
ム
年
次
会
合

日
本
国
環
境
省

ア
フ
リ
カ
3
2
か
国
の
中
央
お
よ
び
地
方
政
府
や
様
々
な
公
的
機
関
、
民
間

企
業
、
青
年
海
外
協
力
隊
 
J
O
C
V
 
な
ど
、
お
よ
そ
2
2
0
名
が
参
加
し
、
廃

棄
物
管
理
に
関
す
る
情
報
と
知
識
を
共
有
し
た
。

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

３
）
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

5
9

イ
 
ド

デ
リ
 

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。

6
0
イ
 
ド
ネ
 
ア

バ
リ
 
パ
パ
 

2
0
1
9

モ
デ
ル
事
業

イ
 
ド
ネ
 
ア
西
カ
リ
 
 
タ
 
州

バ
リ
 
パ
パ
 
に
お
け
る
浄
化
槽

試
験
設
置
に
よ
る
水
質
改
善

自
社
 
日
本
国
環
境

省
モ
デ
ル
事
業
 

低
所
得
者
向
け
公
共
住
宅
に
既
設
の
セ
 
テ
ィ
 
 
タ
 
 
の
後
に
、
汚
泥

貯
留
部
分
を
小
さ
く
し
、
浄
化
槽
技
術
を
取
り
入
れ
た
排
水
処
理
槽
を
設

置
、
推
移
を
モ
ニ
タ
リ
 
グ
調
査
す
る
。

セ
 
テ
ィ
 
 
タ
 
 
を
残
し
た
ま
ま
、
後
段
に
処
理
槽
を
設
け
る
事
に
よ
っ

て
水
質
改
善
と
 
 
 
ダ
ウ
 
を
狙
い
、
同
様
の
施
設
へ
の
採
用
を
目
的

と
す
る
。

6
1

ケ
ニ
ア

ナ
イ
ロ
ビ

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関
係
者
の
ネ
 
 

ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
管
理
、
規
制

の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。

6
2

中
国

東
京

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

「
 
イ
 
革
命
」
に
係
る
日
中
協
力

日
本
国
環
境
省

農
業
農
村
部
と
の
意
見
交
換

6
3

中
国

広
州

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

6
4

中
国

北
京

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

日
中
浄
化
槽
等
技
術
検
討
会

J
IC

A
日
本
の
浄
化
槽
技
術
や
制
度
の
紹
介
、
意
見
交
換

6
5

中
国

南
京

2
0
1
9

展
示
会

南
京
環
境
技
術
国
際
博
覧
会

中
国
江
蘇
省

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

6
6

日
本

横
浜

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

第
2
回
ア
フ
リ
カ
の
き
れ
い
な
街
 

 
 
 
ホ
 
ム
 
体
会
合
(A
C
C
P
)

ア
フ
リ
カ
の
き
れ
い
な

街
 
 
 
 
フ
ォ
 
ム

事
務
局

ア
フ
リ
カ
の
廃
棄
物
管
理
に
関
す
る
主
要
な
主
体
の
ネ
 
 
ワ
 
 
が
構

築
さ
れ
、
機
能
し
、
ア
フ
リ
カ
の
国
・
都
市
の
廃
棄
物
管
理
に
関
す
る
知
見

や
デ
 
タ
が
A
C
C
P
を
通
じ
て
共
有
さ
れ
る
。

6
7

日
本

東
京

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

民
間
セ
 
タ
 
と
国
際
支
援
機
関

と
の
 
ウ
 
ド
テ
 
ブ
ル
会
合

ビ
ル
ゲ
イ
ツ
財
団
,

A
D

B
I

分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関
係
者
の
ネ
 
 

ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
課
題
の
紹
介

や
要
望
事
項
等
に
つ
い
て
議
論
。

6
8

日
本

埼
玉

2
0
1
9

工
場
見
学

工
場
見
学

日
本
環
境
整
備
教
育

セ
 
タ
 

 
 
 
 
ア
国
　
学
識
者

6
9

日
本

埼
玉

2
0
1
9

工
場
見
学

工
場
見
学

日
本
環
境
整
備
教
育

セ
 
タ
 

ベ
 
ナ
ム
国
　
自
治
体
浄
化
槽
担
当
者
等

7
0

日
本

東
京

2
0
1
9

展
示
会

下
水
道
展

日
本
下
水
道
協
会
ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

7
1

ベ
 
ナ
ム

ダ
ナ
 
市

 
ア
 
ナ
ム
省

2
0
1
9

現
地
調
査

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

調
査
検
討
お
よ
び
セ
ミ
ナ
 
開
催

支
援
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
と
し
て
浄
化
槽
を
設
置
す
る
に
あ
た
り
F
/
S
を
実
施
。
課

題
や
問
題
点
を
抽
出
。

7
2

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ
市

2
0
1
9

ワ
 
 
 
ョ
 
 
第
７
回
ア
ジ
ア
お
け
る
分
散
型
汚

水
処
理
に
関
す
る
ワ
 
 
 
ョ
 

 
日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。
会
場
に
パ
ネ
ル

を
展
示
し
浄
化
槽
を
P
R
。

7
3

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
9

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処

理
に
関
す
る
ワ
 
 
 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

5
人
槽
と
ミ
ニ
 
 
ア
を
展
示

7
4

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
9

展
示
会

V
ie

tW
at

e
r 

2
0
1
9

ベ
 
ナ
ム
国

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

7
5

ベ
 
ナ
ム

ハ
ノ
イ

2
0
1
9

展
示
会

 E
n
te

c
h
 2

0
1
9

ベ
 
ナ
ム
国

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

7
6

ベ
 
ナ
ム

ホ
 
 
ミ
 

2
0
1
9

展
示
会

V
ie

tW
at

e
r 

2
0
1
9
 

ベ
 
ナ
ム
国

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

7
7

ミ
ャ
 
 
 

 
 
ダ
 
 

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

浄
化
槽
の
海
外
展
開
に
関
す
る

調
査
検
討
お
よ
び
セ
ミ
ナ
 
開
催

支
援
業
務

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

7
8

ミ
ャ
 
 
 

 
 
ダ
 
 

2
0
1
9

セ
ミ
ナ
 

J
o
h
ka

so
u
 &

 T
o
ile

t
T
e
c
h
n
o
lo

gy
 S

e
m

in
o
r

日
本
国
環
境
省

ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る
知
識
と
経
験
の
共
有
、
関

係
者
の
ネ
 
 
ワ
 
 
の
形
成
を
目
的
と
し
、
分
散
型
汚
水
処
理
に
関
す
る

管
理
、
規
制
の
整
備
、
規
格
の
作
成
等
に
つ
い
て
議
論
。

7
9

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
9

展
示
会

M
Y
A
N

W
A
T
E
R
2
0
1
9

自
社

5
人
槽
と
ミ
ニ
 
 
ア
を
展
示

8
0

ミ
ャ
 
 
 

ヤ
 
ゴ
 

2
0
1
9

展
示
会

J
ap

an
 E

xp
o
 

日
本
大
使
館

ミ
ニ
 
 
ア
モ
デ
ル
の
展
示

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

４
）
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Ｎ
ｏ
．

国
　
名

都
市
名

実
施
・
開
催
年

種
　
別

名
　
称

主
　
体

概
　
要

8
1

日
本

東
京

2
0
2
0

動
画
撮
影

海
外
向
け
浄
化
槽
 
ロ
モ
 
 
ョ

 
ビ
デ
オ

日
本
国
環
境
省

メ
 
カ
 
及
び
海
外
の
使
用
者
に
対
す
る
イ
 
タ
ビ
 
 
撮
影
に
協
力

8
2

日
本

東
京

2
0
2
0

セ
ミ
ナ
 

T
e
c
h
n
ic

al
 S

e
m

in
ar

 f
o
r

W
as

te
w

at
e
r 

T
re

at
m

e
n
t 

in
2
0
2
0

ダ
イ
キ
ア
 
 
 

J
E
C

E
S

ケ
ニ
ア
か
ら
政
府
関
係
者
や
デ
ベ
ロ
 
パ
 
、
設
計
事
務
所
を
招
聘
し
、

J
E
C
E
S
協
力
の
下
、
浄
化
雄
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
 
を
開
催

8
3

ケ
ニ
ア

N
ak

u
ru

2
0
2
0

W
E
B
セ
ミ
ナ
 

N
ak

u
ru

 C
o
u
n
ty

 T
e
c
h
n
ic

al
S
e
m

in
ar

ダ
イ
キ
ア
 
 
 

現
地
代
理
店

ケ
ニ
ア
の
地
方
政
府
向
け
に
浄
化
槽
セ
ミ
ナ
 
を
オ
 
 
イ
 
で
開
催
し

た
。

8
4

イ
 
ド

W
E
B

2
0
2
0

W
E
B
セ
ミ
ナ
 

T
e
c
h
n
ic

al
 S

e
m

in
ar

 f
o
r

W
as

te
w

at
e
r 

T
re

at
m

e
n
t

D
ai

ki
 A

xi
s 

In
di

a
政
府
関
係
者
や
現
地
企
業
向
け
に
水
処
理
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
 
を
不
定

期
で
開
催
。

8
5

日
本

東
京

2
0
2
0

ワ
 
 
 
ョ
 
 
ア
ジ
ア
に
お
け
る
分
散
型
汚
水
処

理
に
関
す
る
ワ
 
 
 
ョ
 
 

日
本
国
環
境
省

傍
聴

8
6

日
本

東
京

2
0
2
0

意
見
交
換
会
A
W
aP
参
加
国
等
を
対
象
と
し
た

下
水
道
普
及
方
策
検
討
業
務

日
本
国
国
土
交
通
省
メ
 
カ
 
と
し
て
発
言

8
7

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
bセ
ミ
ナ
 
浄
化
槽
技
術
セ
ミ
ナ
 
(イ
 
ド
)

ダ
イ
キ
ア
 
 
 

浄
化
槽
の
選
定
、
施
工
、
メ
 
テ
な
ど
に
つ
い
て
関
係
会
社
や
政
府
担
当

者
を
対
象
に
 
1
5
回
の
ウ
ェ
ビ
ナ
 
を
開
催

8
8

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
bセ
ミ
ナ
 
浄
化
槽
テ
 
ニ
カ
ル
セ
ミ
ナ
 
 
 

オ
 
、
 
リ
 
 
カ
、
カ
 
ボ
ジ
ア
 

日
本
国
環
境
省

分
散
型
汚
水
処
理
に
有
効
な
手
段
と
し
て
相
手
国
政
府
機
関
に
対
し
浄

化
槽
を
P
R

8
9

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
b講
習

ベ
 
ナ
ム
国
天
然
資
源
環
境
省

 
M
O
N
R
E
 
職
員
に
対
す
る
浄
化

槽
に
係
る
研
修

日
本
国
環
境
省

ベ
 
ナ
ム
国
に
お
い
て
浄
化
槽
を
含
む
分
散
型
汚
水
処
理
施
設
の
維
持

管
理
を
普
及
さ
せ
て
い
く
た
め
の
 
要
な
カ
ウ
 
タ
 
パ
 
 
で
あ
る
ベ
 

ナ
ム
国
天
然
資
源
環
境
省
(M
O
N
R
E
)の
汚
水
処
理
担
当
職
員
に
対
し
、

分
散
型
汚
水
処
理
の
人
 
育
成
に
関
す
る
 W
e
b 
講
習
を
実
施
。

9
0

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
b会
議

A
D

B
I-

S
ta

n
fo

rd
 U

n
iv

e
rs

it
y

K
n
o
w

le
dg

e
 S

h
ar

in
g

R
o
u
n
dt

ab
le

 o
n
 C

it
y-

w
id

e
In

c
lu

si
ve

 S
an

it
at

io
n
 (

C
W

IS
)

A
D

B
I

途
上
国
に
お
け
る
衛
生
環
境
改
善
の
た
め
、
A
D
B
や
J
IC
A
な
ど
の
援
助

機
関
と
、
民
間
企
業
の
連
携
に
つ
い
て
議
論
を
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
オ
 

 
イ
 
形
式
の
国
際
会
議
を
開
催
。
海
外
に
お
け
る
浄
化
槽
の
普
及
事
例

に
つ
い
て
紹
介
。

9
1

日
本

-
2
0
2
1

-
Y
o
u
tu
be
環
境
省
浄
化
槽
 
ロ

モ
 
 
ョ
 
ビ
デ
オ

日
本
国
環
境
省

 
ロ
モ
 
 
ョ
 
ビ
デ
オ
協
力

9
2

日
本

東
京

2
0
2
1

W
e
bセ
ミ
ナ
 

「
A
W
aP
参
加
国
等
を
対
象
と
し
た

下
水
道
普
及
方
策
検
討
業
務
」

浄
化
槽
の
導
入
可
能
性
調
査
に

関
す
る
説
明
会

日
本
国
国
土
交
通
省
意
見
交
換
の
実
施

9
3
サ
ウ
ジ
ア
 
ビ
ア

W
E
B

2
0
2
2

セ
ミ
ナ
 

サ
ウ
ジ
ア
 
ビ
ア
国
節
水
・
漏
水

対
策
、
水
質
改
善
に
係
る
情
報

収
集
・
確
認
調
査
に
係
る
セ
ミ

ナ
 

J
IC

A
サ
ウ
ジ
ア
 
ビ
ア
国
が
抱
 え
る
水
及
 び
農
業
分
野
 に
お
け
る
課
題
 の

解
決
に
資
す
 る
本
邦
企
業
の
技
術
・
製
品
の
活
用
の
可
能
性
の
調
査
。

ビ
ジ
ネ
 
 
 
 
 
グ
を
目
的
と
し
て
浄
化
槽
の
説
明
を
し
た
。

9
4

 
オ
 

W
E
B

2
0
2
2

セ
ミ
ナ
 

 
オ
 
国
テ
 
ニ
カ
ル
セ
ミ
ナ
 

日
本
国
環
境
省

 
オ
 
国
公
共
事
業
運
輸
省
、
ビ
エ
 
 
ャ
 
都
公
共
事
業
運
輸
局
な
ど

に
対
し
て
浄
化
槽
の
普
及
を
目
的
と
し
た
 
 
ゼ
 
を
行
っ
た
。

9
5

 
リ
 
 
カ

W
E
B

2
0
2
2

セ
ミ
ナ
 

 
リ
 
 
カ
国
テ
 
ニ
カ
ル
セ
ミ

ナ
 

日
本
国
環
境
省

 
リ
 
 
カ
国
水
供
給
省
、
 
リ
 
 
カ
国
環
境
省
、
国
家
下
水
道
公
社
な

ど
に
対
し
て
浄
化
槽
の
普
及
を
目
的
と
し
た
 
 
ゼ
 
を
行
っ
た
。

9
6

ベ
 
ナ
ム

W
E
B

2
0
2
2

研
修

第
2
回
キ
ャ
パ
 
テ
ィ
ビ
ル
デ
ィ
 

グ
研
修

日
本
国
環
境
省

ベ
 
ナ
ム
M
O
N
R
E
職
員
へ
の
研
修
を
目
的
と
し
て
浄
化
槽
の
 
 
ゼ
 
を

行
っ
た
。

9
7

日
本

埼
玉

2
0
2
2

工
場
見
学

ア
ジ
ア
開
発
銀
行
研
究
所

 
A
D
B
I 
「
ア
ジ
ア
の
衛
生
状
態

に
お
け
る
都
市
 
体
の
包
括
的

政
策
と
革
新
に
関
す
る
 A
D
B
I-

東
洋
大
学
 
ロ
グ
 
ム

東
洋
大
学
お
よ
び
Ａ

Ｄ
Ｂ
Ｉ、
日
本
環
境
整

備
教
育
セ
 
タ
 
な

ど

カ
 
ボ
ジ
ア
、
バ
 
グ
 
デ
ィ
 
 
 
、
イ
 
ド
ネ
 
ア
、
フ
ィ
リ
ピ
 
、
イ
 
ド

の
参
加
者
が
浄
化
槽
の
製
造
工
場
、
浄
化
槽
設
置
現
場
を
視
察

浄
化

槽
関

連
企

業
に

よ
る

海
外

向
け

普
及

促
進

の
取

組
に

関
す

る
調

査
結

果
（

そ
の

５
）
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Ⅴ．まとめ 

 本調査業務では、次世代浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査及び浄化槽の海

外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査を行った。 

１．浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

浄化槽全出荷基数に占める環境配慮型の割合は下表のとおりであった。環境配慮

型が占める割合は性能要件が改定された 2019 年度に減少し、2020 年度に 2018 年

度程度となり、以降増加の以降にある。また、5～50人槽では 90％以上が環境配慮

型となっているが、51 人槽以上は環境配慮型が占める割合が低く、ブロワおよび

それ以外の機器を含めた省エネ型の浄化槽開発（電磁式ブロワの適用含む）が望ま

れる。 

全出荷基数中に環境配慮型浄化槽が占める割合 

人槽範囲 
2018年度 

（通年） 

2019 年度 

(通年) 

2020 年度 

(通年) 

2021 年度 

（通年） 

2022 年度 

（上半期） 

5～10人槽 99.5％ 94.3％ 98.0％ 99.6％ 99.8％ 

11～50人槽 74.3％ 73.8％ 91.3％ 95.0％ 95.4％ 

51 人槽以上 26.0％ 16.5％ 19.0％ 21.9％ 17.7％ 

全人槽 97.0％ 92.3％ 96.8％ 98.6％ 98.8％ 

 

  ２．浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット等に関する 

調査 

浄化槽整備による地域の水質改善効果や生活環境保全上のメリット等に関する事

例調査及び検討を行い、16事例について、住民や関係者に対して分かりやすく説明

可能な資料として取りまとめた。その際、根拠に基づく内容とし、また視覚的にも

理解しやすい資料（写真や図表等を含む）となるようデザインを工夫した。さらに、

その中から地域の水質改善効果が明確な８事例について、Web 上での閲覧を想定し

た形式で作成し（関連する情報にはリンク設定を行う等）、取りまとめた。 

 

３．浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

①2022年に海外に設置された浄化槽について、(一社)浄化槽システム協会の会員

16 社に調査を行った。2022 年は 20 ヶ国に小型浄化槽(50 人槽以下)5,173 基、

中大型浄化槽(51 人槽以上)313基、合計で 5,486基が設置された。2021年以前

以前の実績も加えると51ヶ国で小型浄化槽48,325基、中大型浄化槽1,856基、

合計で 50,181 基が設置された。2020 年は新型コロナ(COVID-19)の影響もあり

減少したが、浄化槽メーカや代理店等の尽力により一程度の基数は確保されて

おり、今後に期待が持てる結果となった。なお、これまでに最も多く設置され

た国は中国で、次がオーストラリア、さらにアメリカ、ベトナム、ミャンマー

等に多く設置されており、2022年の海外設置による輸出・輸送・施工の総額は

およそ 14～28億円と推定された。 

②2022 年に海外で(一社)浄化槽システム協会の会員 16 社が行った普及促進に関

する取組（FS調査や開催あるいは参画したセミナー、ワークショップ、展示会

など）について、時期及び内容を調査し表に整理した。 
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Ⅵ．添付資料 
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１．調査検討会議事録（要旨） 

１．１ 令和４年度第 1回次世代浄化槽システムに関する調査検討会・ＷＧ（合同開 

催）議事録（要旨） 

［１］日時  令和４年１２月２１日(水) １４:３０～１７:００ 

［２］場所  ＡＰ浜松町 Ｅルーム（Web併用） 

［３］議題  １．委員紹介・委員長選任 

２．令和４年度業務内容について 

（１）業務仕様書について 

（２）実施計画について 

（３）各調査検討項目における業務の進め方、取りまとめ方 

（４）資料の妥当性、整合性 

３．その他      

［４］資料 １．令和４年度次世代浄化槽システムに関する調査検討業務仕様書 

       ２．実施計画書(抜粋) 

３．第 1回打合せ議事要旨（案） 

４．浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査関連（案） 

５．浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット 

等に関する調査の概要 関連資料[別冊：５－２、５－３] 

６．浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査(案)  

７．令和３年度次世代浄化槽システムに関する調査検討業務報告書[別冊] 

８．今後の行事等予定   

［５］出席者   沼 田 正 樹       環境省浄化槽推進室 室長 

志 太 健 一           環境省浄化槽推進室 室長補佐 

大和田 莉 央        環境省浄化槽推進室 指導普及係長 

西 岡 卓 馬          環境省浄化槽推進室 環境専門調査員 

(委員) 

蛯 江 美 孝          国立環境研究所 主幹研究員 

●小 川 浩             常葉大学 名誉教授 

古 市 昌 浩          日本環境整備教育センター Ｇリーダー 

山 崎 宏 史           東洋大学 教授 

        〇足 立 清 和（兼ＷＧ委員）アムズ㈱   

       市 成 剛          フジクリーン工業㈱  

岩 橋 正 修（兼ＷＧ委員）㈱クボタ   

高 橋 亘  （兼ＷＧ委員）㈱ダイキアクシス 

和 田 吉 弘（兼ＷＧ委員）ニッコー㈱ 

青 木 道 規（ＷＧ委員） 前澤化成工業㈱ 

明 壁 典 夫（ＷＧ委員）  大栄産業㈱ 

敷 島 哲 也（ＷＧ委員） 藤吉工業㈱ 

中 村 智 明（ＷＧ委員） ㈱西原ネオ 

山 田 光 之（ＷＧ委員）  フジクリーン工業㈱  

(事務局) 

岡 山 健 二           (一社)浄化槽システム協会 

酒 谷 孝 宏        (一社)浄化槽システム協会 

 (欠席) 

塚 本 幸 二（兼ＷＧ委員） ㈱ハウステック 

※●は検討会委員長、〇はＷＧ委員長、下線は Web 出席者  
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［６］議事要旨        

１．委員紹介・委員長選任 

事務局より本日の出席者の案内があった後、検討会の委員長について諮り、全

員一致で小川委員を委員長に選任した。引き続き沼田室長より挨拶と今年度業務

の趣旨について概説があった後、委員長を議長として議事を進行した。 

２．令和３年度業務内容について 

（１）業務仕様書について 

    大和田係長より資料１に基づき説明があった。 

（２）実施計画について 

    事務局より資料２に基づき説明があった。 

（３）各調査検討項目における業務の進め方、取りまとめ方 

    事務局より資料３及び各調査関連資料（資料４～７）に基づき説明があった 

後、業務の進め方、取りまとめ方について協議を行い以下とした。 

１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査     

①前年度と同様の進め方、取りまとめ方とする。 

②前年度取りまとめた「参考２」は再掲する。５１人槽以上の適合率が伸び 

ていれば理由を記載する。  

     ③調査票は事務局から各委員に送付済みであり、取りまとめは事務局で行う。          

    ２）浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット等に 

関する調査      

     ①１月１７日(火)までに事例集のフォーマット案をＷＧ委員長が事務局に 

提示し、次回ＷＧにて協議する。決定したフォーマットにて事例をＷＧ委 

員等が整理する。 

     ②１月１７日(火)までに各委員および事務局が平成２０年以降の浄化槽整 

備による「水質改善効果」と「生活保全上のメリット」に関する事例を再 

調査し、事務局で取りまとめ、次回ＷＧ資料として提示する。 

     ③次回ＷＧは１月２０日(金)１４：００からＡＰ浜松町にて開催する。 

     ④収集事例に関する主な意見等は次のとおり。 

      ・水質改善以外の事例があればなおよい。 

       例）単独転換によるコストメリット（単独の修理費との比較等）、単独 

転換を促す社会的要因、単独転換による温室効果ガス削減、公共浄 

化槽によるコストメリット、単独を放置して困っていること等       

・海外事例は含めない。 

      ・コストは積極的には追及しない（集合処理と個別処理の比較等）  

      ・過去に単独設置禁止になった時の資料が参考になるとの意見があったが、 

今回は平成２０年以降の事例を収集することとする。 

      ・浄化槽がメインとなる事例を収集する。      

     ⑤取りまとめ方に関する主な意見等は次のとおり。 

      ・資料５－３の③「浄化槽整備の取組事例集」を参考に取りまとめる。 

      ・おおまかには「表紙、目次、はじめに、事例中の見方、事例一覧、水質 

改善効果事例（単独や合併、雑排水のデータ含む）、生活保全上のメリ 

ット事例」として取りまとめる。 

・１事例をＡ４版１～２ページで整理する。図表、写真等を必ず入れる。 

・Web ページ掲載を前提にフォントを決める。文字の大きさについては 

環境省に確認した上で設定する。 

・事例は１０件以上が望ましい。 

・掲載にあたり行政の許可に時間がかかる等、問題が生じた場合は環境省 
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担当官と相談し対処する。 

・事例収集方法は報告書に記載する。 

・リンク手法について必要あれば他団体に確認する。 

     ⑥その他の意見等 

      ・数年かけて実態調査をしてはいかがか。 

       →現場の調査、設定が難しく、また、ＪＳＡ業務として困難。 

・本内容は特定既存単独に関する措置等、単独転換の方向性（法改正の妥 

当性）を補う目的もある。 

      ・単独転換の必要性が問われた場合に有用な資料としてとりまとめていた 

だきたい。 

   ３）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

    ①前年度と同様の進め方、取りまとめ方とするが、海外設置実績の図につい

て、事務局にて表記を検討する。 

②調査票は事務局から今週中に会員各社に送付する。取りまとめは事務局で 

行う。 

（４）資料の妥当性、整合性 

   資料については妥当であり、調査内容に整合している旨を確認した。 

３．その他 

 （１）今後の行事等予定 

事務局より資料８に基づき報告があった。また、３月７日(火)に開催予定の

室長講演会について案内があった。 

（２）次回予定 

検討会の開催日は後日調整する。第２回ＷＧの開催日時は以下とし、Web併 

用で開催する。また、当日は浄化槽トップセミナー開催と重なるが、環境省担 

当官および検討会委員を含め出席を募ることとした。 

・令和５年１月２０日（金）１４：００～１７：００ 於）ＡＰ浜松町 

以上 
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１．２令和４年度第２回次世代浄化槽システムに関する調査検討会・第４回ＷＧ  

（合同開催）議事録（要旨） 

［１］日時  令和５年３月１３日(水) １４:００～１７:００ 

［２］場所  ＡＰ浜松町 Ｅルーム（Web併用） 

［３］議題  １．前回議事要旨確認 

２．調査検討結果について 

（１）資料の妥当性、整合性 

（２）報告書(案)の内容の妥当性、整合性及び取りまとめ方など 

３．その他（今後の予定など）      

［４］資料 １．第１回検討会議事要旨、第３回ＷＧ議事要旨 

      ２．「別冊」令和４年度次世代浄化槽システムに関する調査検討業務報告

書(案) 

       ３．令和４年度次世代浄化槽システムに関する調査検討業務仕様書 

４．今後の行事等予定 

５．ＪＳＡ技術委員会関連   

［５］出席者   沼 田 正 樹       環境省浄化槽推進室 室長 

志 太 健 一           環境省浄化槽推進室 室長補佐 

大和田 莉 央        環境省浄化槽推進室 指導普及係長 

西 岡 卓 馬           環境省浄化槽推進室 環境専門調査員 

杉 浦 翔         環境省浄化槽推進室 環境専門調査員 

(委員) 

●小 川 浩             常葉大学 名誉教授 

蛯 江 美 孝          (国研)国立環境研究所 主幹研究員 

古 市 昌 浩          (公財)日本環境整備教育ｾﾝﾀｰ G ﾘｰﾀﾞｰ 

山 崎 宏 史           東洋大学 教授 

        〇足 立 清 和（兼ＷＧ委員）アムズ㈱   

       市 成 剛          フジクリーン工業㈱  

岩 橋 正 修（兼ＷＧ委員）㈱クボタ   

高 橋 亘  （兼ＷＧ委員）㈱ダイキアクシス 

塚 本 幸 二（兼ＷＧ委員） ㈱ハウステック 

和 田 吉 弘（兼ＷＧ委員）ニッコー㈱ 

明 壁 典 夫（ＷＧ委員）  大栄産業㈱ 

敷 島 哲 也（ＷＧ委員） 藤吉工業㈱ 

中 村 智 明（ＷＧ委員） ㈱西原ネオ 

山 田 光 之（ＷＧ委員）  フジクリーン工業㈱  

(事務局) 

岡 山 健 二           (一社)浄化槽システム協会 

酒 谷 孝 宏        (一社)浄化槽システム協会 

 (欠席) 

青 木 道 規（ＷＧ委員） 前澤化成工業㈱ 

※●は検討会委員長、〇はＷＧ委員長、下線は Web 出席者  

［６］議事要旨        

 沼田室長より挨拶があった後、小川委員長を議長として議事を進行した。 

１．前回議事要旨確認 

  事務局より資料１に基づき報告があり、修正等なく承認した。 

２．調査検討結果について 
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 「（１）資料の妥当性、整合性」と「（２）報告書（案）の内容の妥当性、整合 

性及び取りまとめ方など」については同時に審議を行うこととし、資料２に基づ 

き、事務局及び執筆担当委員が順次説明を行った。主な質疑応答、修正等につい 

ては以下のとおりであった。 

（１）はじめに 

  事務局より説明し、修正等なく承認した。 

（２）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

  事務局より説明し、次の修正を加えることとした。 

・表３．１０の説明文中（P.18）の「水深の浅い浄化槽」に等を付記する。 

    ・表４．１の「上半期」は明朝体とする。 

    ・表４．３下の図表番号及び矢印の位置を修正する。 

    また、51 人槽以上で環境配慮型の占める割合が低い理由について、質疑応答

があった。 

 ・51～100 人槽の割合が低く推移している。年度や人槽によって割合はバラ 

バラで、高くなる傾向にない。この理由は何か。 

→理由としては《参考２》の①から④の通りであり、そのほかでは、市町 

村において、51人槽以上では環境配慮型の補助事業が適用されないなど 

があるのではないか。 

 →設置者や施工業者等は環境配慮型の適用よりもイニシャルコストを優先 

することが多い。 

 →環境配慮型の基準を見直す（ブロワ以外の機器は消費電力の算定から除 

      外する、エネルギー起源以外を重視するなど）ことも考えられるのでは 

      ないか。 

     →浄化槽の規模では、電磁式以外のブロワの省エネ化が進んでいない。ま 

      た、50 人槽以下の省エネ化は進んでいるので、例えば 100人槽を設置す 

      るのではなく、50人槽を２基設置した方が省エネになるかもしれない。 

    下水道などでは脱炭素化を明確に打ち出しており、浄化槽でも求められている

こと。51 人槽以上においても各社製品が省エネ化の方向にあることが必要と考

えられること。これらから、環境省やメーカとして今後どういう対応が可能、あ

るいは必要かを考えていきたい旨の意見があり、今後の検討課題とした。 

（３）浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット等に関 

する調査 

    事務局より P.26 の「１．目的」、「２．調査方法」、「３．取りまとめ方」、「４． 

   結果」について説明し、修正等なく承認した。 

 P.27以降の調査事例集について、各事例の執筆担当者より説明し、次の修正 

を加えることとした。 

 ①全体共通 

  ・見切れ（文章切れ）を修正する。 

  ・タイトルに対象地域あるいは副題を付記するなどにより、事例の概要がわ 

かりやすくなるよう極力工夫する。 

     ・極力、文章（特に主語）を事例について紹介を行う表現にする。 

     ・報告書中の参考文献等にリンク先がある場合は、リンクを設定する。 

     ・別途 Web掲載版は当初案通りにリンクを設定する。 

    ②事例一覧 

     ・修正したタイトルに合わせる。 

    ③事例１：ダム湖集水域における高度処理浄化槽整備の効果検証 

     ・図２のＹ軸の見出しを修正する。 
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    ④事例４：浄化槽整備による周辺水環境の水質改善 

・図２の縦軸の単位 kg/day を記載する。 

⑤事例５：富田林市における汚水処理の取り組み 

     ・タイトルのスペースを埋める。 

     ・主体の富田林市に大阪府を付記する。 

    ⑥事例６：会津若松市における公共下水道と浄化槽整備による効果 

     ・図１と図２の配置を修正する。 

    ⑦事例８：浄化槽整備による水路の水質改善効果 

     ・図１内に赤丸を付記する。 

     ・図１のタイトルを修正する。 

     ・文章の最終段落の「しかしながら」以降を削除する。 

    ⑧事例９：単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水による藻類生長阻害 

     への影響 

     ・データの表を大きく文章を少なく全体的に極力わかりやすく再構成する。 

     ・参考文献の最初にＥを付記する。 

    ⑨事例１０：持続可能な社会を支えるインフラとしての浄化槽の環境影響評価 

     手法の開発 

     ・ＧＨＧ排出量グラフのＸ軸項目「処理水ＢＯＤ」を貼り付け修正する。 

     ・大腸菌群数グラフ下の矢印の下に、「サブテーマ４へ」を付記する。 

    ⑩事例１１：富栄養化湖沼地域における浄化槽による汚濁負荷削減手法に関す 

     る研究 

     ・著者の千葉大学を削除する。 

     →転載許可ＮＧで報告書から削除。 

    ⑪事例１２：秩父浦山での生活排水処理に関する実態調査 

     ・表-３中の年収（万円）を削除する。 

    ⑫事例１４：「埼玉県日高市生活排水処理基本計画」における浄化槽に関する 

     アンケート 

     ・タイトルの下線を削除する。 

     ・背景中の２段落目の「また平成 25年度に」以降を削除する。 

    ⑬事例１６：単独処理浄化槽の補修と更新工事に関する費用 

     ・補修と更新工事に関する費用の３段落目にある「修理しても再発の恐れが 

      あるため合併処理浄化槽に転換する方が経済的」との内容を下段の文章中 

      にも表記する。 

    ⑭おわりに 

     ・２段落目を削除する。 

     ・再考する。 

     ・「なお、掲載にあたっては主体・著者のご了承をいただきました。ご協力 

      に感謝します。」を文末に付記する。 

  （４）浄化槽の海外設置基数と海外向け普及促進の取組に関する調査 

  事務局より説明し、次の修正を加えることとした。 

    ①浄化槽の海外展開に関する調査 

     ・図１．１中でＹ軸の設置基数を設置実績とする。 

     ・図１．１中で棒グラフと数値が重ならないよう調整する。 

    ②浄化槽関連企業による海外向け普及促進の取組に関する調査 

     ・表番号を削除する。 

     ・P.95 表中の主体にある環境省の前に日本国を付記する。 
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     ・海外展開と普及促進の取組を関連付けた成果等について表記する旨、今後 

      検討する。 

  （５）まとめ 

     ・本日の結果を踏まえ修正する。 

  （６）添付資料 

     添付資料中の Web掲載用の調査事例集は今回の修正内容を反映する。また、 

    事例は浄化槽による水質改善効果が明確なものとして、事例１～６、８、９を 

    掲載する。    

３．その他（今後の予定など）      

    本日の報告書案の修正は速やかに行い、小川委員長及び環境省担当官にデータ 

   で提出し、確認、（必要に応じ）修正後、最終版を５部環境省へ提出する。その 

他不明な点があれば、担当官と協議する。 

    以上 
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 ２．検討ＷＧ議事録（要旨） 

  ２．１ 令和４年度第２回次世代浄化槽システムに関する調査検討ＷＧ議事録（要旨） 

［１］日 時  令和５年１月２０日(金) １４:００～１６:５０ 

［２］場 所  ＡＰ浜松町 Ｎルーム（Web併用） 

［３］議 題  １．前回議事要旨確認 

２．令和４年度業務の進捗状況・方向性について 

・浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活保全上のメリット 

３．今後の予定等      

［４］資料  １．前回議事要旨 

        ２．浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活保全上のメリット 

関連 

３．業務仕様書 

４．今後の行事等予定   

［５］出席者  委員長 足 立 清 和    アムズ㈱   

      委 員 青 木 道 規     前澤化成工業㈱ 

〃  明 壁 典 夫[Web]   大栄産業㈱ 

〃  岩 橋 正 修     ㈱クボタ   

〃  敷 島 哲 也[Web]  藤吉工業㈱ 

〃  高 橋 亘      ㈱ダイキアクシス 

〃  塚 本 幸 二[Web]   ㈱ハウステック 

〃    中 村 智 明       ㈱西原ネオ 

〃    山 田 光 之        フジクリーン工業㈱ 

〃    和 田 吉 弘        ニッコー㈱ 

       オブザーバ（検討会委員） 

市 成 剛      フジクリーン工業㈱ 

古 市 昌 浩      (公財)日本環境整備教育センター  

事務局  酒 谷 孝 宏     (一社)浄化槽システム協会 

［６］議事要旨  

足立ＷＧ委員長より挨拶があった後、委員長を議長として議事を進行した。 

１．前回議事要旨確認 

  事務局より資料１に基づき報告があった。 

２．令和４年度業務の進捗状況・方向性について 

事務局より「浄化槽システムの環境負荷低減」および「海外設置基数等」に関す 

るデータは収集中であり、本日は「浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活 

保全上のメリット」について検討する旨の説明があった後、協議を行った。 

（１）事例集のフォーマットについて 

資料２－１に基づき委員長より説明があり、概ね本内容で整理を行うこととした。

なお、以下の補足があった。 

①事例は「浄化槽整備による地域の水質改善効果」と「浄化槽整備による生活環

境保全上のメリット等」に分類する。 

②事例中の文章は原則「ですます調」で、ＭＳＰゴシック体、10.5ポイントとす 

る。行間は当面 1行とする。図表の様式は執筆担当委員が検討する。 

③事例の文中のタイトルは資料２－２を参考に「背景」「概要」などとし、内容 

によって執筆担当委員が検討する。    

   ④リンクは執筆担当委員が設定する。リンク先は文献等とする。資料集を別途作 

成し、リンク設定することは当面行わない。 
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   ⑤各事例は１、２ページで整理する。 

 （２）各事例等の執筆担当委員について 

   資料２－３について内容を確認した後、事例の掲載候補と執筆担当委員について

協議を行い以下とした。    

No.1   山田委員・市成委員 

No.2   山田委員・市成委員 

No.3   足立委員長 

No.4,5 高橋委員 

No.6   高橋委員 

No.7   和田委員 

No.8  中村委員（会津若松市とときがわ町に分ける。各行政への聞き取り調査 

を含む） 

    No.9  敷島委員 

    No.10 敷島委員 

    No.11 岩橋委員 

    No.12 明壁委員 

    No.13 岩橋委員 

    No.14 足立委員長 

    No.15 削除（コンパクト型の評価が主であるため） 

    No.16 削除（ＰＦＩの施策評価が主であるため） 

    No.17 塚本委員・古市委員 

    No.18 青木委員 

    No.19 明壁委員 

    No.20 和田委員 

    No.21 青木委員 

    No.22 塚本委員・古市委員（今回資料にはないが、単独転換のコストメリット 

について、行政資料等を参考に作成する） 

     その他 足立委員長（「はじめに」など上記以外の箇所） 

 （３）その他の留意事項など 

   ①生活保全上のメリットに関する事例が少ないので、水質改善効果事例の各資料 

を精査し、該当する内容があれば生活保全上のメリット事例として別途整理す 

る。 

   ②必要な資料で各委員にて収集が困難な場合は事務局と相談する。 

   ③掲載の承認は可能であれば各委員にて行う。最終的には事務局で行う。 

   ④修正したフォーマットを事務局から各委員に送付する。 

   ⑤事例等は各委員が２月１５日(水)までに作成し、事務局へ送付する。 

３．今後の予定等 

  事務局より資料３に基づき報告があった。また、次回ＷＧ開催について以下とし 

た。 

 開催日時：令和５年２月２０日(月) １３：３０～１７：３０ 

 開催場所：ＡＰ浜松町 

以上 
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２．２ 令和４年度第３回次世代浄化槽システムに関する調査検討ＷＧ議事録（要旨） 

［１］日 時  令和５年２月２０日(月) １３:３０～１６:４５ 

［２］場 所  ＡＰ浜松町 Ｃルーム（Web併用） 

［３］議 題  １．前回議事要旨確認 

２．令和４年度業務の進捗状況・方向性について 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

（２）浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活保全上のメリッ 

   ト等に関する調査 

（３）浄化槽関連企業による海外向け普及促進の取組に関する調査 

３．今後の予定等      

［４］資料  １．前回議事要旨 

        ２．報告書(案)及び関連資料 

        ２．１「別冊」報告書(案) 

        ２．２「別冊」地域の水質改善効果及び生活保全上のメリット 

３．業務仕様書 

４．今後の行事等予定   

［５］出席者  環境省浄化槽推進室 

           沼 田 正 樹    室長 

           大和田 莉 央[Web]  指導普及係長 

           西 岡 卓 馬    環境専門調査員 

           杉 浦 翔      環境専門調査員 

委員長 足 立 清 和    アムズ㈱   

      委 員 青 木 道 規     前澤化成工業㈱ 

〃  明 壁 典 夫[Web]   大栄産業㈱ 

〃  岩 橋 正 修     ㈱クボタ   

〃  敷 島 哲 也[Web]  藤吉工業㈱ 

〃  高 橋 亘      ㈱ダイキアクシス 

〃  塚 本 幸 二[Web]   ㈱ハウステック 

〃    中 村 智 明       ㈱西原ネオ 

〃    山 田 光 之        フジクリーン工業㈱ 

〃    和 田 吉 弘        ニッコー㈱ 

       オブザーバ（検討会委員） 

小 川 浩      常葉大学名誉教授 

古 市 昌 浩      (公財)日本環境整備教育センター  

山 崎 宏 史    東洋大学 

市 成 剛  [Web]  フジクリーン工業㈱ 

事務局  岡 山 健 二        (一社)浄化槽システム協会 

酒 谷 孝 宏     (一社)浄化槽システム協会 

［６］議事要旨  

沼田室長より挨拶があった後、足立委員長を議長として議事を進行した。 

１．前回議事要旨確認 

  事務局より資料１に基づき報告があり、修正等なく承認した。 

２．令和４年度業務の進捗状況・方向性について 

（１）浄化槽システムの環境負荷低減に関する調査 

      事務局より資料２．１に基づき説明があった後、内容について協議を行い、次 

の修正等を加えることとした。 

①年度や表番号を再確認し、必要に応じ修正する。 
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②11～50人槽で電磁式ブロワの採用が増え、省エネ化が図られた旨を付記する。 

 また、51 人槽以上で電磁式ブロワの採用が可能となれば、省エネ化が図られ 

 るであろう旨を付記する。  

③51人槽以上でブロワ以外の省電力化も付記する。 

（２）浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活保全上のメリット等に関する 

調査 

資料２．２に基づき各担当委員より説明があった後、内容について協議を行い、 

   次の修正等を加えることとした。 

    ①全体（足立ＷＧ委員長） 

    ・体裁、リンク等は本案とする。帯の色は統一する。 

    ・文言や誤字は今後修正する。     

   ②目次（足立ＷＧ委員長） 

    ・次回（第２回検討会）までに再整理する。 

    ・単独転換促進事例は一応、生活保全上のメリット（単独転換促進事例）と 

表記し、次回、表記について協議する。 

   ③はじめに（足立ＷＧ委員長） 

    ・人口普及率の図は環境省から入手するものと差し替える。 

    ・事例集の見方の図は帯の色を修正する。 

   ④事例一覧（足立ＷＧ委員長） 

    ・複数の著者等の場合は「～ら」と表現する。 

・事例５は(公財)鹿児島県環境保全協会に修正する。 

   ⑤事例１「ダム湖集水域における高度処理浄化槽整備の効果検証」（山田・市成 

委員） 

    ・背景の文章中に高度処理浄化槽の説明を加え、※１の説明は削除する。 

・引用グラフは掲載承認を２段階（掲載と加工）で取得する必要がある（加工 

の承認は難しいか）。 

    ・引用グラフの加工は一般の方にわかりやすくなっている。 

・リンと燐など表記を極力統一する。 

   ⑥事例２「合併処理浄化槽の設置によるダム湖上流河川の水質改善効果」（山田・ 

市成委員） 

・引用グラフで掲載承認を２段階（掲載と加工）で取得する必要があるケース 

がある（加工の承認は難しいか）。 

   ⑦事例３－１、３－２「かながわ水資源環境保全・再生施策」（足立ＷＧ委員長） 

    ・浄化槽との関連が小さく多くの説明が必要で、事例から削除する。 

   ⑧事例４「単独処理浄化槽環境影響実態調査業務」（高橋委員） 

    ・タイトル中の「業務」は削除する。 

   ⑨事例５「浄化槽の整備による周辺水環境の水質改善」（高橋委員） 

    ・埼玉→鹿児島（調査主体の修正） 

    ・単独と合併の排水等の目視事例を加える。 

   ⑩事例６「富田林市における汚水処理の取り組み」（和田委員） 

    ・浄化槽の管理の浄化槽間などの文言を修正し、わかりやすく解説する。 

    ・２ページで整理し、見やすくする。 

   ⑪事例７「会津若松市における公共下水道と浄化槽整備による効果」(中村委員) 

    ・特になし。 

   ⑫事例８「ときがわ町における浄化槽整備の効果」(中村委員) 

・特になし。 

   ⑬事例９「持続可能な社会を支えるインフラとしての浄化槽の環境影響評価手法 
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の開発」（敷島委員） 

・引用資料中の引用箇所を変更し、再整理する。 

   ⑭事例１０「浄化槽整備による水路の水質改善効果」（敷島委員） 

    ・図表はきれいなものに変更する（小川委員協力）。 

    ・図６中の年度について再確認する（小川委員協力）。 

    ・最終段落の「しかしながら、」以降は削除する。 

   ⑮事例１１「環境中に放流された排水由来 GHGs 排出メカニズムの解明と排出量 

算定方法の検討」 

・GHGs等の文言の説明を加える。 

・未公開データやグラフがあるため、削除・修正する（山崎委員協力）。 

   ⑯事例１２「個別浄化槽の実態調査に基づく清掃範囲判断基準の提言」（明壁委 

員） 

    ・事例１０と内容が同じであり、事例から削除する。 

   ⑰事例１３「富栄養化湖沼流域における浄化槽による汚濁負荷削減手法に関する 

研究」（岩橋委員） 

・単独転換事例として掲載する。 

   ⑱事例１４「汚水処理率の改善に伴う生態リスク削減効果の解析」（足立委員） 

    ・浄化槽との関連が小さいため、事例から削除する。 

   ⑲事例１５「秩父浦山での生活排水処理に関する実態調査」（青木委員） 

    ・特になし。 

   ⑳事例１６「埼玉県における合併処理浄化槽への転換促進について」（明壁委 

員） 

    ・特になし。 

   ㉑事例１７「埼玉県日高市生活排水処理基本計画」（和田委員） 

    ・背景にアンケートに至った経緯や意図を付記する。 

    ・文章はすべて「ですます調」に統一する。 

   ㉒事例１８「単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換意思決定要因の評価」 

    （青木委員） 

    ・図表を加えて再整理する。 

   ㉓事例１９「単独処理浄化槽の補修と更新工事に関する費用」（塚本・古市委員） 

    ・出典表記について検討する。 

   ㉔事例２０「単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換事例」（塚本・古市委 

員） 

・タイトル及びサブタイトル、事例一覧の転換事例→入替事例に修正する。 

・文章中の「困難な」を削除する。 

なお、修正資料は３／３（金）までに各委員が事務局に送付することとした。 

また、本資料の取扱い及び掲載許可について次のような意見等があった。 

 ・本資料は業務報告書中に盛り込むが、全ての事例を環境省ＨＰに掲載する（抜 

粋版を掲載する）かは後日検討する。 

 ・掲載許可について事例７、８、１５以外は事務局にて作業する。 

（３）浄化槽関連企業による海外向け普及促進の取組に関する調査 

事務局より資料２．１に基づき説明があった。 

３．今後の予定等 

  事務局より資料４に基づき報告があった。また、第２回検討会＆第４回ＷＧ開催 

（最終開催）について以下の報告があった。 

 開催日時：令和５年３月１３日(月) １４：００～１７：００ 

 開催場所：ＡＰ浜松町Ｅルーム                    以上 
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３．浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保全上のメリット等     

に関する調査事例集（Web閲覧用事例集） 

 

   P.111 以降に、Web 閲覧用を想定した事例集を示す。 
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身近な水環境を考える私たち 

 

浄化槽整備による地域の水質改善効果及び 

生活環境保全上のメリット等に関する 

調査事例集 

 令和 ５年 ３月 

環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進室 浄化槽推進室 
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はじめに 

 

 

 

 

 

 

浄化槽は、人口密度の低い地域において効率的に整備できる分散型の生活排水処理施設であり、これまで地域の生

活基盤としての役割を果たしてきました。さらに、少子高齢化・人口減少等の社会情勢の変化等の社会的ニ ズを踏ま

えると、その役割は一層高まるものと考えられます。 

令和３年度の汚水処理人口普及率は、92.6  下水道 80.6 、農集排等と ミ  2.6 、浄化槽 9.4  となり、残り

933万人 7.4  が汚水処理未 普及となっています。平成 12年度の汚水処理未普及人口が 3,610万人 28.6  であっ

たことを考えると、約 20年間で 21.2 が改善され、生活排水が適切に処理されるようになりました。 

その一方で、浄化槽の現状を見ると、令和３年度末時点においても、約 357万基の単独処理浄化槽が残存しており、

汚水処理未普及人口の半数以上が単独処理浄化槽の利用者であることから、政府目標である令和８年度末の汚水

処理施設整備の概成に向けては、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換 単独転換 の加速化が大きな課

題となっています。令和元年度の浄化槽法改正においては、既存単独処理浄化槽であって、そのまま放置すれば生

活環境の保 及び公衆衛生上 大な支障が生ずるおそれのある状態にあると認められる、特定既存単独処理浄化

槽に対する措置についても定められ、今後はより一層、地域住民に合併処理浄化槽への転換の必要性について、周

知する必要があります。 

本事例集では、浄化槽整備による地域の水質改善効果及び生活環境保 上のメリ  等に関する調査事例や、取

り組み事例を取りまとめました。浄化槽整備がどのように水環境保 に役立てられているかということを知り、単独処

理浄化槽を合併処理浄化槽へ転換する意義について再認識するとともに、単独転換を含む浄化槽整備を検討、推進

する上での参考資 として本事例集をご活用いただければ幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△  前ペ ジ ▽  次ペ ジ 
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事例集の見方 

 

 

 

 

各事例は下記のように取りまとめられています。リ  対象となっている部分を リ  することでリ  先へジャ  し

閲覧することができます。また、目次のペ ジ番号、事例一覧の事例番号とペ ジ番号についてもリ  対象となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事例番号 

タイ ル 

主体・著者など 

「次の事例」または「次ペ 

ジ」へ移動します。 リ    

「事例一覧」へ移動します。

 リ    

「前の事例」または「前ペ 

ジ」へ移動します。 リ    

△  前ペ ジ ▽  次ペ ジ 

 

※文章中のア ダ- イ 

部分は、Webまたは当該事

例集参考資 の対象先へ

移動します。 リ    
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事例一覧  

 

 

 

 

 

 

 

 

本事例集で紹介している各事例を、下表に整理しています。タイ ルや事例概要および主体・著者を参考にして、事例

を検索するときにご参照ください。 事例番号またはペ ジ番号を リ  すると対象に移動します。  

 

 

事

例 
タイ ル 事例概要 主体・著者 頁 

１ 
浄化槽の整備による周辺水環境の

水質改善 姶良市内   

モデル地区において合併処理浄化槽の普及によ

る用水路の水質改善の検証 

 公財 鹿児島県

環境保 協会 
116 

2 
ときがわ町における浄化槽整備の

効果 

浄化槽整備の取り組み内容と町内河川の水質改

善効果 

埼玉県ときがわ

町 
118 

3 
浄化槽整備による水路の水質改善

効果 富士川町地区  

浄化槽整備による身近な水路の水質改善効果に

ついて、既報の内容と浄化槽処理区域内の水路

の水質調査事例 

常葉大学 

小川 浩 
120 

4 

ダム湖集水域における高度処理浄

化槽整備の効果検証 相模湖・津久

井湖  

高度処理型浄化槽の整備が計画された相模原

市のモデル地区において、浄化槽の放流先であ

る排水路における水 水質を調査し、栄養塩類

等の汚濁負荷削減の効果を検証 

神奈川県環境科

学セ タ  
122 

5 

合併処理浄化槽の設置によるダム

湖上流河川の水質改善効果 神奈

川県河内川  

神奈川県河内川において、合併処理浄化槽が多

数整備された地域の上流と下流の水質を比較し

た調査事例 

神奈川県環境科

学セ タ  
124 

6 

単独・合併処理浄化槽処理水およ

び生活雑排水による藻類生長阻害

への影響 

単独処理浄化槽の放流水、合併処理浄化槽の

放流水、未処理の生活雑排水について、水質調

査と藻類成長阻害への影響を調査した事例 

東洋大学 

山崎 宏史ら 
126 

7 
単独処理浄化槽環境影響実態調査

 埼玉県内  

単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換

による環境影響の調査と住民へのア ケ   

環境省 浄化槽

推進室・ (一社 )

埼玉県環境検査

研究協会 
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鹿児島県姶良市は下水道が整備されておらず、生活排水のほとんどを浄化槽で処理しています。また鹿児島県から

生活排水対策 点地域の指定を受け、浄化槽の整備を積極的に行っています。そこで、浄化槽整備効果の評価に適し

たモデル地区を同市内で選定し、当該地区内の用水路において浄化槽の放流水が含まれていない上流 イ  と、浄

化槽の放流水が含まれる下流 イ  で水質等を調査しています。調査は 2003年と 2022年に行っています。 

 

 
モデル地区における浄化槽の設置状況は、2003 年は単独処理浄化槽 ● が多いですが、2022 年は合併処理浄化

槽 ● が多くなっています。これは増加した世帯に設置された合併処理浄化槽も含まれますが、単独処理浄化槽や汲

み取り便所から合併処理浄化槽に入れ替わったものも多数あるためです。これにより、汚水処理人口普及率は23.5 か

ら 68.8 に大きく改善しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 姶良市内のモデル地区における浄化槽設置状況 

 

調査結果を元に、主な水質項目の汚濁負荷 を求めました。ほとんどの項目で低減しており、特に BODは 2003年に

対して 7 分の 1 にまで減っております。単独処理浄化槽や汲み取り便所を合併処理浄化槽に切り替えること 汚水処理

人口普及率を上げること で、周辺水環境に与える影響を低減できることが分かりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 主な水質項目の汚濁負荷 比較 

 

 

 

浄化槽の整備による周辺水環境の水質改善 姶良市内  

調査内容 

調査結果 

事例 1 

2003年 2020年 
●単独処理浄化槽 

●合併処理浄化槽 

汚水処理人口普及率 
23.5  

汚水処理人口普及率 
68.8  

 公財 鹿児島県環境保 協会 

▽  次ペ ジ ▲ 一覧に戻る △  前ペ ジ 
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合併処理浄化槽が整備されているエリアと、単独処理浄化槽が整備されているエリアそれぞれの側溝において、外観

及び水質調査を行いました。前者は姶良市を流れる別府川に隣接する住宅地で、2005 年及び 2022 年とも合併処理浄

化槽で整備されています。後者は前頁のモデル地区下流域のエリアで、2005 年はエリア内が て単独処理浄化槽でし

たが、2022年は約半数が合併処理浄化槽に転換されています。両エリアとも×印が調査地点になります。 

合併処理浄化槽エリアは、2005年、2022年とも BODは 10mg/L以下で、側溝も放流先の川もヘドロなどが く見当た

らず、一目で非常にきれいな状態でした。 

単独処理浄化槽エリアは、2005年は BOD が 81mg/L と高く、生物膜のようなものが側溝底部に付着し、ボウフ など

の衛生害虫も発生しているという汚い状態でした。しかし 2022 年は BOD が 31mg/L に改善し、側溝底部の付着物やボ

ウフ 等も確認できませんでした。 

水質及び外観の改善は、単独処理浄化槽からの転換を含めた合併処理浄化槽の普及が大きく寄与しているものと考

えられます。 

 

 2005年 2022年 

合
併
処
理
浄
化
槽
エ
リ
ア 

  

単
独
処
理
浄
化
槽
エ
リ
ア 

  

参考文献：第 10回アジアにおける分散型汚水処理に関するワ   ョ  講演資  

 

 

外観及び水質改善事例 

事例 1 

 て合併処理浄化槽

で整備 

約半数が合併処理

浄化槽に転換 

 て合併処理浄化槽

で整備 

 て単独処理浄化槽

で整備 

BOD 7.6mg/L BOD 5.3mg/L 

BOD 81mg/L BOD 31mg/L 

▼  次の事例 ▲ 一覧に戻る △  前ペ ジ 
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ときがわ町における浄化槽整備の効果 

 

 

 

 

ときがわ町は平成 18 年２月１日に合併し、埼玉県の中部に位置しています。町内に住宅が分散しているという実態を

踏まえ、生活排水による公共用水域の汚濁を防止するため、旧都幾川村では平成 15 年度より、旧玉川村では平成 17

年度より、村設置型 市町村整備推進事業 の浄化槽整備、及び単独処理浄化槽・汲み取り式便槽からの転換の推進を

進めてきました。 

図１は合併処理浄化槽設置基数の推移です。平成 15年から令和４年度までの 20年間で 1,092基の合併処理浄化槽

を設置しました。そのうち約半数の 575 基が単独処理浄化槽・汲み取り式便槽からの転換になります。汚水処理人口普

及率は令和３年度で 76.7 となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ときがわ町では浄化槽整備促進において、町民への啓発事業が特に 要と考えており、広報誌等を利用した活動を

行っています。 

・合併処理浄化槽の効果 

毎月発行する町広報誌「広報ときがわ」で、単独処理浄

化槽と合併処理浄化槽の違いや浄化槽設置に伴う補助

等について定期的に掲載しています 図２ 。 

・カ  モデルの展示 

  浄化槽は地下に埋設されているため、その構造を目に

する機会は多くありません。 ロナ禍前の事例になります

が、「木のくに ときがわまつり」では浄化槽のカ  モデル

を展示しており 写真１ 、浄化槽の整備方法、構造や処理

の仕組み、使用上の注意点等を直接説明することで、不

明点・疑問点を解消する機会としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

背景 

取り組み内容 啓発事業  

事例 2 埼玉県ときがわ町 

▲ 一覧に戻る 

写真１ 浄化槽カ  モデルの展示 図２ 広報誌掲載例 令和４年６月  

図１ 町設置型浄化槽設置基数の推移 

▽  次ペ ジ ▲  前の事例 
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町内を流れる主要河川には、都幾川、雀川、氷川があります。主要河川 下記①～⑤ では年に４回、町内小河川 下

記⑥～⑨ では年に１回水質調査を行い、調査結果を広報誌及びホ ムペ ジ上で公開しています。 

- 埼玉県ときがわ町 -令和４年度に実施した、町内河川の水質調査を報告します - 埼玉県ときがわ町 - (tokigawa.lg.jp) 

図３は令和４年度の結果です。主要河川の水質は環境基準をすべて リアしています。 

図４は玉川橋下流 採水地点③ と雀川合流点下流 採水地点⑤ の BOD値の経年変化です。今まで未処理だった生

活排水が浄化槽によって下水道の処理水と同等の水質まで浄化されて放流されるようになったため、近年はほぼ１

mg/L以下で推移しており、町内を流れる都幾川の水質が改善されました。 

町内には、木のむらキャ  場、三波渓谷、川の広場バ ベキ  場など、清流で川遊びができる親水エリアが充実

しており 写真２ 、貴 な観光資源となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ときがわ町では、町内の小河川の中には環境基準を超えている箇所があり、今後の課題と捉えています。更なる水質

改善を図るため、現在、ホ ムペ ジや広報誌への掲載回数の増加や内容の見直し、町情報配信メ ルやSNSの活用、

PR   の 戸配布による周知、転換対象世帯に対する啓発訪問の件数増加等を実施しています。 

 

 

 

 

水質改善効果 

今後の課題・展望 

図３ 町内採水地点と水質 

図４ 町内 2地点の水質経年変化 写真２ 木のむらキャ  場 都幾川  

地点 BOD ｐH SS

① ＜0.5 7.8 ＜1.0

② ＜0.5 7.8 1.0

③ ＜0.5 7.9 ＜1.0

④ ＜0.5 7.7 1.0

⑤ ＜0.5 7.8 ＜1.0

⑥ 0.6 7.4 5.1

⑦ 12 7.6 17

⑧ 2.0 7.7 3.9

⑨ 4.5 7.9 23

町
内
小
河
川

主
要
河
川

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

BOD mg/L 
③玉川橋下流

⑤雀川合流点下流

▽環境基準

事例 2 

▼  次の事例 △  前ペ ジ ▲ 一覧に戻る 

https://www.town.tokigawa.lg.jp/Info/2671
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イ フ 整備は我々の社会生活にとって欠かせないものであり、下水道は都市の持続的かつ健 な発展、公衆衛生

の向上および公共用水域の水質の保 に寄与することを目的に整備が進められてきました。しかし、その整備率は整備

環境や財政事情により、都道府県市町村の間で大きな差が生じています。もうひとつの生活排水処理イ フ である浄

化槽は当初は下水道未整備地区の イ の水洗化を目的に整備されましたが、現在は イ 以外の生活雑排水も併せ

て処理する合併処理浄化槽となり、生活排水処理  テムの一手法として位置づけられました。下水道と並ぶ公共用水

域の水質保 に寄与する施設として適正な配置が進められています。 

浄化槽に残されている課題として水環境における浄化槽による水質改善効果の評価と、残存する単独処理浄化槽の

合併処理浄化槽への転換があります。2010年の調査報告では調査対象の浄化槽の高い割合でBOD20mg/Lを超過し、

浄化槽整備地区の水路は不十分な水質改善状況であったと報じられました。 

小川は長期間にわたる小河川・水路の水質調査が行われていた富士市内旧富士川町地区について調査地区の浄化

槽整備状況調査と水質調査を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月２～３回の頻度で生活排水 がピ  とな

る午前 10 時前後に調査地点の採水を行い、水質

分析を行いました。なお、雨水の影響を避けるため

に雨天時を除いて１年間調査しました。 

10年前までの実測デ タでは BOD10mg/Lを超

過し、変動も著しく 28mg/L を記録したこともありま

したが、今回の調査ではいずれも 10mg/L 以下を

維持し、平均 5.8mg/L の良好な水質が１年にわた

り維持され、水路の水質改善が認められました。

 図３  

 

 

 

 

浄化槽整備による水路の水質改善効果 富士川町地区  

背景 

取り組み内容 

事例 3 常葉大学 小川 浩 

▽  次ペ ジ ▲ 一覧に戻る ▲  前の事例 
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富士川町の単独/合併処理浄化槽の設置基数推移、整備率を調べた結果、図４及び図５のようでした。 

この地区では 2009年度は 戸数 2,262戸のうち、汲み取

り便所および単独処理浄化槽が 1,279 戸 両者内訳不明 、

合併処理浄化槽 983戸でしたが、2018年度は前者が 892戸、

後者が 1,473戸となりました 図４ 。 

また、この地区を含む旧富士川町では図５に示す通り合

併処理浄化槽の設置基数が 体の 7 から 56 に増加して

おり、約 10 年間にわたって未処理雑排水対策が講じられた

ことも水質改善に影響していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水路から富士川へ流下する BOD、T-N、T-P

負荷 について試算したところ、BOD 削減率

37 、T-N88 、T-P62 と、特に T-N が著しい

削減効果を発揮しました。 

本調査では、生活排水および雨水以外の排

水が流下しない水路において、10 年前と直近 1

年間にわたる水質の変化を追跡した結果、合併

処理浄化槽の普及が身近な水環境の水質改善

に著しく寄与することが明らかになりました。すな

わち、単独処理浄化槽が多い地区では、合併処

理浄化槽への転換を促進させることが、下水道

の普及と同様に水環境保 に極めて効果的で

あることが立証されました。 

 

 

  参考文献：浄化槽整備による水路の水質改善効果 用水と廃水 Vol.64 No.9  2022  

 

 

 

 

事例 3 

▼  次の事例 △  前ペ ジ ▲ 一覧に戻る 
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ダム湖集水域における高度処理浄化槽整備の効果検証 相模湖・津久井湖  

sagamiko  

 

 

 

 

 

 

 

 

ダム湖である相模湖・津久井湖の 窒素・  リ 濃度は平成 22 年度では、それぞれ、1.3mg/L 及び 0.071mg/L、

1.3mg/L および、0.044mg/L と高く、富栄養化状態にあるため、「かながわ水源環境保 ・再生実行計画５か年計画」に

基づく県の支援事業等により、生活排水対策の一環としてダム湖集水域における高度処理型浄化槽 窒素・リ 除去型 

の整備が「県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進事業」として進められています。本事業で高度処理型

浄化槽の整備 市町村設置型 が計画された相模原市のモデル地区において調査地点を選定し、浄化槽放流水の放流

先である側溝や排水路における水 水質を調査し、栄養塩類等の汚濁負荷削減の効果が検証されています。 

 
効果検証については、 高度処理型浄化槽の整備率と側溝排水の水質との関係を調査し、相関分析※を用いて調べ、

水質項目は富栄養化の指標である窒素、リ と BODについて記載されています。 

※ 相関分析とは？：２つの項目 今回は整備率と側溝水質 の間に関係があるかを相関係数で評価します。１.0に近い 

ほど関係性があり、調査件数から“0.576以上”または“-0.576以下”であれば関係性があると言えます。 

 

１．効果検証 

 １  窒素 

平成 22年度と 23年度の水質結果を基に、高度処理型浄化槽の整備率と 窒素濃度との関係について調査していま

す。図１にあるように整備率が高くなるほど、窒素の濃度が低くなる傾向がみられました。また、整備率と窒素濃度の関

係を示す相関係数は r=-0.618 であり、関係性があることが示されました。以上のことから、側溝排水の 窒素濃度は高

度処理型浄化槽の整備率の向上に伴って低減されると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２  リ  

平成 22 年度と 23 年度の水質結果を基に、高度処理型浄化槽の整備率と リ 濃度との関係について調査していま

す。図２にあるように整備率が高くなるほど、リ の濃度が低くなる傾向がみられ、整備率とリ 濃度の関係を示す相関

係数は r=-0.738 であり、関係性があることが示されました。以上のことから、側溝排水の リ 濃度は高度処理型浄化

槽の整備率の向上に伴って、低減されると考えられます。 

 

 

 

 

 

背景 

概要 

事例 4 神奈川県環境科学セ タ  

窒素濃度が高い 

＝汚れている 

整備率が高いほど、窒素濃度

が低くなっている 

高度処理型浄化槽の 

整備率が高い 

図１ 整備率と 窒素濃度の関係 

▽  次ペ ジ ▲ 一覧に戻る ▲  前の事例 
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整備率が高いほど、リ 濃度

が低くなっている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ BOD 

平成 22 年度と 23 年度の水質結果を基に、高度処理型浄化槽の整備率と BOD 濃度との関係について調査していま

す。図３にあるように整備率が高くなるほど、BOD の濃度が低くなる傾向がみられ、整備率と BOD 濃度の関係を示す相

関係数は r=-0.653 であり、関係があることが示されました。以上のことから、側溝排水の BOD 濃度は高度処理型浄

化槽の整備率の向上に伴って、低減されると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 効果検証：側溝排水と高度処理型浄化槽放流水の水質比較 

高度処理型浄化槽の整備率 100%である調査地点の側溝排水の水質と周辺３軒から放流される高度型浄化槽放流水

質との間に水質的な差が見られるか調べた結果、 側溝排水の水質と側溝に放流する高度型浄化槽放流水質との間

に水質的な差がないと考えられました。以上のことから、今回調査した整備率 100 の側溝では、側溝排水と高度処理

型浄化槽の放流水の水質はほぼ同等であると考えられます。 

 

２．まとめ 

〇高度処理型浄化槽の整備率と側溝排水の水質との関係について相関分析を行ったところ、窒素、リ および BOD に

おいて、比較的高い負の相関を示したことから、整備率の向上に伴って、側溝排水の水質は良好になると考えられま

した。 

〇高度処理型浄化槽の整備率が 100 の側溝排水と高度処理型浄化槽放流水との間に、水質的な差があるか調べた

ところ、同等であったことから、側溝排水を良好に保つためには高度処理型浄化槽の維持管理強化が必要であると考

えられました。 

 

神奈川県環境科学セ タ HP：環境科学セ タ  - 神奈川県ホ ムペ ジ (pref.kanagawa.jp) 

参考文献：神奈川県環境科学セ タ 研究報告 第 35 号 (2013) 

 

 

事例 4 

高度処理型浄化槽の 

整備率が高い 

BOD濃度が高い 

＝汚れている 

整備率が高いほど、BOD 濃度

が低くなっている 

図３ 整備率と BOD濃度の関係 

リ 濃度が高い 

＝汚れている 

高度処理型浄化槽の 

整備率が高い 
図２ 整備率と リ 濃度の関係 

 

 

▼  次の事例 △  前ペ ジ ▲ 一覧に戻る 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/b4f/index.html
https://www.pref.kanagawa.jp/documents/3108/h24bull03.pdf
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神奈川県では、将来にわたり良質な水を安定的に確保するため、平成１９年度から水源環境を保 ・再生するための

総合的な事業に取り組んでいます。本報告では、合併処理浄化槽の整備促進事業の実施による河川 神奈川県河内

川 の水質への影響に着目した検討を行い、合併処理浄化槽の整備促進事業について第１期と第２期の調査結果を検

証し、事業の実施効果による河川の水質への影響を評価しています。 

 
＜対象物質の選定＞ 

 合併処理浄化槽の整備促進事業による効果が期待される物質として

BOD、COD、 窒素、溶解性 窒素、硝酸性窒素、TOC、 リ 、溶解性

 リ 、粒子性 リ 、リ 酸態リ 、有機態リ があげられるが、これら

の物質の濃度と、濃度と流 を乗じることで算出した負荷 を検討対象と

しています。 

１． 同一年次における地点間比較  

目的：人為的負荷を受けて、下流の調査地点の水質が変化している 

か確認します。  

方法：上流・支流の流 加 平均水質と下流の水質を比較しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜結果 1＞ 

第１期、第２期ともに、下流の方が多くの項目で濃度が上昇する傾向が確認されました。また、ＣＯＤ、窒素、リ の濃

度については統計的に確かな差があり、上流から下流の間には水質を変化させる人為的負荷が存在することが確認で

きました。 

 

 

背景 

概要 

合併処理浄化槽の設置によるダム湖上流河川の水質改善効果 

 神奈川県河内川  

 

事例 5 神奈川県環境科学セ タ  

▽  次ペ ジ ▲ 一覧に戻る ▲  前の事例 
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２． 同一地点における経年比較 

目的：人為的負荷が第１期に比べて第２期は どのように変化したかを明らかにします。 

方法①：第１期と第２期の下流の負荷 を比較しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜結果２-①＞ 

第 1期に比べ、第 2期では下流負荷 が減少している結果となりま

した。 

方法②：2-①の負荷 の減少には上流・支流の水質変動による影  

響が含まれている可能性があるため、上流・支流の負荷 合算値の

減少 と下流負荷減少 を比較しました。また、両者の差を上流か

ら下流にかけて存在する人為的負荷の減少 としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜結果２-②＞ 

・ ての項目で上流よりも下流の負荷減少 が多い結果となりました。 

・統計的に窒素化合物と溶解性 リ で確かな減少が確認されました。 

３．まとめ 

河内川の上流から下流の間に存在する人為的負荷が第１期に比べ第２期は減少しました。その要因の一つとして合

併処理浄化槽の整備促進事業の効果があるのではないかと考えられました。今回、統計的に確かな差が表れなかった

項目についても平均値でみると改善傾向がみられており、今後も同様の傾向が見られれば、さらに多くの項目で有意な

改善効果が表れることが期待できます。 

参考文献： 神奈川県環境科学セ タ 調査研究 

 

 
▲ 一覧に戻る △  前ペ ジ 

人為的負荷減少  

 人為的負荷減少  

 

事例 5 

▼  次の事例 
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単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水には、様々な化学物質が含まれていますが、その内、「環境基準」や

「排水基準」で規制されている物質は、ごく一部となっています。そのため、規制されていない化学物質やこれらの化学物

質間による複合作用が水生生物に及ぼす影響が懸念されています。 

ここでは、単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水が、水生生物の中でも生産者と位置付けられる藻類の生

長に及ぼす影響について、研究された事例を紹介します。 

 
１．方法 

浄化槽は、主に各家庭の敷地内に設置されているため、各家庭の居住人員、 イフ タイル等により、浄化槽への流

入水 や水質もバ つきが生じます。さらに、浄化槽は、微生物の浄化機能により生活排水を処理するため、冬季と夏

季では水温の違いから、処理能力が異なることも知られています。そのため、この研究では、戸建住宅の単独・合併処

理浄化槽処理水および生活雑排水をそれぞれ 20件程度、冬季 12月～2月 と夏季 7月～9月 に分けて採水しました。

採取した各排水を藻類 ム ミカヅキモ に曝露し、4,000 lx の人工照射の中で、72 時間培養し、藻類の生長が阻害され

るかを検討しました。 

 

２．結果 

(1) 冬季・夏季における単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水の平均水質 

冬季・夏季における単独・合併処理浄化槽処理

水および生活雑排水の採水をそれぞれ 20件ずつ

行い、水質分析を行いました。その水質分析結果

を表 1に示しました。 

この水質分析結果から、合併処理浄化槽処理

水の BOD濃度は、平均値として、冬季 12 mg/L、

夏季 7.7 mg/L と、浄化槽の技術上の基準である

BOD 20 mg/L を下回っていました。また、単独処

理浄化槽処理水、生活雑排水では、合併処理浄

化槽処理水と比較して BOD 濃度は高く、特に、生

活雑排水の BOD 濃度は極めて高いことが明らか

となりました。一方、窒素成分、リ 成分は、主に 

イ 排水に含まれることから、生活雑排水での窒

素成分、リ 成分の濃度は低く、合併処理浄化槽

処理水、単独処理浄化槽処理水と順に高くなる傾

向が確認されました。 

 

 

(2) 冬季・夏季における単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水の藻類生長阻害試験結果 

図 1～3 は、冬季・夏季における合併処理浄化槽処理水、単独処理浄化槽処理水、生活雑排水を対象にした藻類生

長阻害試験結果をそれぞれ示しています。この藻類生長阻害試験では、藻類の生長に必要な栄養 20  に、各排水を

80 %添加し、藻類個体数の増減を観察しました。これを各排水の代わりに蒸留水を 80 %添加したものと比較し、藻類生長

阻害率として示しました。すなわち、藻類生長阻害率 0 %とは、各排水を添加したとしても、蒸留水を添加した場合と同様

に藻類が生長したものを指し、藻類生長阻害率が   に高い程、その排水は、藻類生長に影響を及ぼすと考えられま

す。 

 

 

 

 

単独・合併処理浄化槽処理水および生活雑排水による藻類生長阻害への影響 

背景 

概要 

事例 6 

表 1 冬季・夏季における単独・合併処理浄化槽処理水、 

生活雑排水の平均水質 

▽  次ペ ジ ▲ 一覧に戻る ▲  前の事例 

東洋大学 山崎 宏史ら 
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図１の合併処理浄化槽処理水を対象とした藻

類生長阻害試験では、平均値として、冬季 13.7 %、

夏季 6.9 %の藻類生長阻害率となりました。一般に、

特定施設からの排水に適用される「排水基準」と

公共用水域に適用される「環境基準」の差は概ね

10 倍の濃度差があります。これを参考に、仮に、

合併処理浄化槽処理水が河川水で 10倍に希釈さ

れるとすると、一概には言えませんが、この合併

処理浄化槽処理水は放流後、河川と合流すること

により、藻類生長への影響はかなり少ないものに

なると考えられます。 

 

 

図２の単独処理浄化槽処理水を対象とした藻

類生長阻害試験では、平均値として、冬季 44.0 %、

夏季 46.0 %の藻類生長阻害率となりました。この

藻類生長阻害率は合併処理浄化槽処理水と比較

してかなり高い値となりました。表 1 で示した水質

分析結果では、単独処理浄化槽処理水の NH3-N、

PO4-P 濃度は、合併処理浄化槽処理水より、かな

り高い値を示しています。NH3-N、PO4-P は、それ

ぞれ 0.147 mg/L、3.1 mg/Lの濃度でム ミカヅキ

モの生長に阻害が現れるという報告もあります。 

 

 

図３の生活雑排水を対象とした藻類生長阻害

試験では、平均値として、冬季 34.4 %、夏季 39.0 %

の藻類生長阻害率となりました。この藻類生長阻

害率も、合併処理浄化槽処理水と比較してかなり

高い値となりました。表 1で示した水質分析結果で

は、生活雑排水には窒素成分、リ 成分がほとん

ど含まれておらず、一方で、BOD 濃度がかなり高

い値を示しています。この BOD濃度の高さが藻類

の生長に影響を及ぼしたとは一概には言えません

が、生活雑排水には洗剤などが含まれており、こ

れが未処理で放流されると水生生物の生長に影

響を及ぼすことが報告されています。 

 

 

これらの結果から、単独処理浄化槽が設置されている戸建住宅では、単独処理浄化槽処理水および生活雑排水が水

環境中に放流されるため、水生生物の中でも生産者と位置付けられる藻類の生長に影響を及ぼす可能性が考えられま

す。そのため、水生生物多様性の観点からも、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への早期転換が求められます。 

 

 

参考文献：Evaluation of Algal Growth Inhibition of Effluents for Treated Water from Tandoku-syori and Gappei-syori 

Johkasou Using the WET Method，Journal of Water and Environment Technology  accepted ， 公社 日本

水環境学会 

 

 

  

 

 

図１ 合併処理浄化槽処理水 G における藻類生長阻害率 

図２ 単独処理浄化槽処理水 T における藻類生長阻害率 

図３ 生活雑排水 Z における藻類生長阻害率 

事例 6 

▼  次の事例 △  前ペ ジ ▲ 一覧に戻る 
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単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換した埼玉県内の戸建て住宅において、平成 28～30 年度に転換前後の

水質を調査し、また、転換した住宅において合併処理浄化槽への転換に関するア ケ  を実施しています。 

 

 
主な水質項目について、転換前 単独処理浄化槽の放流水と生活雑排水の合算値 と転換後 合併処理浄化槽の放

流水 における 1人 1日当たりの汚濁負荷 の比較を示します。 

 合併処理浄化槽への転換に伴い、BOD、SS、n-Hex、LAS、大腸菌群数は概ね 90 以上、T-Nは 56 低減し、合併処

理浄化槽への転換は水環境の改善に大きく寄与することが分かりました。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

調査内容 

調査結果 

単独処理浄化槽環境影響実態調査 埼玉県内  

事例 7 環境省 浄化槽推進室 ・  一社 埼玉県環境検査研究協会 

▲ 一覧に戻る ▲  前の事例 ▽  次ペ ジ 
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合併処理浄化槽への転換に関するア ケ  の結果を記します。 

合併処理浄化槽へ転換した理由の多くは「設置に係る補助金が活用できる」、「業者から勧められた」でした。転換した

感想としては「良くなかった」との意見はなく、ほとんどの方にご満足いただいているようです。また約半数の方が友人・知

人に転換を勧めたいと思われています。 

 

問１．合併処理浄化槽に転換した理由を教えてください。 

 
 

問２．合併処理浄化槽へ転換して良かったと思いますか？ 

 
 

問３．あなたは、友人や知人に合併処理浄化槽への転換を勧めたいと思いますか？ 

 

 

参考文献：平成 29 年度 単独処理浄化槽環境影響実態調査業務 報告書 

 

ア ケ  結果 

事例 7 

△  前ペ ジ ▲ 一覧に戻る ▽  次ペ ジ 

https://www.zenjohren.or.jp/top/2018Mar/ref/20180302-tandoku-h29.pdf
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おわりに 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事例集は、浄化槽整備による地域の水質改善及び生活環境保 上のメリ  等に関する直近 10年以内の文献等

を調査し、取りまとめました。これらの事例には、汲み取り イ や単独処理浄化槽を使用し雑排水を垂れ流すより、浄化

槽 合併処理浄化槽 を設置した方が環境に与える汚濁負荷は小さく、地域の河川等の水質が大きく改善されることが、

わかりやすく記されています。したがって、生活環境の改善に浄化槽の普及が役立つことが、あらためて認識していただ

けるものと考えております。 

また、ア ケ  を実施した事例では、単独処理浄化槽から浄化槽 合併処理浄化槽 へ転換を実施した多くの方が、

「転換してよかった」と感じており、転換によって地域環境へ貢献していること、あるいは高度な排水処理を選択している

ことにより、社会的評価が高まるという期待感から転換の決断に繋がった可能性があるとの結果も示されています。これ

らから、今後の単独転換推進へのヒ  を読み取ることもできます。 

本事例集をご覧いただくことで、多くの方々が浄化槽に関わり、調査研究や普及に向け、真摯に取り組んでいることを

ご理解いただき、今後、さらなる浄化槽の適正普及に向けた、様々な啓発活動の参考となれば幸甚です。 

なお、掲載にあたっては主体・著者等のご了承をいただきました。ご協力に感謝します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 一覧に戻る ▲  前の事例 ▲ 表紙 
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令和 ５年 ３月 

環境省 環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進室 浄化槽推進室 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

リサイクル適正の表示：印刷用の紙にリサイクルできます 
この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」 

に係る判断の基準にしたがい、印刷用の紙へのリサイクルに適した 

材料［Ａランク］のみを用いて作製しています。 
 

 


